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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、グアテマラ共和国政府からの技術協力の要請に基づき、2006 年

10 月 12 日から 2011 年 10 月 11 日までの予定で、技術協力プロジェクト「グアテマラ国高原地域

先住民等小農生活改善に向けた農業技術普及体制構築計画」を実施しています。 
今般、同プロジェクトの中間時点での成果の達成状況を確認するとともに、事業実施上の問題

点と課題を明らかにし、プロジェクト後半の活動に向けた提言を行うことを主たる目的として、

2009 年 8 月 23 日から同年 9 月 18 日まで当機構農村開発部次長兼畑作グループ長 梅崎路子を団

長とする中間レビュー調査団を派遣し、中間レビュー調査を実施しました。 
本報告書は、当該調査の結果をまとめたものです。この報告書が、本協力の成果発現に向けた

取り組みに役立つとともに、グアテマラ共和国の開発並びに両国の友好・親善の一層の発展に寄

与することを期待いたします。 
終わりに、本調査実施にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝申し上げま

す。 
 
平成 21 年 12 月 
 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 小原 基文 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：グアテマラ共和国 
 

案件名：高原地域先住民等小農生活改善に向けた

農業技術普及体制構築計画 
分野：農業・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署：農村開発部畑作地帯第一課 協力金額（評価時点）：4 億 3,700 万円 

（R/D）： 2006 年 10 月 12 日～

2011 年 10 月 11 日

先方関係機関： 
農牧食糧省（MAGA）、農業科学技術庁（ICTA）

（延長）： 日本側協力機関： 
（F/U）： 他の関連協力： 

協力期間 

（E/N）（無償）   
１－１ 協力の背景と概要 

グアテマラ共和国（以下、「グアテマラ」）は、国土面積 10 万 9,000km2（日本の約 1/3）、人

口は 1,263 万人（2004 年）で、そのうち 52％を先住民が占めている。1960 年から 36 年間続いた

内戦は、20 万人以上の死者を出すとともに、同地域の社会・経済基盤や先住民文化を破壊し、グ

アテマラ発展の大きな障害となった。1996 年の内戦終結後、グアテマラはその復興に取り組んで

いるが、いまだに人間開発指数は 177 カ国中 117 位で、グアテマラ貧困ラインである GNI 568 ド

ル/年以下で生活する人々が全人口の半数以上を占め、その多くは先住民である。グアテマラ経

済において農業は GDP の 22.3％を占めるにすぎないが、就業人口 429 万人のうち 45％が従事す

るグアテマラの重要な産業である。人口の過半数を占める先住民の多くは、高原・山岳地帯に居

住し、条件の悪い土地で自給自足を余儀なくされている小規模農民である。また、先住民の 76％
は貧困ライン以下で生活している。長期に及んだ内戦が、国内の農業生産環境を低下させたこと

に加えて、1997 年には経済構造調整政策に基づき、農業普及サービス部局が廃止されたために、

小規模農民には営農技術や農業情報がほとんど届かなくなった。高原・山岳地帯の農業技術研

究・開発を担当する農業科学技術庁（ICTA）の高原地域研究センター（CIAL）には、自給作物

やジャガイモ、野菜等の生産・貯蔵技術があり、小規模農民向け融資制度や流通・商業化に関す

る情報は、農牧食糧省（MAGA）が掌握しているにもかかわらず、普及されていないために、小

規模農民は、低収量のまま放置されている。他方、小規模農民は農業資材の共同購入といった組

織活動を行っておらず、農業情報の不足により資材を安価に購入できない、農業生産物を中間業

者に買い叩かれるといった問題を抱えている。こうした状況は、小規模農民が貧困から脱却でき

ずにいる要因となっている。グアテマラが蓄積している技術や農業情報を活用し、農村開発を進

めるためには、行政側の能力を強化するとともに、行政サービスをうまく活用していけるような

自立的農民組織の育成を組み入れた行政と農民との間をつなぐ技術普及体制の再構築が必要で

ある。このような背景を受けて JICA は、0.7ha 以下の小規模農民が集中しているトトニカパン県

とソロラ県及びケツァルテナンゴ県の 3 県を対象とし、MAGA・ICTA をカウンターパート（C/P）
機関とした技術協力プロジェクト「高原地域先住民等小農生活改善に向けた農業技術普及体制構

築計画（PROETTAPA）」を 2006 年 10 月から 5 年間の予定で開始するに至った。 
2009 年 8 月、プロジェクト開始から約 3 年経過したことから、JICA とグアテマラ側関係者は、

プロジェクトの中間レビュー調査を実施することとした。 
 
１－２ 協力内容 

(1) 上位目標 

プロジェクトで確立した普及体制により対象地域の小規模農民の生計が向上する。 
 

(2) プロジェクト目標 

対象地域において、農業技術（栽培技術(*1)、販売・融資の情報）の普及体制が確立される。

(*1) 栽培技術について、対象作物はトウモロコシ、フリホール豆、ジャガイモ等を想定



ii 

しており、農民リーダーの展示圃を活用して普及する予定。 
 

(3) 成 果 

成果 1：確立された農業普及メカニズムのなかで、県 MAGA 事務所が普及計画立案及び調

整能力をもつ 
成果 2：確立された農業普及メカニズムのなかで、ICTA-CIAL が適正農業技術の参加型技術

開発、検証、移転及び研修に関する調整と実施能力をもつ 
成果 3：普及員が農民グループの生産及び組織的活動強化支援に必要な能力をもつ 
成果 4：農民グループが生産及び組織的活動に必要な知識と技術を適用する能力をもつ 
成果 5：プロジェクトで確立された普及メカニズムが他県に普及されている 

 
(4) 投入（評価時点） 

日本側： 
長期専門家派遣 4 名 機材供与 1,678 万円 
短期専門家派遣 2 名 ローカルコスト負担 3,842 万円 
研修員受入れ （本邦研修） 8 名 
 （第三国研修） 10 名 

相手国側： 
カウンターパート配置 33 名 （延べ 47 名） 
土地・施設提供      ローカルコスト負担（光熱費、機器維持管理費、通信費等）

その他  対象 8 市 16 名での普及員雇用（延べ 28 名） 
２．評価調査団の概要 

調 査 者 

（担当分野 氏名  職位） 
総  括  梅崎 路子  JICA 農村開発部 次長兼畑作グループ長 
農村開発  赤松 志朗  JICA 国際協力専門員 
農業普及  石原 正敏  （元）茨城県農業総合センター農業研究所長 
計画管理  鈴木 央   JICA 農村開発部 畑作地帯第一課  
             シニアプログラムオフィサー 
評価分析  東野 英昭  株式会社レックス・インターナショナル 
             農業・環境担当 シニアコンサルタント 

調査期間 2009 年 8 月 23 日～2009 年 9 月 18 日 評価種類：中間レビュー 
３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
３－１－１ 成果の達成状況 

＜全般＞ 
プロジェクトの協力期間前半では、農村開発審議会制度と地方分権の枠組みの中で、市役所

を現場での農業普及活動実施機関、MAGA と ICTA-CIAL を調整・支援機関と位置づけた農業

普及システムの構築に、一定の進捗が認められる。それぞれの成果の達成状況は以下のとおり

である。 
 

成果 1 確立された農業普及メカニズムのなかで、県 MAGA 事務所が普及計画

立案及び調整能力をもつ 
指標 県の農業普及計画ができている。 
達成状況 
（低～中程度） 

 2009 年 7 月末現在、県の農業普及計画は未作成であり、スケジュー

ルに対して遅れ気味である。 
 しかし、県 MAGA 事務所の普及計画立案、調整能力は以下の事実か

ら向上していると思われる。 
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 対象 8 市の農業普及計画素案及び 2009 年度農業普及活動計画案が、

県 MAGA 事務所及び CIAL の協力下、それぞれの活動計画と連携す

る形で作成された。 
 市役所普及計画立案への関与、及びプロジェクト・コンセプト作成等

を通じて農業普及計画の重要性に対する理解を深めた。しかしながら

作成されたコンセプトは、関係者間での共有が十分になされていると

はいえない。 
 

成果 2 確立された農業普及メカニズムのなかで、ICTA-CIAL が適正農業技術

の参加型技術開発、検証、移転及び研修に関する調整と実施能力をもつ

指標 普及担当者が必要としている研修が○回実施される。 
達成状況 
（中～高い） 

研修 
 ICTA-CIAL の C/P が過去 2 年間に行った研修の実績は以下のとおり

である。 
 2007 年：市の普及員対象技術研修 10 回、C/P 対象参加型地域社会開

発（PLSD）研修 7 回。 
 2008 年：市の農業普及員対象技術研修を 10 回。 
 短期専門家を招聘し、C/P 対象 PLSD 研修 6 回。 
 2009 年：栽培技術、組織強化、ジェンダーなどの研修を 5 回（計画

10 回）。 
 研修教材（マニュアル 8 種を含む）と普及員の研修カリキュラム作成。

 ICTA-CIAL の C/P の農業技術に関する研修実施能力が向上したこと

は研修受講者、及び日本人専門家からの聞き取りで確認できた。 
 研修を担当する新たな C/P の配置、必要に応じた外部講師の派遣によ

る研修を実施の努力が認められるものの、農業普及法、参加型開発手

法、農民組織強化等についての研修内容の充実が急務である。 
参加型適性農業技術開発 
 参加型適正農業技術開発及び移転に関する手法の確立については、

CIAL 圃場や農家圃場での活動を通じて実践的経験を積んでいるが、

プロジェクト前半の活動の重点を研修に置いたこともあり、参加型農

業技術開発そのものの確立は遅れている。 
 

成果 3 普及員が農民グループの生産及び組織的活動強化支援に必要な能力を

もつ 
指標 3-a：普及担当者の普及計画ができている。 

3-b：普及担当者の指導に農民の○％が満足している。 
達成状況 
（中程度） 

全般 
2008 年 1 月から 9 市で開始された市の普及員による普及活動は、カブ

リカン市の離脱（2008 年 12 月）で 8 市による活動となっている。また、

市の普及員は定着率が低く（延べ 28 名中 12 名が離職）、技術移転の効

率を阻害している。 
普及計画の策定状況 
 市役所雇用の普及員は、市役所関係者に対する農業普及や活動計画作

成に関する研修参加を通じて基本的な知識を習得し、長期的な課題と

目標が設定された計画素案を作成した（2009 年初頭）。その後、CIAL、
MAGA 県事務所、市役所と個別の詳細打合せを行って計画内容を完

成させた。 



iv 

 市役所農業普及計画案に沿って、具体的な活動内容と目標値を含む

2009 年度の農業普及活動計画案が策定された。 
 さらに、市役所、県 MAGA 事務所及び CIAL の年間活動計画に沿っ

て、それぞれの担当者が各自の担当部分に関する活動計画案を作成し

た。 
 これらの一連の活動を通じて、普及員は、農民グループの生産及び組

織的活動強化支援に必要な能力をひととおり身に着け、今後、普及活

動を計画的に実施していくことが可能となった。市役所農業普及計画

案や活動計画案のモニタリング及び評価を通じて、計画案の改善と作

成及び実施能力の向上を図ることが必要である。 
農民の満足度 
 農民のニーズの充足度、満足度については、2009 年 7 月末現在、デ

ータの収集がなされていないが、今後、モニタリング、評価の項目に

含めていく予定である。また、中間レビュー評価調査での農民グルー

プでの聞き取りでは、普及員の指導に満足しているとの声が寄せられ

た。8 市の市長や市議会のメンバーも、普及員の活動に満足している。

普及員の多くは、地元の出身で、現地のマヤの言葉を話すことも、農

民に技術を普及するうえで重要な要素である。 
 

成果 4 農民グループが生産及び組織的活動に必要な知識と技術を適用する能

力をもつ 
指標 4-a：モデルコミュニティ、周辺コミュニティに○組織の農民組織が設

立される。 
4-b：設立された農民組織の活動計画がすべて作成されている。 

達成状況 
（低～中程度） 

全般 
 プロジェクトの実施開始当初、活動地域では、農業支援事業の受け皿

として組織された名目だけの農民グループや、興味を同じくする有志

の集まり程度のものがほとんどで、生産活動を協働して行うレベルに

達しているグループは極めて少なかったが、プロジェクト開始後には

農民グループの数には次の変化がみられた。一部の農民グループは市

場にアクセスする必要性から、自分たちのグループを強化する必要性

を感じているが、このようなグループはまだ多数ではない。 
農民グループの数 
 2008 年度にプロジェクト活動の一環として、展示圃活動を実施する

に際しては、農民グループを形成することから開始し、担当農業普及

員及び市役所との活動内容に関する合意のうえで、50 カ所の基礎穀

類展示圃が設置され、50 の農民グループによって運営された。その

うち 12 のグループはビニールハウスによる生産活動を始めている。

農民組織の活動計画 
 農民グループの規約や計画書は未整備であり、今後、これらに関する

支援を行う必要がある。まだ、農民グループ形成及び組織的活動を開

始する端緒が開かれた段階である。 
 

成果 5 プロジェクトで確立された普及メカニズムが他県に普及されている 
指標 普及体制を他県に活用する計画書が作成されている。 
達成状況 
（中程度） 

 2008 年中盤から「国家農業普及プログラム」委員会が設置され、当

プロジェクトから 2 名が参加して、大統領府企画庁（SEGEPLAN）等
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にプロジェクトの農業普及に関する考え方や方法を説明し、同委員会

が作成する政策や普及システム構想に反映する努力を行った。 
 2009 年 3 月にグアテマラ国内で活動する普及･援助機関関係者

（MAGA/NGO/大学等）を招き、PROETTAPA を含め、実施されてい

る普及モデルについて 100 名以上が参加したセミナーを開催し、普及

の成功事例を共有した。このセミナーには、市長たちも参加した。ま

た、同年 4 月には、普及に関する国際会議で ICTA が PROETTAPA の

普及手法を説明した。 
 

３－１－２ プロジェクト目標の達成状況 

中間レビュー調査の時点では、対象地域のモデルコミュニティで、50 グループの農民が、

市の普及員の指導によって、PROETTAPA の下で開設された展示圃やビニールハウスで野菜の

栽培活動などを行っている。市の普及員は、プロジェクトの研修によって能力を向上させ、農

民グループに対する栽培技術の移転を支援している。また、販売・融資の情報にかかわる支援

も、モデルコミュニティの農民グループに対しては、基礎レベルで開始されている。 
一方、農業技術普及体制構築の一環として、プロジェクトのコンセプト（付属資料７．）の

なかで提示された「農業委員会」は、2009 年 7 月末の段階では、まだ設置されていない。 
これらの事実は、成果（アウトプット）レベルでは、それぞれの組織が、それぞれの活動を

実施し、一定の進捗をみせているものの、農業技術普及体制のシステムづくり（連携と調整機

能の導入）が遅れていることを示している。 
 

３－１－３ 進捗のプロセス 

プロジェクト開始直後（2006 年 10 月～）は、JICA の技術協力スキームに対する両国関係者

の情報と理解共有の不足、参加型手法の適用方法についてのスタンスの違い等から、活動が円

滑に行われなかった面も否めず、全般的に進捗は遅れ気味である。しかし、日本人専門家と

MAGA 首脳部と ICTA の努力によってプロジェクトの実施体制は徐々に改善されている。 
 

年度 プロジェクトの実施体制の状況 
2007 JICA の技術協力スキームに対する両国関係者の情報共有不足、グアテマラ側

C/P の雇用形態による活動取り組みへの影響、グアテマラ側予算計上の遅れ、

C/P の交代等の課題がみられた。 
日本人専門家と、MAGA 首脳による交渉によって、グアテマラ側現場責任者

（National Coordinator）の任命、プロジェクトの予算執行機関としての承認、

C/P の任命、San Carlos 大学との連携形成、2008 年度予算計上等がなされた。

2008 プロジェクトの基本コンセプトの策定、農業普及員雇用を中心とする市役所と

の合意形成、C/P 継続雇用についての交渉、2008 年一部予算の執行、2009 年度

予算の計上と承認等。 
2009 グアテマラ側の 100 万ケッツアルの予算が確保された（2009 年 7 月末時点で 8

万ケッツアルのみが執行されている）。また、MAGA 予算による 3 名の C/P 技

術者と 1 名の事務職員の新規雇用、必要資機材の購入（ビニールハウス関係）、

C/P 活動費支出等が約束された。 
 
３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 

プロジェクトの妥当性は、以下の理由により高いものと判断する。 
 

① グアテマラの政策との整合性 
グアテマラ政府は、1996年末の和平協定締結以来、農村部の人的キャパシティ・ディベ
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ロップメントを優先課題のひとつとし、同時にインフラ整備、基礎教育の充実、及び社会

インフラの整備に努めている。2002 年に地方分権法と開発審議会法が制定され、地方自治

の強化が図られたほか、2006 年には、「包括的な農村開発政策」が策定され、政策の重点

が農村部へシフトした。現コロン政権（2008～2012）で「包括的な農村開発政策」が制定

され、必要な法整備にも取り組む姿勢をみせている。同年 4 月には、大統領府農村開発審

議会（CEDER）を設置し、農村開発における貧困層のエンパワーメントをめざし、農村

部における生産セクターを包括的に支援するとしている。MAGA は、2008～2012 年農牧

政策において農業普及プログラムを実施しており、その一環で農業普及委員会を設置し、

同委員会が全国農業普及システムの文書を策定した。 
本プロジェクトは、西部高原地帯の 3 県を対象に、小規模農民への栽培技術と販売・融

資情報の普及体制のモデル確立をめざすもので、プロジェクトの実施方針は、開発審議会

制度と地方分権の政策にのっとって策定されている。対象となるコミュニティには農民グ

ループが組織され、県 MAGA 事務所、市役所からの計画、モニタリング、評価にかかわ

る支援、ICTA-CIAL と市役所普及員による技術面での支援（農業技術開発と参加型移転）

を受ける一方、自らも主体的に活動に参加することを通じて、栽培技術と生産・販売にか

かわる能力を向上させていくことが期待される。 
これらの内容から、プロジェクトはグアテマラの政策と高い整合性をもつと判断する。

 
② ターゲットグループのニーズとの整合性 

1997 年に MAGA の農業普及部局が廃止され、グアテマラの小規模農民に対する農業技

術支援は NGO、農業資材会社、生産組合等の私的組織及び団体に任された。しかし、そ

れらの組織及び団体は、広範囲な地域のニーズの異なる農民の現状を改善するための役割

を果たせず、小規模農家が、食糧自給や農業収入向上に対する大きな阻害要因となってい

た。状況を打破するために、グアテマラの現状に合致した公的農業普及体制の再構築をめ

ざす当プロジェクトの目的や実施は、小規模農民の生計改善に大きな役割を果たすと考え

られる。 
 

③ 日本政府の政策との整合性 
日本国政府による「政府開発援助（ODA）国別データブック 2008—グアテマラ国に対す

る政府開発援助（ODA）の考え方」において、わが国は、グアテマラに対する ODA につ

いて、内戦後のグアテマラ政府の和平定着、先住民と非先住民、農村部と都市間における

格差是正への努力の姿勢を評価し、ODA 大綱の重点課題である「平和の構築」及び「貧

困削減」の観点から意義を有するとしている。 
2008 年 6 月、現地 ODA タスクフォースはコロン政権下のグアテマラ政府に対する初の

現地経済協力政策協議を実施し、引き続き「農村開発」「持続的経済開発」「民主化の定

着」をわが国の対グアテマラ援助重点分野とすることで合意した。本プロジェクトはわが

国の対グアテマラ援助方針に合致している。 
 

④ JICA の援助方針との整合性 
JICA は、グアテマラ国別援助実施方針のなかで、「農村開発」を援助重点分野として

いる。先住民族が多く居住する西部及び北部地域や、貧困度が高い地域を対象に、生活改

善アプローチを採用した人間の安全保障のための教育、保健・衛生等に加え、農業をはじ

めとした各種産業に資する協力を地域開発の観点から統合的に計画、実施するとしてい

る。さらに、その実施過程においては、①住民自身による意思決定と実施メカニズムの構

築、②開発に携わる内外の個人及び組織間での対話、③公共政策の実施能力向上を図るこ

とにより持続性のある貧困削減への取り組みを具現化することをめざす方針を打ち出し

ている。 
本プロジェクトは、JICA グアテマラ事務所が策定した「西部高原農村地域生活改善プ

ログラム」中のプロジェクトとして位置づけられ、西部地域の小規模農民を対象に、コミ
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ュニティ、市、県レベルの組織の連携を通じて、農民グループへの農業技術移転を、農民

自身の主体的な参加を重視して行うプロジェクトであり、上に述べた JICA の援助方針と

の整合性が高いことは明らかである。 
 

⑤ プロジェクトの手段としての妥当性 
グアテマラでは、2002 年に地方分権法が制定され、地域開発が重要政策として実施さ

れているが、唯一の地方自治体は市役所であり、市役所が地方自治における役割と機能を

果たすことによって、効果的な農村開発が実現可能となる。しかし、市役所は、これまで

農業普及にかかわる行政サービスの経験が皆無であり、単独での農業技術普及活動の展開

は不可能であった。このような状況下で、当プロジェクトでは、市役所を中核とする農業

技術普及体制の構築をめざしている。その手段として、開発審議会内に農業委員会の設置、

MAGA 県事務所及び ICTA-CIAL との連携を通じて、農民への支援を行う戦略を取り、各

組織がプロジェクト活動を通じて、求められる能力の強化を果たすことをねらいとしてい

る。農民についても、各組織の支援を得ながらも、主体的な参加を通じ能力を向上してい

くことが期待される。 
これらの手段は、グアテマラの地方自治と開発審議会の枠組みの中で、適切な戦略の下

に行われており、プロジェクトの手段として適切であると評価する。 
 

⑥ 日本の技術的優位性の有無 
日本の農家はほとんどすべてが小規模農家であり、それら小規模農家の農業技術や経営

法を改善する普及体制については、日本は世界でも有数の実績を上げている。また、集約

的な野菜栽培技術や農協を通じた組織的農民活動についても、日本は世界に例をみない成

果を上げている。 
 

(2) 有効性 

プロジェクトの有効性は、以下の理由により中程度であると判断する。 
 

① プロジェクト目標の達成見込み 
プロジェクト開始直後においては、JICA の技術協力スキームに対する情報共有不足、

参加型手法の適用方法についてのスタンスの違い等から、活動が円滑に行われなかった面

が否めない。さらに、C/P の大幅な交代などの影響を受け、プロジェクト・コンセプトの

関係者への浸透も必ずしも十分でないなか、進捗は全般的に遅れ気味である。 
日本人専門家と MAGA、ICTA 首脳部の取り組みによってプロジェクトの実施体制は

徐々に改善の傾向にあり、2009 年度には、グアテマラ側の予算の確保や、C/P 技術者の採

用に努力するなどの変化がみられる。 
2008 年 1 月に、9 市の参加により開始された市の普及員による活動は、2009 年 7 月末

現在、8 市の市役所が中心となって現場での農業普及活動を実施している。ICTA-CIAL に
よる技術研修と、県 MAGA 事務所による支援が市普及員の活動を技術的にバックアップ

している。 
これらの事実から、農業普及体制の大枠はできていると判断されるが、市の普及員は、

定着の度合も低く、能力についても、今後の向上が急務である。また、MAGA、ICTA-CIAL、
市役所は、それぞれ担当する活動を展開している。しかし、それらの活動を連携・調整し、

農業技術普及体制の構築を可能とするためには、各機関の調整と開発審議会への働きかけ

が必要であるが、この点で、MAGA 県事務所の取り組みには、改善の余地がある。 
 

② 成果の達成状況と外部要因（阻害要因） 
３－１－１「成果の達成状況」で述べたように成果の達成は遅れ気味である。プロジェ

クト進捗にかかわる主な阻害要因としては、以下のものがあったと考えられる。 
 MAGA の予算確保の遅れ 
 ICTA の予算不足 
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 グアテマラ側普及実施機関の特定の遅れ 
 グアテマラ側 C/P の交代 
 市役所普及員の定着度の低さ 

 
(3) 効率性 

プロジェクトの効率性は他の案件と比較して低いものと判断する。グアテマラ側の投入の

遅れが、活動の進捗、成果の発現に影響を与えた主な要因である。 
 

① 日本側投入 
日本側投入は、全般的に、討議議事録（R/D）に定められた質、量、タイミングで行わ

れ適切なものと判断する。専門家による技術指導と、日本、グアテマラ、第三国における

研修、セミナーの組み合わせにより、技術移転の効果を生み出し、予定より遅れているも

のの、プロジェクトの成果が発現しつつある。しかし、日本人専門家の派遣数は、プロジ

ェクトの業務内容の難度や調整を要する対象機関の数、地域範囲の広さを考えると、必ず

しも十分ではなかったと思われる。なお、供与あるいは貸与された機材は、維持管理状態

も良好で、有効に活用されている。 
 

② グアテマラ側投入 
各関係組織の努力により、改善されつつあるものの、プロジェクト開始から中間レビュ

ーまでの投入については、C/P 配置や予算確保等の質、量、タイミングの各面で課題がみ

られる。予算確保の遅れ、C/P の配置に関しては、成果の達成状況の項で触れたとおりで

ある。 
また、研修・セミナー、普及活動にかかわる活動費などのコスト負担については、グア

テマラ側による応分の負担が予定されていたが、執行手続きの遅れから、日本側で大部分

を負担した。 
対象地域の 9 市役所による普及員の雇用は、今後の地方分権の中核を担う組織である市

役所（市長）の、農村開発、農業技術普及に取り組んでいく意欲の表れと認識し、高く評

価したい。 
 

(4) インパクト 

① 上位目標の達成見込み 
プロジェクト目標に示される農業普及体制が構築されれば、活動対象地区である 8 市の

コミュニティや、その周辺の小規模農民の生計向上の基礎を与えるであろう。 
しかし、上位目標「プロジェクトで確立した普及体制により対象地域の小規模農民の生

計が向上する。」の達成のためには、流通や、販路の開拓、農産品加工による付加価値の

創出等の要素が充足される必要がある。よって、普及実施機関である市役所、研修実施機

関である ICTA-CIAL、そして各機関の業務の連携と調整を担う MAGA が、それぞれの面

で活動を効果的に、また、面的にも拡大していくことが上位目標達成の条件となる。 
また、西部高原地域では、日本国政府の草の根無償スキームによるトトニカパン県の「道

の駅」が 2009 年後半から活動を開始することに加え、2010 年度は、同地域の 3 県で JICA
の「一村一品運動」プロジェクトが開始されることもあり、これらの活動との連携も上位

目標の達成見込みを高める要素であると考えられる。 
 

② インパクト 
中間レビュー時点でのインパクト検証は時期尚早であるが、いくつかの正のインパクト

が発現しているとみられる。 
 

政策面 
2008 年に誕生した現政権は、貧困層の支援に力を注いでおり、貧困地域を対象とした

農村開発の基礎として農業普及を重視しているが、地方自治体である市役所を核とした
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農業普及体制のモデルが、PROETTAPA の実施により提示されたことは、MAGA が、農

業普及の重要性に目を向けるきっかけとなったと考えられる。 
また、PROETTAPA の実施により、市役所の役割と機能が、農業技術普及の分野で明

確に位置づけられたことによって、開発審議会制度の枠組みの中で、地方自治体（市役

所）と中央政府の出先機関である県 MAGA 事務所や、ICTA-CIAL が業務を通じて連携

を取りながら業務を進める先進的な事例となった。 
 

組織面 
本プロジェクトは、農村開発審議会制度と地方分権の枠組みの中で、市役所を中核と

した農業普及システムの構築を、MAGA 及び ICTA-CIAL の連携と協働を通じて実現す

ることをめざしているが、プロジェクトを通じて、モデル地域の 8 市（当初 9 市）は、

普及員を雇用し、MAGA、ICTA-CIAL との連携を通じて、農業技術の普及に取り組み始

めており、農業普及計画の策定を行った。グアテマラにおいて、市役所を中心として、

複数の組織が連携し、農業普及に取り組んだ例は過去にみられないものであり、地方自

治組織としての計画立案、実施能力の向上にインパクトがあった。 
また、従来、研究･技術開発に重きを置いてきた ICTA-CIAL が、PROETTAPA の活動

を通じ、普及員とともに現場に赴いて農民のニーズに耳を傾け、農民の望む技術開発を

行うアプローチを取るようになった。さらに、従来行っていなかった市の普及員に対す

る研修体制の確立に取り組み、業務の対象分野を広げた。 
 

技術面 
1997 年の MAGA による農業普及部局の廃止以来、10 年以上にわたって小規模農民に

対する行政の農業普及が行われていない事実からみて、当プロジェクトの活動は農民に

対する技術面のインパクトは大きいと考えられる。 
特に、伝統的農法であるミルパについては、これまで基本的方法や改善方策について

の検証がなされてこなかったが、当プロジェクトの展示圃の実施によって農民の信頼を

得られるような技術的提案ができるようになりつつあることは、技術的に非常に大きな

インパクトであると考えられる。 
また、高原に位置する活動地域では、ビニールハウス利用等の、新たな野菜栽培、付

加価値の高いバレイショの種芋生産技術の習得は収益向上の面から、農民に対する大き

なインパクトが期待される。 
 

環境面 
プロジェクトが推進する農法は、有機物施用による地力維持、土壌保全の強化、農薬

の適正使用等も含んでおり、より持続的な農業の観点に立脚している。 
ただし、プロジェクトで導入しているビニールハウスに関しては、2～3 年に 1 度交換

することを目安とするビニールシートの適切な処理が必要である。 
 

社会面 
内戦の影響が残っている先住民社会では、グループの設立や組織的活動が困難な状況

である。当プロジェクトでは、緩やかなつながりの農民グループから開始し、より強い

規範を必要とする農民組織の設立と運営までを活動のなかに含んでおり、これらは先住

民社会の活動の形態に変化をもたらす可能性が見込まれる。しかし、プロジェクト対象

地域であるトトニカパン市のように先住民族の伝統的な意思決定のメカニズムが、長年

にわたり維持され、成果を上げ、住民に支持されている地域においては、開発審議会の

枠組みにおける普及体制の構築に固執するあまり、伝統的な社会のあり方と軋轢を起こ

さないように配慮し、柔軟に対応する必要がある。また、ビニールハウスの建設にあた

って、上水道を利用して灌漑を行う場合は、住民間で問題が生じないように注意を払う

ことが必要である。 
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(5) 自立発展性 

プロジェクトはグアテマラの政策と整合性が高く政策面での支援が期待できるが、財政面

の自立発展性には懸念が残る。一方、農民グループについては、プロジェクト協力期間の後

半には、展示圃活動を通じて、技術移転が進み、新たな栽培技術を受け入れるとともに、流

通・販売活動のために組織強化の必要性への認識が高まることが期待される。 
 

政策面 
本プロジェクトは、先住民の多くが居住する西部高原地帯の 3 県を対象に、条件の悪い

土地でトウモロコシ、フリホール豆の栽培を中心とした自給自足的な生活を余儀なくされ

ている小規模農民への栽培技術と販売・融資情報の普及体制のモデル確立をめざすもので

あり、実施方針は、開発審議会制度と地方分権の政策にのっとって策定されている。 
現政権の、農村開発の基礎として農業普及を重視する政策と高い整合性をもち、政策的

な支援が期待される。 
 

組織面 
本プロジェクトは、農村開発審議会制度と地方分権の枠組みの中で、市役所を中核とし

た農業普及システムの構築を、MAGA 及び ICTA-CIAL の連携と協働を通じて実現するこ

とをめざしている。 
MAGA の県事務所は、県普及計画の策定、市役所普及計画策定の支援や、県開発審議

会（CODEDE）における農業委員会の設置促進など、プロジェクト関係者の活動を連携・

調整する機能を強化していくことで、協力期間終了後も、農業普及体制のなかで、活性化

された農民グループのニーズを汲み取っていくために求められる重要な機能を果たすこ

とが期待される。 
ICTA-CIAL は 1973 年以来、グアテマラの農業技術の研究･開発に従事しており、豊富な

経験を備えたスタッフを有している。PROETTAPA の活動では、組織をあげて研修活動と

いう新たな分野に挑み、実績を上げた。現時点で、グアテマラ国内で、普及員を対象とす

る研修を実施している公的機関は、ICTA-CIAL のみであり、農業普及が重視されるなかで、

組織の存在意義は高まっている。 
普及の実施機関である、8 つの市役所は、中間レビューの時点では、それぞれが 2 名の

普及員を雇用しており、農業普及を通じて、地域開発を実現していく意欲がみられる。し

かし、普及員の雇用の継続と安定が課題である。 
 

財政面 
2008 年後半からの世界的な経済不況により、グアテマラの財政状況も深刻な影響を受

けている。MAGA、ICTA-CIAL とも 2009 年度予算は前年度から減少している。 
MAGA は、2008 年のプロジェクト予算 4 万 5,000 ケッツアルに対して、2009 年度は、

100 万ケッツアルを計上し、支出可能な状況であるとしている。しかし、2009 年 7 月の時

点で、実際に執行されたのは、8 万ケッツアルにとどまっており、プロジェクト活動の財

政的な自立性については不安がある。 
ICTA-CIAL の予算不足は慢性化しており、プロジェクトによる供与機材に対する税金

や、車両の保険代を捻出することが困難である。また、プロジェクト活動に必要な燃料代

等を日本側が負担してきている状態である。 
一方、市役所は、国家予算の 10％を毎年受け取ることが法的に定められており、ある

程度の財政的な基盤は期待できる。市長の判断で、普及員の継続雇用は可能とみられる。
 

技術面 
PROETTAPA の活動では、参加型手法を用いて、農民の意見を取り入れつつ、対象地域

（高原地域）の条件を考慮して、新規作物（高収益作物）を含めた栽培技術の改善をめざ

している。 
MAGA 県事務所と ICTA-CIAL の C/P は、日本人専門家のアドバイスを受けつつ、2008
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年から市の普及員と農民グループの展示圃活動を支援し、2009 年には対象作物の範囲を拡

大している。彼らはプロジェクト活動を通じて主体的に経験を蓄積し、農民のニーズに合

致した作物の栽培技術を移転している。 
一方、農民グループについては、プロジェクト協力期間の後半には、展示圃活動を通じ

て、技術移転が進み、新たな栽培技術を受け入れるとともに、流通･販売活動のために組

織強化の必要性への認識が高まることが期待される。 
 
３－３ 結 論 

プロジェクトの実施には、高い妥当性が認められるが、プロジェクト開始直後は、JICA の技

術協力スキームに対する両国関係者間の情報共有不足、参加型手法の適用方法についてのスタン

スの違い、グアテマラ側の投入の遅れ等から、活動が円滑に行われなかった。2007 年末の選挙後

には、政権政党の交代に伴う MAGA の C/P の大幅な交代などがあり、現時点で進捗は全般的に

遅れ気味である。 
しかし、日本人専門家と MAGA、ICTA-CIAL 首脳部の連携によってプロジェクトの実施体制

は徐々に改善されており、2009 年度には、グアテマラ側の予算の確保や、C/P 技術者の採用など

に若干の変化がみられ、地方自治と開発審議会の枠組みの中で、市を核とした普及体制のモデル

が形を成しつつある。 
プロジェクトのコンセプトでは、農村開発審議会制度と地方分権の枠組みの中で、市役所を中

核とした農業普及システムの構築を、MAGA 及び ICTA-CIAL の連携と協働を通じて実現するこ

とをめざしているが、プロジェクトの活動を通じて、モデル地域の 8 市（当初 9 市）は、普及員

を雇用し、MAGA、ICTA-CIAL との連携を通じて、農業技術の普及に取り組み始めており、農業

普及計画の策定を行った。プロジェクト対象地域において、市長と農民が普及員の仕事を高く評

価している。グアテマラにおいて、市役所を中心として、複数の組織が連携し、農業普及に取り

組んだ例は、過去にみられないものであり、地方自治組織としての計画立案、実施能力の向上の

面で強いインパクトがあった。 
MAGA、ICTA-CIAL、市役所は、PROETTAPA の下で、それぞれ担当する活動を展開している

が、それらの活動を連携・調整し、農業技術普及体制の構築を可能とするためには、プロジェク

トのコンセプトに示されたように、各機関の調整と開発審議会への働きかけが必要である。 
この点で、MAGA 県事務所の取り組みには、改善の余地がある。今後は、県普及計画の策定、

市役所普及計画策定の支援や、農業委員会の設置促進などの面で、関係者を連携・調整機能を強

化していくことが期待される。 
一方、ICTA-CIAL は、普及員とともに現場に赴いて農民のニーズに耳を傾け、農民の望む技術

開発を行うアプローチを取るようになった。さらに、市の普及員に対する研修体制を確立し、業

務を広げたことにもインパクトがみられる。 
プロジェクトの自立発展性については、予算面での課題がみられる。PROETTAPA に参画して

いる各機関で、予算の減少傾向がみられるが、特に ICTA-CIAL については深刻である。 
 
３－４ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

“試験的に実証され、かつ有効な農業普及体制に係る制度モデルを形成し、これをより広範囲

な対象地域への応用に向けた提案としてまとめる”には、関係機関及び関係者による積極的かつ

合目的な連携と精力的な取り組みが求められている。以下の諸点が具体的な各関係機関及び関係

者に向けた提言である。 
 

(1) 2008 年にまとめられ、2009 年 3 月の合同調整委員会（JCC）に提出された PROETTAPA
のプロジェクト・コンセプト（付属資料７．）は、事業ビジョンと各関係機関のあるべき連

携関係や期待される役割を示す基礎文書であると認められる。同コンセプト・ペーパーに示

されたビジョンと考えが更に明確に普及されることを通じて事業プロセスが加速されるこ

とを期待する。これが関係機関・関係者に周知されるための明確な指示が可及的速やかに発

出されるよう、MAGA 次官が務める PROETTAPA プロジェクトダイレクターによる組織的
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イニシアティブを求めたい。 
 

(2) PROETTAPA がめざす農業普及制度モデルの形成には市自治体の参画が不可欠であり、

MAGA 県事務所は地域の活性化をめざした市自治体との連携強化において重要な役割を担

うことが想定される。MAGA 県事務所がプロジェクト・コンセプトに示された必要なメカ

ニズムの形成と実効ある運営に積極的に取り組むことを期待する。また、MAGA 県事務所

が、現在、連携している 8 つの市自治体との連携事例をグッドプラクティスとしてまとめ、

その結果を幅広くアピールするなどの活動、普及対象農家の生計の向上に不可欠な流通に関

連する情報を積極的に収集し、PROETTAPA の諸活動を通じて農家に提供することを期待す

る。なお、同分野においては、日本の協力による「一村一品運動」や「道の駅」支援などが

新たに開始される予定であり、参考にされたい。 
 

(3) 事業進捗遅れの要因のひとつはプロジェクト予算の未執行である。書面上の予算確保額が

確実に執行されるよう、MAGA が現状況の改善に取り組むことを期待する。特に ICTA-CIAL
に対する資源投入が不可欠であるが、予算の減少が続いており活動の継続が危惧されるた

め、状況の改善を期待する。 
 

(4) 現在のプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）は、上述（1）で言及したプロジ

ェクト・コンセプトを明瞭に示すものとなっていない。これが早期に改訂され、JCC の承認

を経た正式計画文書となることを期待する。その際、ベースライン調査の結果を踏まえ、終

了時評価の際の有効かつ明確な指標が盛り込まれることを期待する。 
 

(5) 最後に、現在グアテマラ政府・MAGA が積極的に取り組む農業普及関連事業は、資源の

配分に係るものである。一方、PROETTAPA が試みる制度モデルは、それら開発サービスの

受容に係るものである。今後も農村開発を目的とする多様なサービスが計画・実施されるこ

とが予想されるが、それらが効果を発揮するためにも、この「受容メカニズムの形成」が果

たす役割は極めて重要である。 
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第１章 調査の概要 
 
１－１ 背 景 

グアテマラ共和国（以下「グアテマラ」）は、国土面積 10 万 9,000km2（日本の約 1/3）、人口

は 1,263 万人（2004 年）で、そのうち 52％を先住民が占めている。1960 年から 36 年間続いた内

戦は、20 万人以上の死者を出すとともに、同地域の社会・経済基盤や先住民文化を破壊し、グア

テマラ発展の大きな障害となった。1996 年の内戦終結後、グアテマラはその復興に取り組んでい

るが、いまだに人間開発指数は 177 カ国中 117 位で、グアテマラ貧困ラインである GNI 568 ドル/ 
年以下で生活する人々が全人口の半数以上を占め、その多くは先住民である。グアテマラ経済に

おいて農業は GDP の 22.3％を占めるにすぎないが、就業人口 429 万人のうち 45％が従事するグ

アテマラの重要な産業である。人口の過半数を占める先住民の多くは、高原・山岳地帯に居住し、

条件の悪い土地で自給自足を余儀なくされている小規模農民である。また、先住民の 76％は貧困

ライン以下で生活している。長期に及んだ内戦が、国内の農業生産環境を低下させたことに加え

て、1997 年には経済構造調整政策に基づき、農業普及サービス部局が廃止されたために、小規模

農民には営農技術や農業情報がほとんど届かなくなった。高原・山岳地帯の農業技術研究・開発

を担当する農業科学技術庁（ICTA）の高原地域研究センター（CIAL）には、自給作物やジャガ

イモ、野菜等の生産・貯蔵技術があり、小規模農民向け融資制度や流通・商業化に関する情報は、

農牧食糧省（MAGA）が掌握しているにもかかわらず、普及されていないために、小規模農民は、

低収量のまま放置されている。他方、小規模農民は農業資材の共同購入といった組織活動を行っ

ておらず、農業情報の不足により資材を安価に購入できない、農業生産物を中間業者に買い叩か

れるといった問題を抱えている。こうした状況は、小規模農民が貧困から脱却できずにいる要因

となっている。グアテマラが蓄積している技術や農業情報を活用し、農村開発を進めるためには、

行政側の能力を強化するとともに、行政サービスをうまく活用していけるような自立的農民組織

の育成を組み入れた行政と農民との間をつなぐ技術普及体制の再構築が必要である。このような

背景を受けて JICA は、0.7ha 以下の小規模農民が集中しているトトニカパン県とソロラ県及びケ

ツァルテナンゴ県の 3 県を対象とし、MAGA・ICTA をカウンターパート（C/P）機関とした技術

協力プロジェクト「高原地域先住民等小農生活改善に向けた農業技術普及体制構築計画

（ P R O E T T A P A ）」を 2 0 0 6 年 1 0 月から 5 年間の予定で開始するに至った。 
2009 年 8 月、プロジェクト開始から約 3 年経過したことから、JICA とグアテマラ側関係者は、

プロジェクトの中間レビュー調査を実施することとした。 
 
１－２ プロジェクトの要約 

プロジェクトの概要を以下に示す。 
 
プロジェクト名：グアテマラ国高原地域先住民等小農生活改善に向けた農業技術普及体制構築計

画（The Project for the Establishment of Mechanism for Agricultural Technology Diffusion and 
Application to Improve Living Condition of Indigenous and Non-Indigenous Small-Scale Farmers） 

 
協力期間：2006 年 10 月 12 日より 5 年間 
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対象地域：ケツァルテナンゴ県、ソロラ県、トトニカパン県 

 
ターゲットグループ：モデルコミュニティと周辺コミュニティの小規模農民  

 
上位目標：プロジェクトで確立した普及体制により対象地域の小規模農民の生計が向上する。 

 
プロジェクト目標：対象地域において、農業技術（栽培技術（*1）、販売・融資の情報）の普及体

制が確立される。 
（*1）栽培技術について、対象作物はトウモロコシ、フリホール豆、ジャガイモ等を想定しており、農民リー

ダーの展示圃を活用して普及する予定。 

 
成果（アウトプット） 

成果 1： 確立された農業普及メカニズムのなかで、県 MAGA 事務所が普及計画立案及び調整

能力をもつ 
成果 2： 確立された農業普及メカニズムのなかで、ICTA-CIAL が適正農業技術の参加型技術開

発、検証、移転及び研修に関する調整と実施能力をもつ 
成果 3： 普及員が農民グループの生産及び組織的活動強化支援に必要な能力をもつ 
成果 4： 農民グループが生産及び組織的活動に必要な知識と技術を適用する能力をもつ 
成果 5： プロジェクトで確立された普及メカニズムが他県に普及されている 

 
活動、投入、外部条件等を含めた詳細は、付属資料１．のプロジェクト・デザイン・マトリッ

クス（PDM）に示すとおりである。 

 
１－３ 調査の概要 

(1) 調査目的 
本件プロジェクトの協力期間が中間地点を過ぎ、協力開始から約 3 年になることから、本

プロジェクトにおいて技術協力が効果発現に向けて適切に進捗しているかを確認するため、

グアテマラ政府関係者と合同で評価 5 項目に基づいてプロジェクトの評価指標の達成具合を

検証し、問題点やプロジェクト進捗の阻害要因を分析するとともに、その結果に基づいて、

協力残余期間にプロジェクトを効率的・効果的に実施し、プロジェクト目標を達成するため

の方策について提言を行うことを目的として、調査を実施した。 
調査団は、グアテマラ側関係者と合同で、関係者インタビュー、現地踏査などを含む中間

レビュー調査を実施し、その結果を中間レビュー調査報告書に取りまとめた。この調査報告

書は、9 月 17 日のプロジェクト合同調整委員会（JCC）に提出され、同委員会での署名を経

て承認された。 
グアテマラ側関係者と合同で取りまとめた中間レビュー調査報告書の内容は、第２章から

第６章のとおりである。 

 
(2) 調査期間 

2009 年 8 月 23 日（日）～同年 9 月 18 日（日）の 27 日間 
（うち、官ベース調査団は 9 月 6 日（日）～9 月 18 日（日）までの 13 日間） 
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第２章 プロジェクトのレビュー 
 
２－１ 目 的 

本レビュー調査の目的は以下のとおりである。 
(1) プロジェクト開始から現在までの投入、活動、成果を確認し、計画と比較する。 
(2) 評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の視点からプロジェク

トをレビューする。 
(3) プロジェクト残り期間に向けた提言を行う。 

 
２－２ 手 法 

２－２－１ レビューの方法 
中間レビュー調査は、JICA 評価ガイドラインに従い、プロジェクト・サイクル・マネジメン

ト手法（PCM 手法）を用いて実施された。 
 

２－２－２ レビューチームメンバー 
日本及びグアテマラ合同レビュー調査団を構成し、中間レビュー調査を行った。日本及びグ

アテマラ側レビューチームメンバーは次のとおりである。 
 

日本側レビューチーム 

担当分野 氏 名 所属先及び役職 

総  括 梅崎 路子 JICA 農村開発部 次長兼畑作グループ長 

農村開発 赤松 志朗 JICA 国際協力専門員 

農業普及 石原 正敏 （元）茨城県農業総合センター農業研究所長 

計画管理 鈴木 央 
JICA 農村開発部 畑作地帯第一課 
シニアプログラムオフィサー 

評価分析 東野 英昭 
株式会社レックス・インターナショナル 
農業・環境担当 シニアコンサルタント 

 

グアテマラ側レビューチーム 

氏 名 所属先及び役職 

Ing. Agr. DANILO GONZÁLEZ 
Profesional de Apoyo, Unidad de Proyectos, Cooperación 
Técnica y Fideicomisos, MAGA 
（農牧食糧省対外協力信託調整局）  

Ing. Agr. MAYNOR 
 VELASQUEZ 

Profesional de Apoyo, Unidad de Operaciones Rurales, 
MAGA 
（農牧食糧省農村開発局）  

Ing. Agr. GUSTAVO TOVAR 
Subdirector, ICTA-CIAL Huehuetenango 
（ウエウエテナンゴ県 ICTA-CIAL 次長） 
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２－２－３ レビュー用プロジェクト・デザイン・マトリックス（付属資料１．） 
2007 年 6 月 27 日署名の討議議事録（R/D）に添付された PDM を基にレビュー業務を進める

ことを日本、グアテマラ側で合意した。 
 

２－２－４ プロジェクトの実績の確認 
プロジェクトのレビュー時点までの実績を、収集した関連データ、情報を基に確認した。 

 
２－２－５ 評価 5 項目によるレビューと分析 

以下に示す評価 5 項目によるレビューを行うとともに、外部要因などの分析を行い、それら

の結果を基に、結論、提言、教訓を導き出した。 
 

(1) 妥当性（Relevance） 
プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が、受益者のニーズ

に合致しているか、問題や課題の解決策として適切か、相手国と日本側の政策との整合性

はあるか、プロジェクトの戦略・アプローチは妥当か、公的資金である政府開発援助（ODA）

で実施する必要があるか等の「援助プロジェクトの正当性・必要性」を検証する。 
 

(2) 有効性（Effectiveness） 
プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がもたらされているの

か（あるいは、もたらされるのか）を問う視点。 
 

(3) 効率性（Efficiency） 
主にプロジェクトの投入と成果の発現の関係に着目し、資源が有効に活用されているか

（あるいはされるか）を問う。投入の質・量・タイミングと、成果の発現に結びついてい

るかどうかを中心に検証する。 
 

(4) インパクト（Impact） 
プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果をみる視点。

予期していなかった正・負の効果・影響を含む。 
 

(5) 自立発展性（Sustainability） 
援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか（あるいは持続の見

込みはあるか）を問う視点。 
 

２－２－６ 参照資料 
プロジェクトのレビューは、主に、以下の資料と情報を基に行った。 
1) 2007 年 6 月 27 日に改訂･署名された R/D 
2) プロジェクト報告書ほかのドキュメント 
3) グアテマラ側 C/P スタッフ及び関連組織関係者による質問票回答と、これらの関係者への

インタビュー 
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4) プロジェクト活動の現場視察 
 
２－３ レビュー日程 

日 付 時 刻 行 程 

8 月 23 日 日 21:15 東野団員グアテマラ到着 

09:00-11:00 JICA 事務所表敬・打合せ 

11:00-11:30 Mr. Nonami, Mrs. Kawakami, JICA 

14:00-15:00 石川専門家（農牧食糧省アドバイザー）と打合せ 
8 月 24 日 月 

15:30-17:30 農牧食糧省表敬・協議（次官、UOR、UPCEF、UDAF） 

09:00-10:00 全国農村開発プログラム（ProRURAL）訪問 

10:00-11:00 FAO-食料保障特別プログラム 3（PESA3）訪問 

11:30-12:30 農業科学技術庁（ICTA）総裁訪問 
8 月 25 日 火 

14:00-17:00 グアテマラ側中間レビュー委員と打合せ 

08:00-12:30 移動：グアテマラシティ→ケツァルテナンゴ 

14:00-14:30 農牧食糧省ケツァルテナンゴ県事務所訪問 

15:00-15:30 農業科学技術庁高原地域研究センター（CIAL）訪問 

15:30-17:00 高原地域研究センター施設視察 

8 月 26 日 水 

17:30-19:00 プロジェクト専門家と打合せ 

09:00-12:00 C/P への中間レビュー調査概要説明 

13:00-15:00 農牧食糧省 C/P へのインタビュー 8 月 27 日 木 

15:30-17:30 高原地域研究センターC/P へのインタビュー 

08:30-09:30 カンテル市（市開発審議会：COMUDE を含む）訪問 

10:00-11:00 カンテル市内のコミュニティ開発審議会（COCODE）訪問 

11:00-12:00 カンテル市内の農民グループ活動視察 

13:30-14:30 コンセプシオン・チキリチャパ市（市開発審議会を含む）訪問 

15:00-16:00 
コンセプシオン・チキリチャパ市内のコミュニティ開発審議会 
訪問 

8 月 28 日 金 

16:00-17:00 コンセプシオン・チキリチャパ市内の農民グループ活動視察 

8 月 29 日 土  資料整理 

8 月 30 日 日  資料整理 



－6－ 

日 付 時 刻 行 程 

08:00-09:00 モモステナンゴ市（市開発審議会を含む）訪問 

09:30-10:30 モモステナンゴ市内のコミュニティ開発審議会訪問 

10:30-11:30 モモステナンゴ市内の農民グループ活動視察 

12:30-13:30 サンタマリア・チキムラ市（市開発審議会を含む）訪問 

14:00-15:00 サンタマリア・チキムラ市内のコミュニティ開発審議会訪問 

8 月 31 日 月 

15:00-16:00 サンタマリア・チキムラ市内の農民グループ活動訪問 

09:00-09:30 農牧食糧省ソロラ県事務所訪問 

10:00-11:00 サンホセ・チャカヤ市（市開発審議会を含む）訪問 

11:00-12:00 サンホセ・チャカヤ市内のコミュニティ開発審議会訪問 

12:00-13:00 サンホセ・チャカヤ市内の農民グループ活動視察 

14:00-15:00 サンタルシア・ウタトラン市（市開発審議会を含む）訪問 

15:00-16:00 サンタルシア・ウタトラン市内のコミュニティ開発審議会訪問 

9 月 1 日 火 

16:00-17:00 サンタルシア・ウタトラン市内の農民グループ活動視察 

09:00-10:30 サンカルロス大学西部校（CUNOC）訪問 

11:00-12:30 NGO（ADAM）訪問 9 月 2 日 水 

13:30-17:00 市役所普及員ワークショップ 

09:00-12:00 JOCV との打合せ 
9 月 3 日 木 

14:00-17:00 市役所計画局ワークショップ 

09:00-12:00 農牧食糧省プロジェクト関係者ワークショップ 
9 月 4 日 金 

14:00-17:00 特記事項整理 

9 月 5 日 土  資料整理 

9 月 6 日 日 21:16 官団員グアテマラ到着 

08:45-09:00 JICA 事務所表敬・打合せ 

09:00-09:30 JICA 事務所表敬・打合せ 

10:00-10:30 日本大使館表敬 

11:00-11:30 農牧食糧省次官表敬 

12:00-12:30 大統領府企画庁（SEGEPLAN）表敬 

14:00-14:30 ICTA 表敬 

14:30-18:30 移動：グアテマラシティ→ケツァルテナンゴ 

9 月 7 日 月 

 プロジェクト専門家との打合せ 
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日 付 時 刻 行 程 

08:00-08:30 グアテマラ側中間レビュー委員と打合せ 

09:00-10:00 カンテル市（市開発審議会を含む）訪問 

10:30-12:00 農牧食糧省ケツァルテナンゴ県事務所訪問 
9 月 8 日 火 

14:00-17:00 農業科学技術庁高原地域研究センター訪問 

09:00-09:30 農牧食糧省トトニカパン県事務所訪問 

10:00-11:00 トトニカパン市（市開発審議会を含む）訪問 

11:30-12:30 トトニカパン市伝統的自治組織訪問 

14:00-16:00 トトニカパン市内の農民グループ活動視察 

9 月 9 日 水 

16:00 移動：ケツァルテナンゴ→ソロラ 

09:00-09:30 農牧食糧省ソロラ県事務所訪問 

10:00-11:00 サンアンドレス市（市開発審議会を含む）訪問 

11:30-12:30 サンアンドレス市内のコミュニティ開発審議会訪問 
9 月 10 日 木 

14:00-16:00 サンアンドレス市内の農民グループ活動視察 

9 月 11 日 金 08:00-17:00 合同評価委員会 

9 月 12 日 土  移動：ケツァルテナンゴ→グアテマラシティ 

9 月 13 日 日  資料整理 

09:00-15:00 合同評価委員会 
9 月 14 日 月 

15:30-16:30 中間レビュー報告書（案）を農牧食糧省次官室顧問に説明 

9 月 15 日 火 09:00-17:00 資料整理 

9 月 16 日 水 09:00-17:00 合同評価委員会 

10:00-12:00 合同調整委員会/ミニッツ署名 

15:00-15:30 日本大使館報告 9 月 17 日 木 

16:00-17:00 JICA グアテマラ事務所報告 

9 月 18 日 金  調査団グアテマラ出発 
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第３章 プロジェクトの達成状況 
 
３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 
(1) 専門家（付属資料２．） 

• 6 名〔102.3 MM（2009 年 7 月末時点までの合計）〕：チーフアドバイザー、農業普及、業

務調整/参加型開発、業務調整/研修、参加型社会調査手法 
 

氏 名 分 野 派遣期間 MM 

大原 克之 チーフアドバイザー 2006.11.9～2009.6.14 32.2 

間瀬 朝夫 チーフアドバイザー 2009.7. 27～2009.7.31 0.2 

竹内 定義 農業普及 2006.10.12～2009.7.31 34.1 

大久保 泰江 業務調整/参加型開発 2006.10.12～2008.10.6 24.2 

水野 定敏 業務調整/研修 2008.11.16～2009.7.31 8.6 

柿崎 芳明 参加型社会調査手法 2008.3.30～2008.6.27 3.0 

合 計   102.3 

 
(2) カウンターパート研修 

以下の本邦研修（計 8 名）、及び第三国研修（計 10 名）が行われた。（付属資料３．） 
 

 研修テーマ 時 期 研修先 

参加型農村開発（4 名） 2007.1～2007.2 JICA 筑波国際センター

参加型地域社会開発（PLSD）（1
名） 

2007.1～2007.3 JICA 中部国際センター

普及手法—有機農業普及（1 名） 2007.6～2007.10 JICA 筑波国際センター
本邦研修 

中米・カリブ海地域諸国向け 
集団研修（2 名） 

2007.10～2007.12 JICA 筑波国際センター

PLSD 研修（4 名） 2007.5～2007.6 コロンビア・ボゴタ 

PLSD 研修フォローアップ（3 名） 2008.1 コロンビア・ボゴタ 
第三国研

修 
ワークショップ参加（3 名） 2008.3 メキシコ・チアパス 

 
(3) 供与機材 （付属資料４．） 

日本側の供与機材は、2006 年から 2009 年 7 月末の間に、およそ 1,678 万円である。主

な機材は、トラクター（1 台）、車両（4WD：3 台）、モーターバイク（21 台）、OA 機

器（パソコン、デジタルカメラ等）である。 
供与機材の年度別の合計額を、日本円、米ドルで示す。 
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年度 
投入額 

（現地貨支払い分） 
投入額 

（米ドル支払い分） 
合 計 

（円貨換算） 

2006 74,254 105,045  10,839,535 

2007 0 0 0 

2008 391,610  14,781  5,941,140 

合計 465,864  119,826  16,780,675 
（交換レート： 1.0 USD = GQ 8.2 = JPY 95.0 として計算） 

 
(4) 現地業務費 

2007 年から 2009 年 7 月末の間の現地業務費の投入額は、合計でおよそ 3,842 万円であ

る。このなかには、主に、現地スタッフ（事務員、運転手、農場の作業員等）の人件費、

農業資材（種子などの消耗品）が含まれる。 
 

年度 
投入額 

（現地貨 GQ） 
円貨換算額 

2006 287,054 3,325,625 

2007 924,000 10,704,878 

2008 1,718,433 19,908,675 

2009（6 月末まで） 386,835 4,481,625 

合計 3,316,322 38,420,804 
（交換レート： 1.0 USD = GQ 8.2 = JPY 95.0 として計算） 

 
３－１－２ グアテマラ側投入 

(1) カウンターパートスタッフ配置（2006 年 10 月～）（付属資料 5-1、5-2） 
2009 年 7 月末時点での人数の合計は、33 名（プロジェクトダイレクター：1 名、副ダイ

レクター：2 名、ナショナル･コーディネーター：1 名、技術 C/P 29 名）が投入された。組

織別の投入延べ人数、2009 年 7 月末時点で配置されている人数は以下のとおり。 
 

所属組織 投入延べ人数 2009.7 末現在 

MAGA 本省 7 名 3 名 

ICTA 3 名 1 名 

ICTA-CIAL（*） 14 名 14 名 

県 MAGA 23 名 15 名 

合計 47 名 33 名 
（*）このほか、CIAL において、日本人専門家付きの秘書 1 名の雇用がなされた。 
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(2) 市役所の普及員雇用（2008 年 1 月～）（付属資料 5-3） 
2009 年 7 月末時点での市の普及員雇用人数は 16 名（8 市）である。各市の雇用した普

及員の延べ人数と現在席数は以下の表のとおり。 
 

所属組織 延べ契約人数 2009.7 末在籍人数 

ケツァルテナンゴ県   

Concepción Chiquirichapa 2 2 

Cantel 2 2 

Cabrican 2 0 

小計(1)  6 4 

トトニカパン県   

Santa María Chiquimula 2 2 

Momostenango 6 2 

Totonicapán 3 2（*） 

小計(2)  11 6 

ソロラ県   

Santa Lucía Utatlán 5 2 

San José Chacayá 2 2 

San. Andrés Semetabaj 4 2 

小計(3)  11 6 

合 計 28 名 16 名 
（*）2009.8 末にトトニカパン市では、1 名増員し、3 名となっている。 

 
(3) 土地、施設、建物等 

以下の施設等がグアテマラ側から提供された。 
 

組織・場所 提供された施設・建物等 

MAGA ケツァルテナンゴ県 専門家執務室 1 室（およそ 100m2）と什器備品 

専門家執務室 2 室（およそ 50m2）と什器備品 
ICTA-CIAL 試験圃場（2ha）、研修施設 1 棟（およそ 200m2） 

活動用交通手段（車両 9 台） 

 
(4) 運営資金ほか 

• 機器の維持管理費と消耗品に係るコスト 
• 光熱費（水道・電気） 
• 国内通信費 
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３－２ 主な活動の達成状況 

活動実績の詳細は、付属資料６．に示すとおりである。 
 
３－３ 成果（アウトプット）の達成状況 

＜全般＞ 
プロジェクトの協力期間前半では、農村開発審議会制度と地方分権の枠組みの中で、市役所を

現場での農業普及活動実施機関、MAGA と ICTA-CIAL を調整・支援機関と位置づけた農業普及

システムの構築に、一定の進捗が認められる。それぞれの成果の達成状況は以下のとおりである。 
 

成果 1 確立された農業普及メカニズムのなかで、県 MAGA 事務所が普及計画立案及

び調整能力をもつ 

指標 県の農業普及計画ができている。 

達成状況 
（低～中程度） 

• 2009 年 7 月末現在、県の農業普及計画は未作成であり、スケジュールに対

して遅れ気味である。理由として、2008 年の政権交代に連動して、プロジェ

クト責任者である MAGA 次官を含むほとんどすべての C/P が交代したこ

と、プロジェクト開始当初に想定していた普及体制が実際には機能しな

かったこと、また、同年に実施された地方選挙で当選した市長との連携が

成立して、具体的なプロジェクト活動が開始されたのが 2008 年の 2 月以降

であったことがある。 
• しかし、県 MAGA 事務所の普及計画立案、調整能力は以下の事実から向上

していると思われる。 
• 対象 8 市の農業普及計画素案及び 2009 年度農業普及活動計画案が、県

MAGA 事務所及び CIAL の協力下、それぞれの活動計画と連携する形で作

成された。 
• 市役所普及計画立案への関与、及びプロジェクト・コンセプト作成等を通

じて、農業普及計画の重要性に対する理解を深めた。しかしながら作成さ

れたプロジェクト・コンセプトに関しては、関係者間での共有が十分にな

されているとはいえない。 

 

成果 2 確立された農業普及メカニズムのなかで、ICTA-CIAL が適正農業技術の参加

型技術開発、検証、移転及び研修に関する調整と実施能力をもつ 

指標  普及担当者が必要としている研修が○回実施される。 

達成状況 
（中～高い） 

研修 
• ICTA-CIALの C/Pが過去 3年間に行った研修の実績は以下のとおりである。

• 2007 年：市の普及員を対象とした技術研修を 10 回開催、C/P を対象とした

PLSD 研修を 7 回開催した。 
• 2008 年：市の農業普及員を対象とした技術研修を 10 回実施した。 
• さらに、短期専門家を招聘して、C/P を対象とした 6 回の PLSD 研修を実施

した。 
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• 2009 年には栽培技術、組織強化、ジェンダーなどの研修を 5 回実施した（計

画 10 回）。 
• 研修教材（マニュアル 8 種を含む）と普及員の研修カリキュラムが作成さ

れた。 
• ICTA-CIAL の C/P の農業技術に関する研修実施能力が向上したことは研修

受講者、及び日本人専門家からの聞き取りで確認できた。 
• 研修を担当する新たな C/P の配置、必要に応じた外部講師の派遣による研

修を実施の努力が認められるものの、農業普及法、参加型開発手法、農民

組織強化等についての研修内容の充実が急務である。 
参加型適性農業技術開発 
• 参加型適正農業技術開発及び移転に関する手法の確立については、CIAL 圃

場や農家圃場での活動を通じて実践的経験を積んでいるが、プロジェクト

前半の活動の重点を研修に置いたこともあり、参加型農業技術開発そのも

のの確立は遅れている。 

 

成果 3 普及員が農民グループの生産及び組織的活動強化支援に必要な能力をもつ 

指標 3-a：普及担当者の普及計画ができている。 
3-b：普及担当者の指導に農民の○％が満足している。 

達成状況 
（中程度） 

全般 
• 2008 年 1 月から 9 市で開始された市の普及員による普及活動は、カブリカン

市の離脱（2008 年 12 月）で 8 市による活動となっている。また、市の普及員

は定着率が低く（延べ 28 名中 12 名が離職）、技術移転の効率を阻害している。

普及計画の策定状況 
• 市役所雇用の普及員は、市役所関係者に対する農業普及や活動計画作成に

関する研修参加を通じて基本的な知識を習得し、長期的な課題と目標が設

定された計画素案を作成した（2009 年初頭）。その後、CIAL、MAGA 県事

務所、市役所と個別の詳細打合せを行って計画内容を完成させた。 
• 市役所農業普及計画案に沿って、具体的な活動内容と目標値を含む 2009 年

度の農業普及活動計画案が策定された。 
• さらに、市役所、県 MAGA 事務所及び CIAL の年間活動計画に沿って、そ

れぞれの担当者が各自の担当部分に関する活動計画案を作成した。 
• これらの一連の活動を通じて、普及員は、農民グループの生産及び組織的

活動強化支援に必要な能力をひととおり身に着け、今後、普及活動を計画

的に実施していくことが可能となった。市役所農業普及計画案や活動計画

案のモニタリング及び評価を通じて、計画案の改善と作成及び実施能力の

向上を図ることが必要である。 
農民の満足度 
• 農民のニーズの充足度、満足度については、2009 年 7 月末現在、データの

収集がなされていないが、今後、モニタリング、評価の項目に含めていく
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予定である。また、中間レビュー評価調査での農民グループでの聞き取り

では、普及員の指導に満足しているとの声が寄せられた。8 市の市長や市

議会のメンバーも、普及員の活動に満足している。普及員の多くは、地元

の出身で、現地のマヤの言葉を話すことも、農民に技術を普及するうえで

重要な要素である。 

 

成果 4 農民グループが生産及び組織的活動に必要な知識と技術を適用する能力をもつ

指標 4-a：モデルコミュニティ、周辺コミュニティに○組織の農民組織が設立される。

4-b：設立された農民組織の活動計画がすべて作成されている。 

達成状況 
（低～中程度） 

全般 
• プロジェクトの実施開始当初、活動地域では、農業支援事業の受け皿とし

て組織された名目だけの農民グループや、興味を同じくする有志の集まり

程度のものがほとんどで、生産活動を協働して行うレベルに達しているグ

ループは極めて少なかったが、プロジェクト開始後には農民グループの数

には以下の変化がみられた。一部の農民グループは市場にアクセスする必

要性から、自分たちのグループを強化する必要性を感じているが、このよ

うなグループはまだ多数ではない。 
農民グループの数 
• 2008 年度にプロジェクト活動の一環として、展示圃活動を実施するに際し

ては、農民グループを形成することから開始し、担当農業普及員及び市役

所との活動内容に関する合意のうえで、50 カ所の基礎穀類展示圃が設置さ

れ、50 の農民グループによって運営された。そのうち 12 のグループはビ

ニールハウスによる生産活動を始めている。 
農民組織の活動計画 
• 農民グループの規約や計画書は未整備であり、今後、これらに関する支援

を行う必要がある。まだ、農民グループ形成及び組織的活動を開始する端

緒が開かれた段階である。 

 

成果 5 プロジェクトで確立された普及メカニズムが他県に普及されている 

指標 普及体制を他県に活用する計画書が作成されている。 

達成状況 
（中程度） 

• 2008 年中盤から「国家農業普及プログラム」委員会が設置され、当プロジェ

クトから 2 名が参加して、SEGEPLAN 等にプロジェクトの農業普及に関す

る考え方や方法を説明し、同委員会が作成する政策や普及システム構想に

反映する努力を行った。 
• 2009 年 3 月にグアテマラ国内で活動する普及･援助機関関係者（MAGA/ 

NGO/大学等）を招き、PROETTAPA を含め、実施されている普及モデルに

ついて 100 名以上が参加したセミナーを開催し、普及の成功事例を共有し

た。このセミナーには、市長たちも参加した。また、同年 4 月には、普及

に関する国際会議で ICTA が PROETTAPA の普及手法を説明した。  
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３－４ プロジェクト目標の達成状況 

プロジェクト目標：対象地域において、農業技術（栽培技術（*1）、販売・融資の情報）の普及体

制が確立される。 
（*1）栽培技術について、対象作物はトウモロコシ、フリホール豆、ジャガイモ等を想定しており、農民リー

ダーの展示圃を活用して普及する予定。 

 
３－４－１ 達成状況 

中間レビュー調査の時点では、対象地域のモデルコミュニティで、50 グループの農民が、市

の普及員の指導によって、PROETTAPA の下で開設された展示圃やビニールハウスで野菜の栽

培活動などを行っている。市の普及員は、プロジェクトの研修によって能力を向上させ、農民

グループに対する栽培技術の移転を支援している。また、販売・融資の情報にかかわる支援も、

モデルコミュニティの農民グループに対しては、基礎レベルで開始されている。 
一方、農業技術普及体制構築の一環として、プロジェクトのコンセプト（付属資料７．）の

なかで提示された「農業委員会」は、2009 年 7 月末の段階では、まだ設置されていない。 
これらの事実は、成果（アウトプット）レベルでは、それぞれの組織が、それぞれの活動を

実施し、一定の進捗をみせているものの、農業技術普及体制のシステムづくり（連携と調整機

能の導入）が遅れていることを示している。 
 

３－４－２ 進捗のプロセス 
プロジェクト開始直後（2006 年 10 月～）は、JICA の技術協力スキームに対する両国関係者

の情報と理解共有の不足、参加型手法の適用方法についてのスタンスの違い等から、活動が円

滑に行われなかった面も否めず、全般的に進捗は遅れ気味である。しかし、日本人専門家と

MAGA 首脳部と ICTA の努力によってプロジェクトの実施体制は徐々に改善されている。 
 

年度 プロジェクトの実施体制の状況 

2007 

JICA の技術協力スキームに対する両国関係者の情報共有不足、グアテマラ側 C/P
の雇用形態による活動取り組みへの影響、グアテマラ側予算計上の遅れ、C/P の交

代等の課題がみられた。 
日本人専門家と、MAGA 首脳による交渉によって、グアテマラ側現場責任者

（National Coordinator）の任命、プロジェクトの予算執行機関としての承認、C/P
の任命、San Carlos 大学との連携形成、2008 年度予算計上等がなされた。 

2008 
プロジェクトの基本コンセプトの策定、農業普及員雇用を中心とする市役所との合

意形成、C/P 継続雇用についての交渉、2008 年一部予算の執行、2009 年度予算の計

上と承認等。 

2009 

グアテマラ側の 100 万ケッツアルの予算が確保された（2009 年 7 月末時点で 8 万

ケッツアルのみが執行されている）。また、MAGA 予算による 3 名の C/P 技術者と

1 名の事務職員の新規雇用、必要資機材の購入（ビニールハウス関係）、C/P 活動費

支出等が約束された。 
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第４章 評価 5 項目によるレビュー結果 
 
４－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は、以下の理由により高いものと判断する。 
 

４－１－１ グアテマラの政策との整合性 
グアテマラ政府は、1996 年末の和平協定締結以来、農村部の人的キャパシティ・ディベロッ

プメントを優先課題のひとつとし、同時にインフラ整備、基礎教育の充実、及び社会インフラ

の整備に努めている。2002 年に地方分権法と開発審議会法が制定され、地方自治の強化が図ら

れたほか、2006 年には、「包括的な農村開発政策」が策定され、政策の重点が農村部へシフト

した。現コロン政権（2008～2012）で「包括的な農村開発政策」が制定され、同政策で提示さ

れた事項を具現化するために必要な法整備にも取り組む姿勢をみせている。同年 4 月には、大

統領府農村開発審議会（CEDER）を設置し、農村開発における貧困層のエンパワーメントをめ

ざし、農地問題の解決、食糧の安全保障に向けた基礎作物の増産政策、農民の組織化、農村部

における生産セクターを包括的に支援するとしている。MAGA は、大統領の農村開発を進める

意向を実現化するため 2008～2012 年農牧政策において農業普及プログラムを実施している。

その一環で農業次官のイニシアティブの下、農業普及委員会を設置し、同委員会が全国農業普

及システムの文書を策定した。 
本プロジェクトは、先住民の多くが居住する西部高原地帯の 3 県を対象に、条件の悪い土地

でトウモロコシ、フリホール豆の栽培を中心とした自給自足的な生活を余儀なくされている小

規模農民への栽培技術と販売・融資情報の普及体制のモデル確立をめざすものである。 
プロジェクトの実施方針は、開発審議会制度と地方分権の政策にのっとって策定されている。

プロジェクトは、コミュニティ、市、県レベルの農村開発審議会内に農業委員会の設置を働き

かける方針であり、各レベルの農業委員会と、県 MAGA 事務所、市役所、及び ICTA-CIAL 等

が連携して活動を実施する。 
対象となるコミュニティには農民グループが組織され、県 MAGA 事務所、市役所からの計

画、モニタリング、評価にかかわる支援、ICTA-CIAL と市役所普及員による技術面での支援（農

業技術開発と参加型移転）を受ける一方、自らも主体的に活動に参加することを通じて、栽培

技術と生産・販売にかかわる能力を向上させていくことが期待される。 
これらの内容から、プロジェクトはグアテマラの政策と高い整合性をもつと判断する。 

 
４－１－２ ターゲットグループのニーズとの整合性 

1997 年に MAGA の農業普及部局が廃止され、グアテマラの小規模農民に対する農業技術支

援は NGO、農業資材会社、生産組合等の私的組織及び団体に任された。しかし、それらの組織

及び団体は、各々の独自の目的や方法を有し、特定の地域で活動を実施していたため、広範囲

な地域のニーズの異なる農民の現状を改善するための役割を果たせなかった。 
必要な農業サービスを受けられない状況が続いたことは、小規模農家が、食糧自給や農業収

入向上に対する大きな阻害要因となっていた。状況を打破するために、グアテマラの現状に合

致した公的農業普及体制の再構築をめざす当プロジェクトの目的や実施は、小規模農民の生計

改善に大きな役割を果たすと考えられる。 
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４－１－３ 日本政府の政策との整合性 
日本政府による「政府開発援助（ODA）国別データブック 2008—グアテマラ国に対する政府

開発援助（ODA）の考え方」において、わが国は、グアテマラに対する ODA について、内戦

後のグアテマラ政府の和平定着、先住民と非先住民、農村部と都市間における格差是正への努

力の姿勢を評価し、ODA 大綱の重点課題である「平和の構築」及び「貧困削減」の観点から意

義を有するとしている。 
また、わが国との 70 年以上に及ぶ友好的な外交関係や、国際条理でのわが国への立場への

支持、北米と南米を結ぶ中米地域の重要性への視点などについても言及している。 
2008 年 6 月、現地 ODA タスクフォースはコロン政権下のグアテマラ政府に対する初の現地

経済協力政策協議を実施し、引き続き「農村開発」「持続的経済開発」「民主化の定着」をわ

が国の対グアテマラ援助重点分野とすることで合意した。 
西部高原地帯の小規模農民を対象に、農業技術の普及を目的に実施する本プロジェクトはわ

が国の対グアテマラ援助方針に合致している。 
 

４－１－４ JICA の援助方針との整合性 
JICA は、グアテマラ国別援助実施方針のなかで、「農村開発」を援助重点分野としている。

先住民族が多く居住する西部及び北部地域や、内戦の影響を色濃く残し現在も貧困度が高い地

域を対象に、生活改善アプローチを採用した人間の安全保障のための、教育、保健・衛生等に

加え、農業をはじめとした各種産業に資する協力を地域開発の観点から統合的に計画、実施す

るとしている。 
さらに、その実施過程においては、①住民自身による意思決定と実施メカニズムの構築、②

開発に携わる内外の個人及び組織間での対話、③公共政策の実施能力向上を図ることにより持

続性のある貧困削減への取り組みを具現化することをめざす方針を打ち出している。 
本プロジェクトは、JICA グアテマラ事務所が策定した「西部高原農村地域生活改善プログラ

ム」中のプロジェクトとして位置づけられ、西部地域の小規模農民を対象に、コミュニティ、

市、県レベルの組織の連携を通じて、農民グループへの農業技術移転を、農民自身の主体的な

参加を重視して行うプロジェクトであり、上に述べた JICA の援助方針との整合性が高いこと

は明らかである。 
 

４－１－５ プロジェクトの手段としての妥当性 
グアテマラでは、2002 年に地方分権法が制定され、地域開発が重要政策として実施されてい

るが、唯一の地方自治体は市役所である。したがって、市役所が地方自治における役割と機能

を果たすことによって、効果的な農村開発が実現可能となる。しかし、市役所は、これまで農

業普及にかかわる行政サービスの経験が皆無であり、単独での農業技術普及活動の展開は不可

能であった。 
このような状況下で、当プロジェクトでは、市役所を中核とする農業技術普及体制の構築を

めざしている。その手段として、開発審議会内に農業委員会の設置、MAGA 県事務所及び

ICTA-CIAL との連携を通じて、農民への支援を行う戦略を取り、各組織がプロジェクト活動を

通じて、求められる能力の強化を果たすことをねらいとしている。農民についても、各組織の

支援を得ながらも、主体的な参加を通じて、能力を向上していくことが期待される。 
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これらの手段は、グアテマラの地方自治と開発審議会の枠組みの中で、適切な戦略の下に行

われており、プロジェクトの手段として適切であると評価する。 

 

４－１－６ 日本の技術的優位性の有無 

日本の農家はほとんどすべてが小規模農家であり、それら小規模農家の農業技術や経営法を

改善する普及体制については、日本は世界でも有数の実績を上げている。また、集約的な野菜

栽培技術や農協を通じた組織的農民活動についても、日本は世界に例をみない成果を上げてい

る。 

 

４－２ 有効性（プロジェクト目標達成度） 

プロジェクトの有効性は、以下の理由により中程度であると判断する。 

 

４－２－１ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト開始直後（2006 年 10 月～）においては、JICA の技術協力スキームに対する情

報共有不足、参加型手法の適用方法についてのスタンスの違い等から、活動が円滑に行われな

かった面が否めない。さらに、2007 年末の選挙後、政権政党の交代に伴う MAGA の C/P の大幅

な交代などの影響を受け、その後プロジェクトのなかでまとめられたプロジェクト・コンセプ

トについての関係者への浸透も必ずしも十分でないなか、プロジェクトの進捗は全般的に遅れ

気味である。 

日本人専門家と MAGA、ICTA 首脳部の取り組みによってプロジェクトの実施体制は徐々に

改善の傾向にあり、2009 年度には、グアテマラ側の予算の確保や、C/P 技術者の採用に努力す

るなどの変化がみられ、今後の進捗の改善が期待される。 

2008 年 1 月に、9 市の参加により開始された市の普及員による活動は、同年 12 月のカブリ

カン市の離脱により、2009 年 7 月末現在、8 市の市役所が中心となって現場での農業普及活動

を実施している。ICTA-CIAL による技術研修と、県 MAGA 事務所による支援が市普及員の活

動を技術的にバックアップしている。 

これらの事実から、農業普及体制の大枠はできていると判断されるが、市の普及員は、定着

の度合も低く、能力についても、今後の向上が急務である。 

また、MAGA、ICTA-CIAL、市役所は、それぞれ担当する活動を展開している。しかし、そ

れらの活動を連携・調整し、農業技術普及体制の構築を可能とするためには、各機関の調整と

開発審議会への働きかけが必要であるが、この点で、MAGA 県事務所の取り組みには、改善の

余地がある。 

 

４－２－２ 成果の達成状況と外部要因（阻害要因） 

３－３「成果の達成状況」で述べたように成果の達成は遅れ気味である。プロジェクト進捗

にかかわる主な阻害要因としては、以下のものがあったと考えられる。 

 

(1) MAGA の予算確保の遅れ 

プロジェクト開始当初には、JICA 技術協力スキームに対する理解の不足から、MAGA

側のプロジェクト予算は全く計上されておらず、C/P 配置数の不足とプロジェクト活動へ
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の参加意欲の欠如につながる問題となった。 
 

(2) ICTA の予算不足 
ICTA の活動予算は、MAGA によって承認され執行されるが、必要とされる予算が配分

されない状況が恒常化している。この状況が変わらなければ、ICTA の活動を継続するこ

とが困難になる危険性がある。 
 

(3) グアテマラ側普及実施機関の特定の遅れ 
本プロジェクトの計画策定段階では、県 MAGA 事務所、NGO、大学等を構成員と想定

して普及体制構築の計画がなされ、これに基づいて 2006 年 10 月から活動が開始された。

その後、県 MAGA 事務所の普及員については、C/P の異動や県事務所の普及員の雇用形態

などが活動の進捗に影響を生じ始めた。また、NGO や大学関係者は、普及体制の構築には

組み込めないことが明らかとなり、普及体制の構築は方向転換を余儀なくされることと

なった。 
2008 年に地方選挙で当選した市長との連携が成立して、具体的なプロジェクト活動が開

始されたのは 2008 年の 2 月以降である。結果として、市役所普及員による現在の普及実

施体制のモデルが提示されるまで 1 年以上を費やした。 
 

(4) グアテマラ側 C/P の交代 
グアテマラの過去の例を参照すれば、選挙ごとに政権交代が発生しており、それに伴い、

ほとんど全員の政府契約職員が交代している。2008 年当初の政権交代後には、MAGA か

ら配置されたプロジェクト C/P の大半が交代となり、プロジェクトの活動の継続性、知見

の蓄積に支障を来した。加えて、プロジェクトダイレクターである MAGA 次官も、これ

までに 3 回交代し、政治的な不安定さを背景にプロジェクトの運営に支障を来した。一方、

ICTA-CIAL については、C/P は当初 4 名と少なかったが、徐々に増員され、現在は、14 名

となっている。 
 

(5) 市役所普及員の定着度の低さ 
当初 9 市で開始された市役所の普及員活動は、カブリカン市の離脱（2008 年 12 月）で

8 市での実施となっている。また、市に雇用された普及員は、現時点では定着率が低く、

半数弱が離職している。その理由としては、低い給与水準などが挙げられる。市で雇用す

る普及員には、農業の知識をほとんど持たない者も多い。農民グループへの支援のため、

研修に継続して参加し、知識を身に着け、勤務を継続して経験を蓄積することが求められ

る。 
 
４－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は、他の案件と比較して低いものと判断する。グアテマラ側の投入の遅

れが、活動の進捗、成果の発現に影響を与えた主な要因である。 
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４－３－１ 日本側投入 
日本側投入は、全般的に、R/D に定められた質、量、タイミングで行われ適切なものと判断

する。日本人専門家による技術指導と、日本、グアテマラ、第三国における研修、セミナーの

組み合わせにより、技術移転の効果を生み出し、予定より遅れているものの、プロジェクトの

成果が発現しつつある。 
しかし、日本人専門家の派遣数は、プロジェクトの業務内容の難度や調整を要する対象機関

の数、地域範囲の広さを考えると、必ずしも十分ではなかったと思われる。 
ICTA-CIAL、県 MAGA 事務所、市役所に供与あるいは貸与された機材の供与機材の主なも

のはトラクター（1 台）、車両（4WD：3 台）、モーターバイク（21 台）、OA 機器（パソコ

ン、デジタルカメラ等）である。これらの資機材は、維持管理状態も良好で、有効に活用され

ている。 
 

４－３－２ グアテマラ側投入 
各関係組織の努力により、改善されつつあるものの、プロジェクト開始から中間レビューま

での投入については、C/P 配置や予算確保等の質、量、タイミングの各面で課題がみられる。 
予算確保の遅れ、C/P の配置に関しては、成果の達成状況の項で触れたとおりである。 
また、研修・セミナー、普及活動にかかわる活動費などのコスト負担については、グアテマ

ラ側による応分の負担が予定されていたが、執行手続きの遅れから、日本側で大部分を負担し

た。 
対象地域の 9 市役所による普及員の雇用は、今後の地方分権の中核を担う組織である市役所

（市長）の、農村開発、農業技術普及に取り組んでいく意欲の表れと認識し、高く評価したい。 
 
４－４ インパクト 

４－４－１ 上位目標の達成見込み 
プロジェクト目標に示される農業普及体制が構築されれば、プロジェクト活動対象地区であ

る 8 市のコミュニティや、その周辺の小規模農民の生計向上の基礎を与えるであろう。 
しかし、上位目標「プロジェクトで確立した普及体制により対象地域の小規模農民の生計が

向上する。」の達成のためには、流通や、販路の開拓、農産品加工による付加価値の創出等の

要素が充足される必要がある。 
よって、普及実施機関である市役所、研修実施機関である ICTA-CIAL、そして各機関の業務

の連携と調整を担う MAGA が、それぞれの面で活動を効果的に、また、面的にも拡大してい

くことが上位目標達成の条件となる。 
また、西部高原地域では、日本政府の草の根無償スキームによるトトニカパン県の「道の駅」

が 2009 年後半から活動を開始することに加え、2010 年度は、同地域の 3 県で JICA の「一村一

品運動」プロジェクトが開始されることもあり、これらの活動との連携も上位目標の達成見込

みを高める要素であると考えられる。 
 

４－４－２ インパクト 
中間レビューの時点において、インパクトの検証は時期尚早であるが、いくつかの正のイン

パクトが発現しているとみられる。 
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(1) 政策面 
グアテマラ政府による農業普及サービスは、1996 年の構造調整により失われ、それ以降、

2006 年 10 月の PROETTAPA の実施開始まで、公的機関による農業技術普及の空白期間と

なっていた。2008 年に誕生した現政権は、貧困層の支援に力を注いでおり、貧困地域を対

象とした農村開発の基礎として農業普及を重視しているが、地方自治体である市役所を核

とした農業普及体制のモデルが、PROETTAPA の実施により提示されたことは、MAGA が、

農業普及の重要性に目を向けるきっかけとなったと考えられる。 
また、PROETTAPA の実施により、市役所の役割と機能が、農業技術普及の分野で明確

に位置づけられたことによって、開発審議会制度の枠組みの中で、地方自治体（市役所）

と中央政府の出先機関である県 MAGA 事務所や、ICTA-CIAL が業務を通じて連携を取り

ながら業務を進める先進的な事例となった。 
 

(2) 組織面 
本プロジェクトは、農村開発審議会制度と地方分権の枠組みの中で、市役所を中核とし

た農業普及システムの構築を、MAGA 及び ICTA-CIAL の連携と協働を通じて実現するこ

とをめざしているが、プロジェクトの活動を通じて、モデル地域の 8 市（当初 9 市）は、

普及員を雇用し、MAGA、ICTA-CIAL との連携を通じて、農業技術の普及に取り組み始め

ており、農業普及計画の策定を行った。 
グアテマラにおいて、市役所を中心として、複数の組織が連携し、農業普及に取り組ん

だ例は、過去にみられないものであり、地方自治組織としての計画立案、実施能力の向上

にインパクトがあった。 
また、従来、研究･技術開発に重きを置いてきた ICTA-CIAL が、PROETTAPA の活動を

通じ、普及員とともに現場に赴いて農民のニーズに耳を傾け、農民の望む技術開発を行う

アプローチを取るようになった。さらに、従来行っていなかった市の普及員に対する研修

体制の確立に取り組み、業務の対象分野を広げた。 
 

(3) 技術面 
1997 年の MAGA による農業普及部局の廃止以来、10 年以上にわたって小規模農民に対

する行政の農業普及が行われていない事実からみて、当プロジェクトの活動は農民に対す

る技術面のインパクトは大きいと考えられる。 
特に、伝統的農法であるミルパについては、これまで基本的方法や改善方策についての

検証がなされてこなかったが、当プロジェクトの展示圃の実施によって農民の信頼を得ら

れるような技術的提案ができるようになりつつあることは、技術的に非常に大きなインパ

クトであると考えられる。 
また、高原に位置する活動地域では、ビニールハウス利用等の、新たな野菜栽培、付加

価値の高いバレイショの種芋生産技術の習得は収益向上の面から、農民に対する大きなイ

ンパクトが期待される。 
 

(4) 環境面 
プロジェクトが推進する農法は、有機物施用による地力維持、土壌保全の強化、農薬の
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適正使用等も含んでおり、より持続的な農業の観点に立脚している。 
ただし、プロジェクトで導入しているビニールハウスに関しては、2～3 年に 1 度交換す

ることを目安とするビニールシートの適切な処理が必要である。 
 

(5) 社会面 
内戦の影響が残っている先住民社会では、グループの設立や組織的活動が困難な状況で

ある。当プロジェクトでは、緩やかなつながりの農民グループから開始し、より強い規範

を必要とする農民組織の設立と運営までを活動のなかに含んでおり、これらは先住民社会

の活動の形態に変化をもたらす可能性が見込まれる。 
しかし、プロジェクト対象地域であるトトニカパン市のように先住民族の伝統的な意思

決定のメカニズムが、長年にわたり維持され、成果を上げ、住民に支持されている地域に

おいては、プロジェクトでめざしている開発審議会の枠組みにおける普及体制の構築に固

執するあまり、伝統的な社会のあり方と軋轢を起こさないように配慮し、柔軟に対応する

必要がある。 
また、ビニールハウスの建設にあたって、上水道を利用して灌漑を行う場合は、住民間

で問題が生じないように注意を払うことが必要である。 
 
４－５ 自立発展性 

プロジェクトはグアテマラの政策と整合性が高く、政策面での支援が期待できるが、財政面の

自立発展性には懸念が残る。一方、農民グループについては、プロジェクト協力期間の後半には、

展示圃活動を通じて、技術移転が進み、新たな栽培技術を受け入れるとともに、流通･販売活動の

ために組織強化の必要性への認識が高まることが期待される。 
 

４－５－１ 政策面 
本プロジェクトは、先住民の多くが居住する西部高原地帯の 3 県を対象に、条件の悪い土地

でトウモロコシ、フリホール豆の栽培を中心とした自給自足的な生活を余儀なくされている小

規模農民への栽培技術と販売・融資情報の普及体制のモデル確立をめざすものであり、実施方

針は、開発審議会制度と地方分権の政策にのっとって策定されている。 
2008 年に誕生したコロン政権は、貧困層の支援に力を注いでおり、貧困地域を対象とした農

村開発の基礎として農業普及を重視している。グアテマラの開発政策との高い整合性をもつ当

プロジェクトは、政府からの政策的な支援が期待される。 
 

４－５－２ 組織面 
本プロジェクトは、農村開発審議会制度と地方分権の枠組みの中で、市役所を中核とした農

業普及システムの構築を、MAGA 及び ICTA-CIAL の連携と協働を通じて実現することをめざ

している。 
MAGA の県事務所は、PROETTAPA のコンセプトの下で、県普及計画の策定、市役所普及計

画策定の支援や、県開発審議会（CODEDE）における農業委員会の設置促進など、プロジェク

ト関係者の活動を連携・調整する機能を強化していくことで、協力期間終了後も、農業普及体

制のなかで、活性化された農民グループのニーズを汲み取っていくために求められる重要な機
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能を果たすことが期待される。 
ICTA-CIAL は 1973 年以来、グアテマラの農業技術の研究･開発に従事しており、豊富な経験

を備えたスタッフを有している。PROETTAPA の活動では、組織をあげて研修活動という新た

な分野に挑み、実績を上げた。現時点で、グアテマラ国内で、普及員を対象とする研修を実施

している公的機関は、ICTA-CIAL のみであり、農業普及が重視されるなかで、組織の存在意義

は高まっている。 
普及の実施機関である、8 つの市役所は、中間レビューの時点では、当初の契約どおり、そ

れぞれが 2 名の普及員を雇用しており、農業普及を通じて、地域開発を実現していく意欲がみ

られる。しかし、普及員の雇用の継続と安定が課題である。 
 

４－５－３ 財政面 
2008 年後半からの世界的な経済不況により、グアテマラの財政状況も深刻な影響を受けてい

る。MAGA、ICTA-CIAL とも 2009 年度予算は前年度から減少している。 
MAGA は、2008 年のプロジェクト予算 4 万 5,000 ケッツアルに対して、2009 年度は 100 万

ケッツアルを計上し、支出可能な状況であるとしている。2009 年 7 月の時点で、実際に執行さ

れたのは、8 万ケッツアルにとどまっており、プロジェクト活動の財政的な自立性については

不安がある。 
ICTA-CIAL の予算不足は慢性化しており、プロジェクトによる供与機材に対する税金や、車

両の保険代を捻出することが困難である。また、プロジェクト活動に必要な燃料代等を日本側

が負担してきている状態である。 
一方、市役所は、国家予算の 10％を毎年受け取ることが法的に定められており、ある程度の

財政的な基盤は期待できる。市長の判断で、普及員の継続雇用は可能とみられる。 
 

４－５－４ 技術面 
PROETTAPA の活動では、参加型手法を用いて、農民の意見を取り入れつつ、対象地域（高

原地域）の条件を考慮して、新規作物（高収益作物）を含めた栽培技術の改善をめざしている。 
MAGA 県事務所と ICTA-CIAL の C/P は、日本人専門家のアドバイスを受けつつ、2008 年か

ら市の普及員と農民グループの展示圃活動を支援し、2009 年には対象作物の範囲を拡大してい

る。彼らはプロジェクト活動を通じて主体的に経験を蓄積し、農民のニーズに合致した作物の

栽培技術を移転している。 
一方、農民グループについては、プロジェクト協力期間の後半には、展示圃活動を通じて、

技術移転が進み、新たな栽培技術を受け入れるとともに、流通･販売活動のために組織強化の

必要性への認識が高まることが期待される。 
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第５章 結 論 
 

プロジェクトの実施には、高い妥当性が認められるが、プロジェクト開始直後（2006 年 10 月～）

は、JICA の技術協力スキームに対する両国関係者間の情報共有不足、参加型手法の適用方法につ

いてのスタンスの違い、グアテマラ側の投入の遅れ等から、活動が円滑に行われなかった。2007

年末の選挙後には、政権政党の交代に伴う MAGA の C/P の大幅な交代などがあり、現時点で、

進捗は全般的に遅れ気味である。 

しかし、日本人専門家と MAGA、ICTA-CIAL 首脳部の連携によってプロジェクトの実施体制

は徐々に改善されており、2009 年度には、グアテマラ側の予算の確保や、C/P 技術者の採用など

に若干の変化がみられ、地方自治と開発審議会の枠組みの中で、市を核とした普及体制のモデル

が形を成しつつある。 

プロジェクトのコンセプトでは、農村開発審議会制度と地方分権の枠組みの中で、市役所を中

核とした農業普及システムの構築を、MAGA 及び ICTA-CIAL の連携と協働を通じて実現するこ

とをめざしているが、プロジェクトの活動を通じて、モデル地域の 8 市（当初 9 市）は、普及員

を雇用し、MAGA、ICTA-CIAL との連携を通じて、農業技術の普及に取り組み始めており、農業

普及計画の策定を行った。プロジェクト対象地域において、市長と農民が普及員の仕事を高く評

価している。グアテマラにおいて、市役所を中心として、複数の組織が連携し、農業普及に取り

組んだ例は、過去にみられないものであり、地方自治組織としての計画立案、実施能力の向上の

面で強いインパクトがあった。 

MAGA、ICTA-CIAL、市役所は、PROETTAPA の下で、それぞれ担当する活動を展開している

が、それらの活動を連携・調整し、農業技術普及体制の構築を可能とするためには、プロジェク

トのコンセプトに示されたように、各機関の調整と開発審議会への働きかけが必要である。 

この点で、MAGA 県事務所の取り組みには、改善の余地がある。今後は、MAGA の県事務所

が、PROETTAPA のコンセプトに沿って、県普及計画の策定、市役所普及計画策定の支援や、

CODEDE における農業委員会の設置促進などの面で、プロジェクト関係者の活動を連携・調整機

能を強化していくことで、プロジェクトにおける重要な機能を果たすことが期待される。 

一方、従来、研究･技術開発に重きを置いてきた ICTA-CIAL は、PROETTAPA の活動を通じ、

普及員とともに現場に赴いて農民のニーズに耳を傾け、農民の望む技術開発を行うアプローチを

取るようになった。さらに、従来行っていなかった市の普及員に対する研修体制を確立し、業務

の対象分野を広げたことにも、ICTA-CIAL に関する組織面でのインパクトがみられる。 

プロジェクトの自立発展性については、予算面での課題がみられる。PROETTAPA に参画して

いる各機関で、予算の減少傾向がみられるが、特に ICTA-CIAL については深刻である。 
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第６章 提 言 
 

2 名の JICA 専門家が 2006 年 10 月 12 日に赴任して以来、PROETTAPA 事業は 5 カ年の事業期

間のうち、既に 2 年 11 カ月を経ており、終了期限の 2011 年 10 月 11 日までに約 2 カ年余りを残

すのみとなっている。中間レビュー調査の結果、現状の進捗はほぼ 1 カ年の遅れがあると判断さ

れる。 
したがって、“試験的に実証され、かつ有効な農業普及体制に係る制度モデルを形成し、これ

をより広範囲な対象地域への応用に向けた提案としてまとめる”には、関係機関及び関係者によ

る積極的かつ合目的な連携と精力的な取り組みが求められている。 
以下の諸点は、中間レビュー調査団の各関係機関及び関係者に向けた提言である。約 2 カ年の

残余期間における PROETTAPA 事業運営の参考にしていただきたい。 
 

(1) 2008 年にまとめられ、2009 年 3 月の JCC に提出された PROETTAPA のプロジェクト・コ

ンセプト（付属資料７．）は、事業ビジョンと各関係機関のあるべき連携関係や期待される

役割を示す基礎文書であると認められる。しかしながら、中間レビュー調査団は同コンセプ

ト・ペーパーに示されたビジョンと考えが更に明確に普及されることを通じて事業プロセス

が加速されることを期待する。 
MAGA次官が務めるPROETTAPAプロジェクトダイレクターによる組織的イニシアティブ

を求めたい。中間レビュー調査団は、同プロジェクト・コンセプトに示されたビジョンと考

えが関係機関・関係者に周知されるための明確な指示が可及的速やかに発出されることを期

待する。 
 

(2) PROETTAPA がめざす農業普及制度モデルの形成には市自治体の参画が不可欠であり、

MAGA 県事務所は地域の活性化をめざした市自治体との連携強化において重要な役割を担

うことが想定される。上述(1)の指示によって支持される MAGA 県事務所による積極的なイ

ニシアティブを期待する。 
MAGA 県事務所がプロジェクト・コンセプトに示された MAGA-CIAL 技術委員会、市自治

体-MAGA-CIAL 技術委員会、COCODE/COMUDE/CODEDE における農業委員会など、必要な

メカニズムの形成と実効ある運営に積極的に取り組むことを期待する。 
MAGA 県事務所が、現在、連携している 8 つの市自治体との連携事例をグッドプラクティ

スとしてまとめ、その結果を幅広くアピールするなどの活動を期待する。 
MAGA 県事務所が、普及対象農家の生計の向上に不可欠な流通に関連する情報を積極的に

収集し、PROETTAPA の諸活動を通じて農家に提供することを期待する。なお、同分野にお

いては、日本の協力による「一村一品運動」や「道の駅」支援などが新たに開始される予定

であり、参考にされたい。 
 

(3) 冒頭に言及した事業進捗の遅れの背景要因のひとつはプロジェクト予算の未執行である。

また、書面上の予算確保額が確実に執行されるよう、MAGA が現状況の改善に取り組むこと

を期待する。 
特に ICTA-CIAL に対する農業技術の研究、検証、移転のための資源投入が不可欠である。
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その観点から、ICTA-CIAL には必要な資源の配分が不可欠であるが、予算の減少が続いてお

り活動の継続が危惧されるため、状況の改善を期待する。 
 

(4) 現在の PDM は、上述(1)で言及したプロジェクト・コンセプトを明瞭に示すものとなって

いない。中間レビュー調査団は、これが早期に改訂・更新され、JCC の承認を経た正式計画

文書となることを期待する。その際、既に実施され報告書にまとめられているベースライン

調査の結果を踏まえ、終了時評価の際の有効かつ明確な指標が盛り込まれることを期待する。 
 

(5) 後に、現在グアテマラ政府・MAGA が積極的に取り組む農業普及関連事業は、資源の配

分に係るものである。一方、PROETTAPA が試みる制度モデルはそれら開発サービスの受容

に係るものである。今後も農村開発を目的とする多様なサービスが計画・実施されることが

予想されるが、それらが効果を発揮するためにも、この「受容メカニズムの形成」が果たす

役割は極めて重要である（受容メカニズム：アクターが組織化され、資源の移転、適正化、

利用、交渉が双方向で行われるプロセス）。 
 

中間レビュー調査団は、本調査の全体過程を通じてグアテマラ社会における PROETTAPA 事業

のもつ可能性に 大限に留意し、以上の提言をまとめた。関係者の支持と同意を期待したい。 
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第７章 所 感 
 
７－１ 団長所感 

７－１－１ プロジェクトの経緯と現状 
本プロジェクトは、2005 年 3 月の第 1 次事前評価調査、同年 11 月の第 2 次事前評価調査を

経て、2006 年 9 月に R/D が署名され、同年 10 月 12 日に 2 名の専門家が着任したことをもって

5 年間の協力を開始した。中間レビューを実施した 2009 年 9 月の時点で、既に協力期間は 2 年

11 カ月が経過したことになるが、この間、2007 年 4 月の JICA 本部担当者による業務出張に引

き続き、開始から 1 年もたたない同年 7 月に運営指導調査団を派遣し PDM の修正を含む R/D
の改訂を経験。その後も 2008 年 1 月、同年 5 月に運営指導調査、同年 10 月に JICA 本部担当

者の業務出張が実施されたことからも明らかなように、必ずしもプロジェクトが順調に推移し

てきたとはいい難い。したがって、おおよそ 2 年となったプロジェクトの残余期間で、プロジェ

クトが一定の成果を上げられるように現実的な道筋を示すことが、中間レビュー調査団には求

められたといえよう。 
 

７－１－２ 中間レビューの結果 
中間レビュー結果の詳細についてはグアテマラ側メンバーと合同で作成した報告書に委ね

るが、ひと言で要約するなら、「事業進捗に遅れが認められるので、協力期間内にプロジェク

ト目標を達成するためには、プロジェクトに関与するすべてのアクターがビジョンを共有して

精力的に事業に取り組む必要がある」というのが結論である。 
進捗の遅れには複数の要因があったが、そのなかでも以下の事項は決定的であった。 

 
(1) 公的農業普及事業の基盤の欠落 

構造調整政策によって 1997 年に公的な農業普及事業が廃止されてから 10 年以上が経過

するが、プロジェクト開始時点において普及事業を体系的に担い得る組織も人材もほぼ完

全に失われていたため、新たな仕組みを生み出すという難しい課題に取り組まねばならな

かった。 
 

(2) 農業普及事業展開に係る長期的な戦略の欠如 
これまでグアテマラでは 4 年ごとに政権が交代し、それに伴って政府職員の多くが交代

するという政治状況があり、その結果、長期的な政策や方針が打ち出されにくく、行政の

継続性にも欠けてきた。前政権時代の 2006 年に策定された「包括的な農村開発政策」に

よって政策の重点が農村部へシフトしたが、この方針は現政権にも継承され、農業普及事

業システムの再構築の必要性が叫ばれているものの、スローガンにとどまる傾向があって、

具体的な戦略やゴールに至る道筋は示されないままでいる。 
 

(3) グアテマラ側プロジェクト関係者の頻繁な交代 
制度の構築をめざす本プロジェクトにとって、政権の中枢を担う政府高官の理解と支援

は不可欠であるが、公的セクターによる農業普及事業の再開という方針を主導し具体的な

施策に結びつけるべき存在の農牧食糧大臣が現在で 3 代目、プロジェクトダイレクターに
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指名された同省農業担当次官は現在で 4 代目である。また、2008 年の政権交代に伴い

MAGA の主要 C/P は県事務所レベルに至るまでほとんどが交代する結果となった。 
 

(4) 非常に野心的なプロジェクトの構想 
上述のとおり、極めて難しいプロジェクトの実施環境のなかで、地域に既に存在する普

及のための資源（例えば NGO、大学、農業生産団体、農業資材を扱う民間セクター、等）

を包含し、更には地方分権化の流れに位置づけられる開発審議会制度との抱き合わせを図

るという野心的な構想が打ち出された。しかし想定されていた普及人材を取り込むことは

不可能であることが判明し、これに代わって市役所で普及員を雇用するという方法論に行

き着くまでには長い時間を要した。また参加型開発の手法を巡っては日本側関係者の間に

も見解の相違を生じ、グアテマラ側関係者を巻き込んでプロジェクト実施体制に少なから

ぬ影響を与えることになった。 
 

(5) グアテマラ側の JICA 技術協力に関する理解の不足 
長期的戦略に欠ける政策、継続性をもたない行政組織、といった環境のなかで、外部援

助機関が実施してきた援助の多くはグアテマラ政府が果たすべき行政サービスを肩代わ

りするにとどまり、グアテマラ政府の機能として内部化するまでに至っていない。他方、

政府自身の能力強化をめざす JICA の技術協力では、政府の主体的な取り組みを前提とす

るが、このやり方をしっかりと認識しているグアテマラ側関係者は現時点においても多数

とはいい難い。 
 

かかる多くの阻害要因があったが、日本人専門家は粘り強くグアテマラ側に働きかけ、試行

錯誤の末、ワーカブルと考えられる普及体制を仮説として提示できるまでに至ったことは高く

評価されるべきである。特に、地方自治体である市を重要なアクターとしてモデルの中に取り

込むことに成功した点、普及サービスを担う人材の育成システムをモデルの中に組み込んだ点

は、画期的であり、特筆に価する。2008 年 8 月に作成された「農業普及体制のメカニズム及び

機能」（その後 2009 年 3 月の JCC で承認された）には、プロジェクトで構築しようとする普

及体制が、取り込まれるべきアクター、それぞれのアクターが果たすべき役割、アクター間の

かかわり、等を含めて明示されており、これが今後のプロジェクト実施の基礎と位置づけられ

る。ただ残念ながら、このコンセプトを多くの関係者が正しく理解しているとはいい難く、具

体的な活動に結びついていないのが中間レビュー時点の状況であった。プロジェクト運営が加

速化して、残余期間にプロジェクト目標を達成できるか否かは、このコンセプトの実現のため

にあらゆる関係者が当事者意識を高めてプロジェクトに取り組むかどうかにかかっている。こ

の点を中間レビュー報告書中の提言では強調し、プロジェクトダイレクターが関係者に明確に

指示するよう求めた。 
プロジェクト関係機関が当事者意識をもってプロジェクトに取り組むということは、当事者

の意識づけにとどまらず、必要な人材と予算が実際にプロジェクトに配置されるかどうかとい

うことをも意味している。プロジェクト開始から今日に至るまで、グアテマラ側の負担事項に

関する履行状況は良好とはいい難く、プロジェクト運営の阻害要因となってきた。前述したよ

うに、従来グアテマラ政府は外国援助を自らが行うべき施策を代替するプログラムととらえる
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傾向が強く、JICA の技術協力が求めるリカレントコストの負担には消極的であった。この点は

プロジェクトの自立発展性にもかかわる重要な事項であるところ、中間レビュー報告書でも指

摘して早急な改善をグアテマラ側に申し入れたが、先方からは努力するとの回答ぶりにとど

まっており、実際の見通しには不透明な部分が残っている。近く承認され公表されるといわれ

る「国家農業普及システム」（後述）の中には、グアテマラ国内で実施されている複数の普及

関連プロジェクト/プログラムと並んで本プロジェクトもシステムを構成する要素としてリス

トアップされる見通しであるが、同システムにグアテマラ政府が真剣に取り組むのであれば、

本プロジェクトに対する予算配分と確実な執行につき善処するよう、引き続き求めていくべき

である。 
他方、2007 年に修正された現行 PDM が、プロジェクトのめざす普及体制を示したコンセプ

トペーパーに沿ったものになっていないことも、課題のひとつである。PDM の詳細を見ると、

コンセプトのなかに包含される個別の要素には対応しているが、それらが相互にどう連関し

あって、メカニズムとして動くようになるかが示されていないため、早急に修正することが必

要である。残念ながら中間レビュー調査において PDM を修正するまでには至らなかったので、

日本人専門家チームが議論を主導し、関係者によるワークショップといったプロセスを経て計

画を修正し、JCC の場で承認が得られるように望みたい。 
そのプロセスにおいては、プロジェクトの残余期間も考慮して、実際に何ができるのかを現

実的な視点から精査し、プロジェクト目標や成果の達成指標を設定することが重要になろう。

「対象地域において、農業技術の普及体制が確立される」というプロジェクト目標自体を変更

することはできないが、では、対象地域とされている 3 県内にあるすべての市役所が普及員を

雇用して、すべてのコミュニティに対して普及サービスを提供できるようにする、と考えるこ

とは投入の規模から考えても非現実的である。グアテマラ側にはプロジェクトで実施している

モデル事業の対象を 8 市 48 コミュニティから更に拡大してほしいという要望もあると聞くが、

モデル事業はプロジェクトで提唱しようとする普及体制の有効性を実証するために実施する

ものとのスタンスで臨み、いたずらに手を広げるべきではない。言い換えるなら、普及サービ

スの恩恵を受ける農民の数が増え、対象地域における地域開発が進展することに軸足を置くの

ではなく、現在のグアテマラの政治、経済、社会情勢のなかにあって、この普及体制を採用す

ることが望ましいという政策提言を、実証結果を添えてグアテマラ政府に強く進言できるよう

になることをプロジェクト目標の達成基準として据えることが妥当であろう。もちろん、説得

力をもった政策提言を行うためには、モデル事業のなかで着実な成果を上げることが必要であ

り、対象地域の活性化や農民のエンパワーメントの実現に力を注ぐべきであることはいうまで

もない。 
 

７－１－３ プロジェクトを巡る課題と留意事項 
今後のプロジェクト運営にあたり、留意すべきと思われる事項は以下のとおりである。 

 
(1) 国家農業普及システムの動向 

2008 年から、グアテマラ政府のなかでは公的な農業普及事業の拡大に係る方針を定めよ

うとする動きが起こり、その準備で「農業普及委員会」が設置され、本プロジェクトから

も参加者を送ってきた。しかしながら、委員会の議論の結論がどこに帰着するのか、不明
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な状態が続いており、中間レビュー調査団としてもその確認に努めた。その結果、農牧食

糧大臣への説明は未了とのことであるが、「国家農業普及システム」の説明資料を入手す

ることができた。資料を十分検討したわけではないが、「システム」と銘打ちながら、統

一した考え方によって、今後どのように普及事業を展開していくのかという戦略を示した

内容とはなっておらず、まずは現に実施中であるさまざまな普及関連のプロジェクト/プロ

グラムを棚卸しして「システム」というひとつのかごの中に放り込み、現状の把握と分析

を進め、それらプロジェクト/プログラムの間で問題が生じないよう調整する場を設定する、

ということから着手するようである。本プロジェクトも含めリストアップされたプロジェ

クト/プログラムは、それぞれ別個のコンセプトに基づいて事業を実施しており、現状では

著しく統一感に欠けた「システム」といわざるを得ない。明確なガイドラインがないまま

プロジェクトを実施していくことの困難性はあるが、他方、この「システム」が動き出す

なかで、本プロジェクトで構築しようとする普及モデルを強く提案する環境が用意された

とみるならば、プロジェクトにとってのチャンスと考えることもできる。既述したように

プロジェクトに必要な予算が配分されない状況が続いているので、この「システム」遂行

の予算が MAGA で確保されるならば、そのなかから本プロジェクトにも配分するよう求

めることができるかもしれない。将来の自立発展性に大きくかかわりかねない同「システ

ム」の動向については、今後も十分留意すべきである。 
 

(2) 政治日程の影響 
プロジェクトが終了する 2011 年には総選挙が予定されており、選挙キャンペーン中の

政治的な混乱は予測しておかねばならない。また、2012 年に政権交代が起こった場合（前

例から考えて、その可能性は大きい）は、農村開発の重視、農業普及事業の拡充という大

きな流れに変更はないだろうが、前項で述べた国家農業普及システムもどのように扱われ

るか予断は許されない。自立発展性を左右する政治ファクターを無視することはできず、

プロジェクトはこの点で常にリスクを負っていることを自覚しなければならない。そのう

えでこのリスクを 小化する方策とは、やはり 3 県 8 市で実施しているモデル事業の成功

であり、プロジェクトを通じて提供される普及サービスに対する住民の支持以外にはない。

中央政権や市長の交代があっても、本プロジェクトが現場レベルで無視し得ない成果を上

げることができれば、プロジェクトの政策提言が引き続いて考慮される余地を大きくする

であろう。 
 

７－１－４ プロジェクト関係者への要望事項 
以上述べてきたように、本プロジェクトは非常に難しい環境のなかでのチャレンジであった。

中間レビューの時点で、おおよそ 1 年程度の遅れが認められるが、残りの 2 年少々でその遅れ

を挽回することは並大抵のことではない。しかしながら、チーフアドバイザーが交代し、人心

が一新されたこの機をとらえ、プロジェクト運営を加速することを強く望むとともに、中間レ

ビューがそのモメンタムを与えることになれば喜ばしい。 後に、プロジェクト運営に関連し、

以下の改善事項を日本側関係者に要望したい。 
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(1) 政府高官とのより一層の意思疎通 
プロジェクトによる政策提言がグアテマラ側からポジティブに受け止められる環境を

醸成するためには、プロジェクト実施の過程で、政府高官、特にプロジェクトダイレクター

である MAGA の農業担当次官に、プロジェクトの正確な情報を適時に流すことが肝要で

ある。日本側チーフアドバイザーとナショナル・コーディネーターが、プロジェクトダイ

レクターに対して、定期的にプロジェクトの進捗を報告し、問題を諮ることができるチャ

ネルを確立していただきたい。また、そのために支援が必要であれば JICA 事務所から提

供いただきたい。 
 

(2) プロジェクトのドキュメンテーションの充実 
中間レビューを通じて、プロジェクト実績の記録が必ずしも整理されていないとの印象

を受けた。特に、普及モデルの検証が今後の重要な課題であることを踏まえれば、3 県 8
市で実施しているモデル事業のモニタリングは重要である。また、プロジェクトの普及体

制モデルは、普及員の人材育成システムを組み込んだ点に特徴があるので、その過程の記

録も貴重と考えられる。プロジェクトにおけるグッドプラクティスの積み重ねこそが、プ

ロジェクトのインパクト、自立発展性にポジティブな影響を与えることができるので、プ

ロジェクト内部でのドキュメンテーションを充実させてほしい。 
 

(3) 適切な投入の検討 
プロジェクトの遅れを取り戻すには、必要に応じて日本側からの追加的投入も検討すべ

きである。例えば、流通関連のサービスを農民に提供する活動については、これまでほと

んど手がつけられなかったが、この分野を現有の専門家チームでカバーすることは困難と

思われる。また、グアテマラ側予算配分が直ちに改善されるとは期待し難く、先方が負担

すべき事項についても日本側がある程度柔軟に対応することなしには、限られた期間で目

に見える成果を残すことが難しい事態も起こり得よう。節度は求められるものの、真に必

要とされる投入について専門家チームが慎重に検討した結果に対しては、JICA としても十

分配慮するべきである。 
 
７－２ 農村開発団員所感 

７－２－１ プロジェクトの運営について 
PROETTAPA 事業の運営については、以下のとおり、①プロジェクトの運営環境と②プロジェ

クト運営のためにとられた手法の両面から検討した。 
 

(1) プロジェクトの運営環境 
プロジェクト運営環境予件として特筆するべき事情のひとつは、1996 年に導入された構

造調整策によってグアテマラにおける農業普及システムが廃止されたという事情である。

その結果、PROETTAPA 事業の実施機関である MAGA 及び ICTA はこの構造調整策の主た

る対象機関として、継続的に人員の削減、予算の削減措置がとられてきている。 
一方、本プロジェクト企画の前提条件とされる「全国農業普及システムの整備」政策方

針の表明は、従来のように MAGA をシングルプレーヤーとする農業普及システムのあり
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方を前提にするものではなく、むしろ、2002 年に施行された地方分権政策（市役所への自

治権の拡大）と全国開発審議会制度（開発計画のボトムアップ計画化）に沿った、新たな

社会運営環境下における MAGA、ICTA の組織力・技術力を組み合わせるものである。 
しかしながら、このような改革の進展は既存制度に係る利害関係の調整やそれら諸事情

に関連した政治的支持の所在に大きく影響されるのが一般的である。実際、PROETTAPA
事業開始から今日までの 3 カ年に MAGA 大臣は 3 代目、PROETTAPA 事業のダイレクター

である MAGA の次官は 4 代目という頻繁な交替を生じている。いうまでもなく、プロジェ

クトが依って立つ政策環境のこのような不安定な推移自体、プロジェクト運営にとって極

めて消極的な条件である。 
 

(2) プロジェクト運営のためにとられた手法 
今回の中間レビュー調査は、事業開始後投入された 3 名の長期専門家のうち、業務調整

専門家及びチーフアドバイザーが既に任期を終え離任し、後継専門家が配置された後、特

にチーフアドバイザーの着任直後に実施された。また、例えば、JCC は開催されているが

その記録が十全に残されていないなど、どのように運営にあたってきたのかを示す十分な

記録を入手し得ず、“プロジェクト運営のためにとられた手法”について詳細に把握する

ことは困難であった。 
残された記録からは年 1 回の JCC の開催を通じて前年度事業のレビューと次年度計画立

案を行う運営システムは導入されている。加えて、プロジェクト開始の約 10 カ月後の 2007
年 8 月には当初、配置が予定されていなかったナショナル・コーディネーターが配置され、

グアテマラ側運営体制、ひいてはプロジェクトの運営体制の強化が図られている。 
 

(3) 結 論 

以上、PROETTAPA 事業の運営に関して基本的観点からみてきた。その結果、得られた

教訓は、PDM や活動計画（PO）の提出と JCC の開催など、プロジェクト管理に係る一般

的 JICA 事業運営手法は導入されているが、政策レベルにおける事業運営環境が不安定で

ある場合、それらの運営手法が十分に機能するとはいい難く、PROETTAPA 事業の運営で

は、むしろ、不安定な政策環境に翻弄されてきたであろうと推測される。 
受入国における政策環境や財政環境が不安定である事業運営環境が予測される場合、二

国間援助協定に基づくとはいえ、ローカルコスト（LC）負担原則や契約概念に基づく、受

入国政府・機関の制度や組織力量に依存することは適当ではない。むしろ、事業に必要な

開発資源の充当は元より、実施体制の整備に及ぶ JICA 側独自の準備が事業実施の前提に

なると考えられる。例えば、人間の安全保障案件では、国家政策による事業の担保がなさ

れないことが予件とされており、そのうえで事業を企画・実施することが容認されている。 
実際、PROETTAPA 事業のこれまでの運営では、LC 負担原則に基づき実施機関側が負

担すべき多くの事業予算が JICA 側予算によって負担されている。また、その一方で、JICA
専門家の投入量は必要とされる幅広い事業対象（3 県 9 市 48 コミュニティ、中央から末端

まで）に比較して低く抑えられており、事業実施体制の人員配置の観点からはグアテマラ

側への依存度が高いものとなっている。このような援助資源と実施体制における不均衡な

あり方自体、設定されたプロジェクト目標の実現を追求する技術協力事業としての整合性
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に疑問が残されている。 
 

７－２－２ 参加組織間の連携の観点から 
PROETTAPA 事業における組織間連携の検討は、2008 年度中に関係者間で議論され取りまと

められたプロジェクト・コンセプト（付属資料７．）に示されたビジョンに沿ったものである。

つまり、農村開発審議会制度と地方分権政策を背景に、市役所を農業普及システムの“中核ア

クター”として位置づけ、MAGA・県事務所及び ICTA/CIAL を“支援システム”と位置づけた

農業普及体制の形成を促進する観点から必要な関係機関の連携のあり方を検討した。 
具体的には、縦関係として①MAGA-MAGA 県事務所、②ICTA-CIAL（在ケツァルテナンゴ

県）の 2 つの関係であり、横関係としては③MAGA 県事務所－参加市役所（3 県下 9 市）、④

CIAL（在ケツァルテナンゴ県）－参加市役所（3 県下 9 市）の関係がテーマに相当する。 
 

(1) プロジェクトの運営における縦関係 
開発協力事業の受入れに国家政府として専管的権限と責任をもつのは中央政府機関で

あり、本事業の実施機関である MAGA である。これに加え、本事業では事業に必要な農

業普及技術の開発機能を担う機関として、ICTA が準実施機関として参加している1。 
上述の 2 機関における県レベル出先機関、つまり、MAGA 県事務所及び CIAL（在ケツァ

ルテナンゴ県）における中央－地方関係である。 
 

1) MAGA-MAGA 県事務所 
MAGA における中央－地方関係は 1996 年に導入された構造調整策により、農業普及

局と農牧普及局が廃止されると同時に県事務所に配置されていたそれら 2 局の職員の活

動が停止され、それ以後予算と人員の削減措置が継続的にとられている。 
近年に至るまで、グアテマラには中央政府のみが近代的な行政体として整備され、市

町村は共同体組織として極めて限られた行政活動を行う、といった社会組織体制が形成

されていたのみであった。したがって、MAGA によって整備された当時の農業普及体制

は典型的な政府対地域住民という単純な制度であり、中間組織としての地方行政体の促

進機能を組み込んだものではない。 
2002 年、地方分権法及び開発審議会制度が導入されたが、これによってグアテマラに

初めて、国家社会運営の一部を担う地方自治体が設置され、“中央－地方という構造”、

“政策機関－実施機関という関係”が紹介されている。したがって、MAGA-MAGA 県

事務所の関係も上述の社会組織関係の変更を前提に更新されるはずであるが、今回の中

間レビュー調査を通じて、そのような社会組織関係の変更に沿って職員の意識や業務調

整関係が更新されているとは明確にいい難いというのが所感である。 
MAGA-MAGA 県事務所が担うべき役割と責任は、セクター政策機関としてと同時に、

市自治体への農業開発事業の促進・調整機関としてであるが、PROETTAPA 事業対象の

市自治体においても農業開発委員会はひとつとして設置されていないなど、組織的機能

                                                        
1 ICTA は設置法を背景に設置された独立機関であることから、同セクターに位置する機関とはいえ、MAGA からも一定の独

立性を担保している。しかしながら、ICTA は人事裁量権をもつ一方、予算総額の決定は MAGA によって裁量されるなど、

独立性に係る一部制度が変更されているために、MAGA の ICTA に対する影響力は無視できないものとなっている。 
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更新が獲得されることなく今日に至っている。むしろ、PROETTAPA 事業を通じて、関

係者間の理解が促進されてきた、というのが実情であろう。 
 

2) ICTA-CIAL（在ケツァルテナンゴ県） 
農業開発研究を主たる機能とする ICTA/CIAL であるが、MAGA と同じく、構造調整

策の導入と同時に、研究開発予算の削減、人員削減に直面している。また、同時に地方

分権体制と開発審議委員会制度の導入に沿った新たな機能更新、つまり、MAGA 普及員

向けの普及技術・資源の開発ではなく、農民向けのそれらを研究・開発するといった機

能更新はなされていないが、これも同様に PROETTAPA 事業によって配置された農業開

発担当専門家活動を通じて、徐々に実現されてきたというのが実情であろう。 
MAGA 及び ICTA について、同様にいえることは、中央－地方間の連携のあり方に課

題があるという開発行政の一般的な課題ではなく、中央－地方機関ともに機能停滞・不

全を起こしており、“地方分権化制度と開発審議会制度”に象徴される社会運営制度の

更新に対応しきれていない、という基本的問題に直面している点が、特徴的である。 
 

(2) プロジェクトの運営における縦関係 
1) MAGA 県事務所－CIAL（在ケツァルテナンゴ県） 

農業普及体制における農業普及メカニズムとそれに不可欠な農業普及資源プールの

組み合わせは不可欠の要素であるはずであるが、現状では 1996 年の構造調整策の導入後、

その存在が希薄化しているようである。一方、PROETTAPA 事業の実施を通じて、MAGA
県事務所は市自治体への農業開発普及・調整機能の獲得へ、一方、CIAL は農民向けの

普及技術研究・開発といった機能更新は徐々に理解されてきている。 
両者における“技術委員会”の設置は新たな機能の下で、農業普及体制に不可欠な“農

業普及メカニズムと農業普及資源プールの組み合わせ”を再形成するものであり、

PROETTAPA コンセプト・ペーパーに盛り込まれたこと自体、極めて自然であり、理に

かなった方向性である。現在、MAGA 県事務所関係者、CIAL そして、中央機関関係者

の間において“技術委員会”の設置の必要性が認識されてきたこと自体、PROETTAPA
事業のひとつの大きな成果である。 

 
2) MAGA 県事務所－CIAL－参加市役所（3 県下 9 市） 

2008 年 3 月以来、市自治体の参加が実現されたことは、それまでの PROETTAPA 事業

に実質的な変化をもたらしているが、そのような変化に即応した“技術（協議）委員会”

の設置案がにわかに現実的なものとして関係者間で理解されている。このことは、

PROETTAPA 事業が、新たな社会運営体制に整合した普及システムの形成をめざした試

みであることを明確な形に示すことであり、重要な一歩である。 
 

(3) 結 論 
以上、PROETTAPA 事業の運営における縦関係と横関係を検討したが、縦関係において

は、2002 年の地方分権化政策を通じた市自治体の設置、及び開発審議会制度を通じた地方

開発の推進体制という新たな社会運営体制に対応した機能更新が図られていない、という
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基本的な課題に直面してきたこと、また、横関係ではこれまでの運営努力を通じて

PROETTAPA コンセプト・ペーパーが関係者によって取りまとめられ、上述した“新たな

社会運営体制に対応した”制度・メカニズムがビジョンとして提出され、これまでの具体

的な事業活動を通じて関係者の理解が促進されてきたことに言及した。 
中間レビュー調査団は、報告書の取りまとめを通じていくつかの提言を提出したが、そ

の焦点は、“遅々とはしているが、PROETTAPA 事業の進展や関係者の理解と意識の積極

的な変化を促進する要素として、中央機関である MAGA による政策的支持の表明と具体

的な支援が不可欠であること”である。この MAGA に求められるイニシアティブによっ

て、今後、必要とされる関連組織の更なる機能更新と関連機関間の連携が促進されること

が期待されるが、その内容は既にコンセプト・ペーパーに表現されているのである。 
 

７－２－３ 参加型アプローチあるいはボトムアップ手法の観点から 
従来、農業普及体制に係る課題は、“科学的な技術と資材を投入する配分システム”の未整

備、PRA の実施を通じて把握される“受容メカニズム”の不在やそれらの組み合わせの不備、

あるいは投入資源への過度の傾斜や社会資本を含めた社会的側面への配慮不足などとして把

握されてきた。 
PROETTAPA 事業が想定している農業普及システムは、市自治体とそれによって雇用される

農業普及員を主たるアクターとして設定し、中央政府の出先機関である MAGA 県事務所の職

員が主に市政府に対するファシリテーターとしてかかわり、同じく ICTA/CIAL が必要となる普

及技術資源を提供する支援システムとして機能する、という内容である。これら一連の体制は

中央機関による市自治体への支援・連携関係を主要機能とすることを意味しており、この関係

性のあり方は地方分権政策によって形成された市自治体の自治権を前提にしている2。 
さらに開発審議委員会制度は上述の地方分権制度に対応した中央政府による支援制度であ

る。つまり、村落－市自治体－県のそれぞれのレベルに COCODE（コミュニティ開発審議会3）、

COMUDE（市開発審議会4）、CODEDE（県開発審議会）などの開発審議委員会を設置し、個々

の開発事業計画が下から上へと提出・審議され、 終的には中央政府が手当てする予算によっ

て実施される、“ボトムアップ村落開発計画制度”である。 
今回の中間レビュー調査では開発審議委員会制度を通じて、これまで実施されてきた事業案

件はそのほとんどが農村部の社会経済インフラ（簡易水道、道路など）事業であり、農業案件

が極めて少ないことが明らかであった。関係者によると、①村落住民は農業案件を提案しても

採択される可能性が低いと考えており、可能性の高いインフラ案件を優先している、②農業案

件の村落住民間の公平性には限界がある一方、インフラ案件では公平性を実現しやすい、③会

計操作や支出の透明性確保の観点からインフラ案件が優先されやすい、などがそれらの理由で

あった。このような状況に対して PROETTAPA コンセプト・ペーパーでは、各開発審議委員会

に“農業委員会”を設置し、農業開発案件の優先度を高めることを想定している。 
検討課題は、このような制度設計を通じてどの程度の住民参加が実現され、住民のニーズに

                                                        
2 県は政治単位ではなく、中央政府の出先行政単位、あるいは領域を指す。ちなみに市は政治単位であると同時に行政単位で

あり、したがって、自治体単位である。 
3 村落住民によって選出される委員によって構成される。 
4 COCODE 代表が委員会を構成し、書記が互選で選出される一方、市長が代表を務める。 
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沿った開発資源の配分と開発効果が得られるか、という点である。1997 年から 2002 年の 5 カ

年間の事業期間に実施された「インドネシア・スラウェシ貧困対策支援村落開発計画」での経

験では、インドネシアでも集権体制下で P3MD という参加型村落開発計画手法が導入・運用さ

れていたが、結果は 97％以上の実現事業が社会経済インフラ案件であった。この背景にはイン

フラ案件の実施を通じて発生する資・機材購入プロセスにおいて横領機会が発生すること、そ

して、担当政府職員による横領など、モラルの低さが明らかであった。グアテマラの場合にお

ける事情がいかなるものか、明確ではない。いずれにしても、住民の開発ニーズの発現と事業

化プロセスを歪めている諸事情をどのように排除し得るかが焦点である。 
この基本問題は、マクロ的には当該社会の社会規範のあり方、国民による行政監督権の有無、

民主主義制度の成熟と国民政治意識の発展といった幅広い諸要素に依存し、一方、技術的には

情報公開原則に係る制度の導入が一般的な対応策として考えられている。 
いずれにしても、グアテマラ社会文脈の民主的発展という大きな流れのなかで解決される課

題であり、個別のプロジェクト、例えば、PROETTAPA 事業単独で対応できるものではない。

むしろ、事前と事後を比較しより改善された成果とインパクトの形成に努力する、というのが

基本スタンスである。 
 

＜参考＞ 
プロジェクトの基本パターン 

原則的に 5 カ年という長期に及ぶ時間の流れをプロジェクト目標の達成に向けて管理するに

は、“プロジェクトの基本パターン”を前提に、5 カ年の期間をいくつかの節（フェーズ）に

分け、 終的にプロジェクト目標を達成するための全体計画・シナリオをどのようにプロセス

管理するかに依存する。 
なお、提示した“プロジェクトの基本パターン”の要点は、①当初企画された事業計画は事

前に収集された、限られた情報に基づく仮説計画であること、したがって、仮説計画は事業開

始後に集積される地検情報に立脚した修正あるいは変更がなされなければならず、「仮説検証

期」「実際計画立案期」という時期の設定が不可欠であり、多くの事業経験から一般的には 1
年半以上を要するが、このプロセスの終了時期に「中間レビュー調査」が実施されることが望

ましいこと、その後、実際的な「手法やアプローチの移転期」に移行するが、②明確な「出口

戦略企画期」が設定され企画されることがなければ、意識的な事業終了後の持続発展性に向け

た準備がなされることはないこと、③5 カ年という事業期間における運営のイニシアティブは

前半には JICA 専門家チームが、そして後半には実施機関側が担うことが事業終了後の持続発

展性へ向けた準備パターンであること、 後に、④一般的な開発援助事業の受入国側オーナ

シップ曲線は数年にわたって低位に推移し、その後、「手法やアプローチの移転期」を通じて

徐々に改善し、プロジェクトの意味やその効果に加えて具体的な達成手段への理解と経験の蓄

積がなされるにつれ、速やかな改善がみられること、などである。 
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基本概念２ 

基本計画パターンと事業・担い手の時系列構造 

 
 
７－３ 農業普及団員所感 

７－３－１ はじめに 
PROETTAPA が構築しようとする普及体制が現場において有効に機能するか、またその普及

体制が定着・発展するためには、そのなかを流れる血液＝技術が、常に新鮮で、真に現場ニー

ズに合ったもので満たされる必要がある。 
以下、技術開発（ICTA-CIAL）、技術伝達・指導（市普及員）及び技術受容者（農民）の 3

者をつなぐ技術動向について、事前に入手した情報、普及担当の竹内専門家との面談、訪問し

た現地農民・普及員、営農形態及び作柄などから、グアテマラにおける普及体制構築に向けて、

次のような現状と問題点を把握した。 
 

７－３－２ ICTA-CIAL について 
研究開発業務は農家経営改善・向上に向けた研究主導の革新的・基礎的技術開発と同時に、

普及のためには多様な現地環境に対応した補完技術の確立も求められる（トップダウン式技術

開発）。更に現地ニーズに対応した新たな技術開発も必須で、そのためには研究員は常に現地

試験等を通じ、普及員及び農民との交流が必要である（ボトムアップ式技術開発）。 
ICTA-CIAL は度重なる予算削減で、所内における研究業務を不十分な範囲で維持するのが精

一杯で、現地に赴いての実証試験やこのことを通じての農民ニーズの把握が欠如していたこと

は以下のことから十分推察された。 
①2009 年度、所内圃場の維持管理が困難なため、一般圃場の半数を PROETTAPA の市普及員

研修のための展示・実習用圃場に提供、②所員 16 名のうち当初 4 名でスタートしたプロジェ

クト C/P は現在過半数を超える 10 名となった。③ICTA-CIAL は現地に普及する技術の蓄積が
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十分あるという前提でプロジェクトは発足したが、2008 年の 3 県 9 市 44 カ所におけるトウモ

ロコシの実証展示圃の結果は、ICTA-CIAL の推奨する品種・栽培法が、現地在来種・慣行栽培

に対する優位性を必ずしも明らかにできなかった。④推奨した改良品種は品質的に在来種に替

わるものではなかった地区もある。⑤高収益・付加価値が期待されるハウストマト、新規露地

野菜（薬草含む）、バレイショ種薯生産、有機農業等々の新たな実証展示圃活動が要望され、

2009 年に取り組み開始等々、⑥ICTA-CIAL は現場ニーズに対応した技術開発が遅れている（竹

内専門家 談）。 
しかし、日本人専門家と C/P との信頼関係は緊密のようであり、プロジェクトが必要とする

これら農民ニーズに対する技術開発も乏しい予算のなか、徐々にではあるが増えている。 
さらに、このプロジェクトの鍵のひとつとなる市普及員の養成にあたっては、プロジェクト

の支援の下、当国唯一の研修機関としての役割も担っており、日本人専門家の助言を受け、普

及員として要求される農業技術から農家経済、農村開発等まで、58 カリキュラムの多岐にわた

る研修を実施し、具体的内容については十分には把握できないものの日本における普及員研修

に遜色ないカリキュラムと判断された。 
以上のように農民ニーズに合った技術開発や普及員養成研修体制はほぼ整いつつあると判

断されるが、内容を充実させるためには、ICTA-CIAL に対する MAGA の継続した十分な予算

措置が必要である。 
 

７－３－３ 市農業普及員制度について 
PROETTAPA が発足して、当初予定した MAGA 県レベルの普及員の実働的な活動が期待で

きないことから、PROETTAPA の現地実証展示圃設置を希望する市に対し、市予算による 2 名

の普及員を採用することを条件とした。 
乏しい市予算から新たに 2 名の普及員を雇用することは大きな負担（雇用効果が未知）にな

るとして参加をためらう市が多いなか、3 県 9 市（1 市は 2008 年のみで、2009 年度は効果不足、

財政難から離脱、2009 年は 8 市）が各 2 名の普及員を雇用し、計 18 名の普及員が誕生した。 
彼らは市普及員として採用されたというだけで、農業経験や農業知識が十分ではない人たち

が多く、極端な場合は「読み書き」能力に欠ける者もいるという話である。この人たちの普及

員としての資質を高めるために、前記 ICTA-CIAL で精力的に研修を続けている（理論と実践）。 
市普及員は ICTA-CIAL の開発技術を現地農民に指導・実践させ、かつ農民ニーズと市当局あ

るいは ICTA-CIAL の研究方向に対しアドバイスする重要なパイプ役、あるいは農民グループの

組織化まで担う極めて重要なポストである。 
この市普及員制度の課題は、給与が 200 ドル/月程度の低給であるため途中離職する者が多い

こと、かなり綿密に計画された研修カリキュラムと実践であるが、その研修内容がどれだけ彼

らに吸収され、普及員としての資質が満たされたかに、懸念が残る。 
彼らの実力を知る一例であるが、9 月 10 日 Solola 県の実証展示圃で付加価値の高い種薯栽培

をしているグループを訪問し、それを指導している 2 名の市普及員の話を聞く機会があった。

種薯栽培が有利と聞くが、一般栽培と異なる栽培方法ですか？という質問に対し、採用 1 年目

の普及員は同じと答え、2 年目の普及員は圃場でウイルスにかかった株は除去すると答えた。

正式には、認証種子として流通させるには MAGA に事前申請し、無病種薯を ICTA-CIAL から

購入し、定められた耕種法で栽培し、圃場での発病がないことの検定を受けなければならない
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ということである。 
以上の事例からすべてとはいえないが、普及員の実力には懸念が残る。今後の更なる研修と

自己研鑽が必要である。 
しかし、多くの場合、同じ言語を話す彼らに対する農民の信頼感は高く、普及員もやる気が

見られ、更なる進展を期待する。また、展示栽培作物（視察の中心はトマト）は収穫期には至っ

ていないもののいずれも病害虫の発生はなく、立派なものであった。トマト栽培については

ICTA-CIAL に技術の蓄積があり、普及員用に栽培マニュアルも作られている。また農民の関心

も非常に高いため、普及員による指導・農家管理がうまく結びついていると感じた。 
残されたプロジェクト期間 2 年あまりの継続研修で市普及員の資質引き上げ、その指導の下、

農民グループの評価が高まり、市行政（市長）への人気が高まることになれば、市普及員の必

要性が再認識され、待遇改善につながろう。将来的には、資質の高い普及員を確保するために

普及員資格試験などの検定を行い、合格した普及員は可能な限り厚遇することも考慮する必要

があろう。 
 

７－３－４ 農民グループについて 
2 市 4 カ所の農民グループの実証展示圃を視察した際の面談にすぎないが、いずれも

PROETTAPA の取り組みに感謝し、普及員への信頼も高いと感じられた。しかし、このプロジェ

クトの普及体制構築が当初めざした自給作物のトウモロコシ、フリホール豆、ソラマメ、バレ

イショ等の生産振興のための栽培法改善では満足せず、より収益性が期待できるハウストマト

栽培、新規露地野菜（薬草含む）、高付加価値のバレイショ種薯栽培、有機栽培等々、新たな

領域に対する支援、指導の要望が強まっていると感じられた。 
このプロジェクトの上位目標は「対象地域の小規模農民の生計が向上する」であり、自給用

のトウモロコシやフリホール豆の安定生産・増収技術は不可欠であるにしても、傾斜地で条件

の悪い 20～40a 程度/戸の耕地で、本プロジェクトでめざしたシステムがうまく機能して 10～
20％の増収技術が定着しても、どれだけ「生計向上」を農家が実感できるのだろうかと考える

とき、農民ニーズも十分理解できた。 
一方、このプロジェクト活動により、現地農民ニーズの的確な吸い上げが可能となり、市当

局が行政サービスの方向転換及び ICTA-CIAL の技術開発の方向づけにつながる正のインパク

トが現れ始めたと高く評価したい。 
 

７－３－５ まとめ 
普及体制の大枠は形づくられ、実際に機能し始めていると判断された。 
しかし、技術開発の ICTA-CIAL⇔市普及員⇔農民グループの 3 者をつなぐパイプはトップダ

ウンの流れとボトムアップの流れで常に満たされていなければならない。そのために、

ICTA-CIAL には技術開発及び普及員の資質向上を図る研修機能の維持のために十分な予算措

置が必要であるにもかかわらず、MAGA からのプロジェクト予算措置は極めて不十分といわざ

るを得ない。 
普及システムでは、普及員は ICTA-CIAL で開発した新技術を農民に伝え、指導し、更に現場

の課題やニーズを研究につなぐ重要なポストであるにもかかわらず、その待遇は低く、定着率

が悪い。プロジェクト期間中に継続研修により、更なる資質向上を図り、その設置効果が農民
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及び市当局に認知され、待遇改善に結びつくことを期待したい。 
普及体制構築という種子は PROETTAPA によって播かれ芽を出した。これが根付き、大きな

枝葉を広げ、大樹に成長するかどうかは、プロジェクトの残り期間で幼木にまで育て上げるこ

と、その後のグアテマラ側の管理いかんにかかっているものと考えられる。 
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タ
ー

ゲ
ッ

ト
グ

ル
ー

プ
：
モ

デ
ル

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

と
周

辺
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
※

4
　

の
小

規
模

農
民

対
象

地
域

：
ケ

ツ
ァ

ル
テ

ナ
ン

ゴ
県

、
ソ

ロ
ラ

県
、

ト
ト

ニ
カ

パ
ン

県

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

期
間

：
2
0
0
6
 -

 2
0
1
1
(5

年
間

）

指
標

の
入

手
手

段

日
本

側 現
地

活
動

費
（
展

示
圃

整
備

、
研

修
・
セ

ミ
ナ

ー
の

実
施

、
資

料
/
教

材
作

成
、

ロ
ー

カ
ル

コ
ン

サ
ル

タ
ン

ト
傭

上
等

）

1
.

１．PDM（Version 1.0）
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日
本

人
専

門
家

配
置

状
況

（
2
0
0
6
.1
0
～

2
0
0
9
.7
末

ま
で
）

年
10

11
12

1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

1
2

3
4

5
6

7
担
当
分
野

31
30

31
31

28
31

30
31

30
31

31
30

31
30

31
31

28
31

30
31

30
31

31
30

31
30

31
31

29
31

30
31

30
31

1
大

原
　
克

之
チ
ー
フ
ア
ド
バ

イ
ザ

ー
9

14

2
間

瀬
　
朝

夫
チ
ー
フ
ア
ド
バ

イ
ザ

ー
27

3
竹

内
　
定

義
農

業
普

及
12

31

4
大

久
保

　
泰

江
業

務
調
整

/参
加
型
開
発

12
6

5
水

野
　
定

敏
業

務
調
整

/研
修

16
31

6
柿

崎
　
芳

明
参

加
型

社
会

調
査

手
法

30
27

20
06

20
07

20
08

日
本
人
専
門
家

長
期
専
門
家

20
09

２．日本人専門家の配置
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1
）
本
邦
研
修

研
修

員
氏

名
所

属
研

修
分

野
研
修
期
間

研
修
先

1
Le

on
el

 E
st

eb
an

 M
on

te
rr

os
o

IC
TA

-C
IA

L
参

加
型

農
村

開
発

20
07

.0
1.

26
  ～

  2
00

7.
02

.1
8

JI
C

A
 筑

波
国
際
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

2
O

sb
el

i B
ar

rio
s

M
A

G
A

 ﾄ
ﾄ
ﾆ
ｶ
ﾊ
ﾟ
ﾝ
事
務

所
普

及
員

参
加

型
農

村
開

発
20

07
.0

1.
26

  ～
  2

00
7.

02
.1

8
JI

C
A

 筑
波
国
際
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

3
Se

rg
io

 E
sc

ob
ar

 
M

A
G

A
ｹ
ﾂ
ｧ
ﾙ
ﾃ
ﾅ
ﾝ
ｺ
ﾞ
事

務
所

参
加

型
農

村
開

発
20

07
.0

1.
26

  ～
  2

00
7.

02
.1

8
JI

C
A

 筑
波
国
際
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

4
D

an
ilo

 G
on

za
le

s
M

A
G

A
参

加
型

農
村

開
発

20
07

.0
1.

26
  ～

  2
00

7.
02

.1
8

JI
C

A
 筑

波
国
際
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

5
Jo

se
fin

a 
N

oj
W

aq
xa

qi
b　

B
at

z　
So

ci
ed

ad
 C

iv
il

（
O

N
G

)
中

米
･
カ

リ
ブ

地
域

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

構
築

集
団

研
修

　
参

加
型

農
村
開

発
20

07
.1

0.
14

  ～
  2

00
7.

12
.1

9
Pa

na
m

a・
JI

C
A
筑
波
国
際
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

6
C

el
ia

 G
uz

m
an

 G
ar

cí
a 

de
 R

od
as

C
U

N
O

C　
(T

ra
ba

jo
 S

oc
ia

l)
中

米
･
カ

リ
ブ

地
域

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

構
築

集
団

研
修

　
参

加
型

農
村
開

発
20

07
.1

0.
14

  ～
  2

00
7.

12
.1

9
Pa

na
m

a・
JI

C
A
筑
波
国
際
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

7
H

en
ry

 M
is

ae
l V

as
qu

ez
 A

ju
M

A
G

A
 ｿ
ﾛ
ﾗ
事

務
所

PL
SD

20
07

.0
1.

29
  ～

  2
00

7.
03

.2
4

JI
C

A
中
部
国
際
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

8
El

m
er

 A
de

ls
o 

Es
tra

da
 N

av
ar

ro
IC

TA
-C

IA
L

小
規

模
農

民
の

た
め

の
有

機
農

業
普

及
手

法
20

07
.0

6.
18

  ～
  2

00
7.

10
.0

5
C

os
ta

 R
ic

a・
JI

C
A
筑
波
国
際
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

1
To

m
ás

 S
ilv

es
tre

 G
ar

cí
a

C
IA

L　
D

ire
ct

or
都

市
農

業
の

活
動

計
画

策
定

の
た

め
の

PL
SD

研
修

20
07

.0
5.

28
  ～

  2
00

7.
06

.0
6

C
ol

om
bi

a,
B

og
ot

a

2
H

en
ry

 M
is

ae
l V

as
qu

ez
 A

jú
M

A
G

A
 S

ol
ol

a
都

市
農

業
の

活
動

計
画

策
定

の
た

め
の

PL
SD

研
修

20
07

.0
5.

28
  ～

  2
00

7.
06

.0
6

C
ol

om
bi

a,
B

og
ot

a

3
R

af
ae

l V
ill

at
or

o 
G

ar
cí

a
M

A
G

A
 S

ol
ol

a
都

市
農

業
の

活
動

計
画

策
定

の
た

め
の

PL
SD

研
修

20
07

.0
5.

28
  ～

  2
00

7.
06

.0
6

C
ol

om
bi

a,
B

og
ot

a

4
Se

rg
io

 E
sc

ob
ar

M
A

G
A
　

Q
ue

tz
al

te
na

ng
o

都
市

農
業

の
活

動
計

画
策

定
の

た
め

の
PL

SD
研

修
20

07
.0

5.
28

  ～
  2

00
7.

06
.0

6
C

ol
om

bi
a,

B
og

ot
a

5
To

m
ás

 S
ilv

es
tre

 G
ar

cí
a

IC
TA

-C
IA

L　
D

ire
ct

or
PL

SD
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

研
修

20
08

.0
1.

20
  ～

  2
00

8.
01

.2
4

C
ol

om
bi

a,
B

og
ot

a

6
Ju

an
 A

lfr
ed

o 
B

ol
añ

os
 G

on
zá

le
z

M
A

G
A
　

Q
ue

tz
al

te
na

ng
o

PL
SD

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
研

修
20

08
.0

1.
20

  ～
  2

00
8.

01
.2

4
C

ol
om

bi
a,

B
og

ot
a

7
H

en
ry

 M
is

ae
l V

as
qu

ez
 A

jú
M

A
G

A
　

So
lo

la
PL

SD
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

研
修

20
08

.0
1.

20
  ～

  2
00

8.
01

.2
4

C
ol

om
bi

a,
B

og
ot

a

8
M

ar
io

 E
st

ua
rd

o 
C

as
til

lo
 A

nz
ue

to
C

U
N

O
C

チ
ア

パ
ス

と
グ

ア
テ

マ
ラ

間
 JI

C
A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

普
及

に
関

す
る
情

報
交

換
　

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
20

08
.0

3.
05

  ～
  2

00
8.

03
.0

8
Ta

pa
ch

ul
a 

C
hi

ap
as

, M
éx

ic
o

9
N

oh
em

í F
lo

rin
da

 D
ia

z
M

A
G

A
　

Q
ue

tz
al

te
na

ng
o

チ
ア

パ
ス

と
グ

ア
テ

マ
ラ

間
 JI

C
A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

普
及

に
関

す
る
情

報
交

換
　

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
20

08
.0

3.
05

  ～
  2

00
8.

03
.0

8
Ta

pa
ch

ul
a 

C
hi

ap
as

, M
éx

ic
o

10
Le

on
el

 E
st

eb
an

 M
on

te
rr

os
o

IC
TA

-C
IA

L
チ

ア
パ

ス
と

グ
ア

テ
マ

ラ
間

 JI
C

A
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

普
及

に
関

す
る
情

報
交

換
　

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
20

08
.0

3.
05

  ～
  2

00
8.

03
.0

8
Ta

pa
ch

ul
a 

C
hi

ap
as

, M
éx

ic
o

2
）
第
三
国
研
修

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

本
邦

研
修

及
び

第
三

国
研

修
３．日本及び第三国におけるカウンターパート研修
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物品名称 規格・品番 金額 事務所名
稼働
状況

取得日

車両
Camionetilla 
車両
Camionetilla 
車両
Pick-Up
マルチコピー機
Marti-Fotocopiadora
マルチコピー機
Marti-Fotocopiadora
ノートパソコン
Computadora portatil
ノートパソコン
Computadora portatil
ノートパソコン
Computadora portatil
ノートパソコン
Computadora portatil
ノートパソコン
Computadora portatil
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
モーターバイク
Motorbike
トラクター
Tractor
ロータリー
Rotavator
草刈機
Chapeadora
プラウ
Arado
プロジェクター
Cañonera
スクリーン（三脚付き）
Pantalla con tripode
デスクトップパソコン
Computadora de mesa
ラジオ機器
Radio de comunicacion
ラジオ機器
Radio de comunicacion
ラジオ機器
Radio de comunicacion
ラジオ機器
Radio de comunicacion

2007-01-03

2007-01-04

2009-03-25

2009-03-25

2007-01-01

2007-01-02

2009-03-25

2009-03-25

2009-03-25

2009-03-25

2008-08-22

2008-08-22

2008-08-19

2009-03-25

2008-08-22

2008-08-22

2008-08-22

2008-08-22

2008-08-22

2008-08-22

2008-08-22

2008-08-22

2007-03-01

2007-03-01

2007-03-01

2007-03-01

2007-03-01

2007-03-01

2007-03-01

2007-03-01

Nulo

Nulo

2008-09-01

2007-02-01

2007-02-01

2007-02-01

2007-02-01

2007-02-01

2007-03-01

2007-03-01

Alta

Alta

Baja

Nulo

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

Alta

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ車両(Nativa)

MAGA Xela内ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事務所

MAGA Xela

MAGA Xela

MAGA Xela

ICTA-CIAL

ICTA-CIAL

ICTA-CIAL

ICTA-CIAL

ICTA-CIAL

ICTA-CIAL

MAGA Xela内ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事務所

ICTA内ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事務所

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ車両(Montero)

Santa Maria Chiquimula

Concepcion Chiquirichapa

Cantel

MAGA Xela

Santa Lucia Utatlan

San Andres Semetabaj

San Jose Chacaya

Totonicapan

Sta Lucia Utatlan市役所

San Jose Chacaya市役所

San Andres Semestebaj市役所

Momostenango 2

Momostenango市役所

Totonicapan市役所

Cantel市役所

Concepcion Chiquirichapa市役所

MAGA Solola

ICTA内ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事務所

Cabrican市役所

Sta. Maria Chiquimura市役所

MAGA Xela内ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事務所

MAGA Xela内ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事務所

ICTA CIAL

MAGA Totonicapan

Q3,035.00

Q3,035.00

$1,341.00

Q5,610.00

Q5,610.00

$1,344.00

$1,344.00

$1,344.00

$1,344.00

$1,344.00

$1,344.00

$1,344.00

$1,344.00

$2,883.93

$2,883.93

$1,344.00

$1,344.00

$2,883.93

$2,883.93

$2,883.93

$2,883.93

$2,883.93

$2,883.93

$2,883.93

$2,883.93

$883.87

$883.87

$883.87

$883.87

Minorta EM-200

Minorta EM-201

Minorta EM-202

Minorta EM-203

AFCLA 4discos de 28"

CPU:Dual-Core E2200   VISTA

YAMAHA YBR122

NEW HOLLANDO TT7514

MEC-RUL ERP 200B

RHINO TW60 HD

YAMAHA YBR125

YAMAHA YBR125

YAMAHA YBR125

YAMAHA YBR125

YAMAHA YBR125

YAMAHA YBR125

YAMAHA YBR125

YAMAHA YBR125

YAMAHA AG200

YAMAHA AG200

YAMAHA YBR125

YAMAHA YBR125

YAMAHA AG200

YAMAHA AG200

YAMAHA AG200

YAMAHA AG200

YAMAHA AG200

YAMAHA AG200

YAMAHA AG200

YAMAHA AG200

HP 501

HP 502

HP 503

HP 504

Q56,964.29Minoruta　bizhub c250

Minoruta　bizhub c250

HP 500

Q56,964.29

$883.87

ICTA CIAL, 駐車場 Nulo 2007-03-01

2006-12-01AltaMAGA Xela内ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事務所

$21,894.32Mitsubishi　NATIVA GLS

Mitsubishi　L200 GLX 4WD $19,129.64

2007-01-01

2007-01-01AltaMAGA Xela, 駐車場

Mitsubishi　Montero $30,761.91 MAGA Xela, 駐車場 Alta

４．日本側供与機材
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10
11

12
1

2
3

4
5

6
7

8
9

10
11

12
1

2
3

4
5

6
7

8
9

10
11

12
1

2
3

4
5

6
7

31
30

31
31

28
31

30
31

30
31

31
30

31
30

31
31

28
31

30
31

30
31

31
30

31
30

31
31

29
31

30
31

30
31

ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｼ
ﾞ
ｪ
ｸ
ﾄ
ﾀ
ﾞ
ｲ
ﾚ
ｸ
ﾀ
ｰ

/M
A

G
A
次

官
（

'0
61

0 
～

'0
70

3）
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｼ
ﾞ
ｪ
ｸ
ﾄ
ﾀ
ﾞ
ｲ
ﾚ
ｸ
ﾀ
ｰ

/M
A

G
A
次

官
（

'0
70

3 
～

'0
80

1）
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｼ
ﾞ
ｪ
ｸ
ﾄ
ﾀ
ﾞ
ｲ
ﾚ
ｸ
ﾀ
ｰ

/M
A

G
A
次

官
（

'0
80

1 
～

'0
90

3）
*

ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｼ
ﾞ
ｪ
ｸ
ﾄ
ﾀ
ﾞ
ｲ
ﾚ
ｸ
ﾀ
ｰ

/M
A

G
A
次

官
（

'0
90

3 
～

）

副
ﾀ
ﾞ
ｲ
ﾚ
ｸ
ﾀ
ｰ

/M
A

G
A

 U
O

R（
*2
）

調
整

官
（

'0
61

0～
'0

80
1）

*
副

ﾀ
ﾞ
ｲ
ﾚ
ｸ
ﾀ
ｰ

/M
A

G
A

 U
O

R調
整

官
（

'0
80

2～
）

副
ﾀ
ﾞ
ｲ
ﾚ
ｸ
ﾀ
ｰ

/IC
TA

総
裁

（
'0

61
0～

'0
71

0）

*
副

ﾀ
ﾞ
ｲ
ﾚ
ｸ
ﾀ
ｰ

/IC
TA

総
裁

（
'0

71
0～

）

*
ｺ
ｰ
ﾃ
ﾞ
ｨ
ﾈ
ｰ
ﾀ
（

'0
70

8～
）

*
IC

TA
 C

IA
L（

'0
61

0～
）

C
IA

L所
長

*
IC

TA
 C

IA
L（

'0
61

0～
）

*
IC

TA
 C

IA
L（

'0
61

0～
）

*
IC

TA
 C

IA
L（

'0
61

0～
）

*
IC

TA
 C

IA
L（

'0
80

2～
）

*
IC

TA
 C

IA
L（

'0
70

5～
）

*
IC

TA
 C

IA
L（

'0
70

5～
）

*
IC

TA
 C

IA
L（

'0
70

5～
）

*
IC

TA
 C

IA
L（

'0
70

5～
）

*
IC

TA
 C

IA
L（

'0
70

5～
）

*
IC

TA
 C

IA
L（

'0
70

5～
）

*
IC

TA
 C

IA
L（

'0
70

5～
）

*
IC

TA
 C

IA
L（

'0
70

5～
）

*
Ju

lio
 F

ra
nc

o
IC

TA
 C

IA
L（

'0
61

0～
）

注
1：

氏
名

の
前

の
*は

20
09

年
7月

末
現

在
で

在
籍

し
て

い
る

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

注
2：

農
牧

省
地

方
事

業
局

Li
c.

 Z
oo

te
c.

 Jo
se
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2
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5
-
2
　

グ
ア

テ
マ

ラ
側

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

配
置

状
況

（
2
0
0
6
.1

0
～

2
0
0
9
.7

末
ま

で
）
　

(2
）
 対

象
3
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7
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7
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ﾂ
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ﾙ
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ﾅ
ﾝ
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ﾞ
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0～
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ﾂ
ｧ
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ﾅ
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ﾞ
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'0
80

2）

*
M
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 ｹ
ﾂ
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ﾅ
ﾝ
ｺ
ﾞ
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ﾂ
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ﾞ
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 ｹ
ﾂ
ｧ
ﾙ
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ﾅ
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ｺ
ﾞ
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（
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A

G
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 ｹ
ﾂ
ｧ
ﾙ
ﾃ
ﾅ
ﾝ
ｺ
ﾞ
県
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0～

'0
80

3）

*
M

A
G
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 ｹ
ﾂ
ｧ
ﾙ
ﾃ
ﾅ
ﾝ
ｺ
ﾞ
県

（
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90
2～

）

M
A

G
A

 ｹ
ﾂ
ｧ
ﾙ
ﾃ
ﾅ
ﾝ
ｺ
ﾞ
県

（
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0～
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 ｹ
ﾂ
ｧ
ﾙ
ﾃ
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ｺ
ﾞ
県
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61
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）
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M
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G

A
 ｹ
ﾂ
ｧ
ﾙ
ﾃ
ﾅ
ﾝ
ｺ
ﾞ
県

（
'0

61
0～
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M
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G
A

 ﾄ
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ﾊ
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県
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ﾊ
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ﾊ
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ﾊ
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ﾝ
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C
/P

 '0
90

3～
）

'0
90

3よ
り

調
整

官

M
A

G
A

 ﾄ
ﾄ
ﾆ
ｶ
ﾊ
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-
3
　

市
役

所
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及
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置
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末
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 イ
タ

リ
ッ

ク
字

体
は

既
に

離
職

し
た

普
及

員

10
11

12
1

2
3

4
5

6
7

8
9

10
11

12
1

2
3

4
5

6
7

8
9

10
11

12
1

2
3

4
5

6
7

31
30

31
31

28
31

30
31

30
31

31
30

31
30

31
31

28
31

30
31

30
31

31
30

31
30

31
31

29
31

30
31

30
31

1
（

'0
80

21
8 

 ～
）

　
C

on
ce

pc
ió

n 
C

hi
qu

iri
ch

ap
a

2
（

'0
80

21
8 

 ～
）

　
C

on
ce

pc
ió

n 
C

hi
qu

iri
ch

ap
a

3
（

'0
80

21
8 

 ～
）

　
C

an
te

l

4
（

'0
80

21
8 

 ～
）

　
C

an
te

l

5
（

'0
80

21
8 

 ～
'0

81
23

0）
 C

ab
ric

an

6
（

'0
80

21
8 

 ～
'0

81
23

0）
 C

ab
ric

an

1
（

'0
80

21
8 

 ～
）

　
Sa

nt
a 

M
ar

ía
 C

hi
qu

im
ul

a

2
（

'0
80

21
8 

 ～
）

　
Sa

nt
a 

M
ar

ía
 C

hi
qu

im
ul

a

3
（

'0
80

21
8 

 ～
'0

80
43

0）
　

M
om

os
te

na
ng

o

4
（

'0
80

50
2 

 ～
'0

90
43

0）
　

M
om

os
te

na
ng

o

5
（

'0
80

21
8 

 ～
'0

90
63

0）
　

M
om

os
te

na
ng

o

6
（

'0
80

50
2 

 ～
）

　
M

om
os

te
na

ng
o

7
（

'0
90

72
1 

 ～
）

　
M

om
os

te
na

ng
o

8
（

'0
80

21
8 

 ～
'0

80
22

5）
　

To
to

ni
ca

pá
n

9
（

'0
80

21
8 

 ～
）

　
To

to
ni

ca
pá

n

10
（

'0
90

30
1 

 ～
）

　
To

to
ni

ca
pá

n

1
（

'0
80

21
8 

 ～
'0

80
33

1 
）
　

Sa
nt

a 
Lu

cí
a 

U
ta

tlá
n

2
（

'0
80

21
8 

 ～
'0

80
33

1 
）
　

Sa
nt

a 
Lu

cí
a 

U
ta

tlá
n

3
（

'0
80

41
5 

 ～
'0

90
43

0 
）
　

Sa
nt

a 
Lu

cí
a 

U
ta

tlá
n

4
（

'0
80

41
5 

 ～
 ）
　

Sa
nt

a 
Lu

cí
a 

U
ta

tlá
n

5
（

'0
90

50
2 

 ～
 ）
　

Sa
nt

a 
Lu

cí
a 

U
ta

tlá
n

6
（

'0
80

21
8 

 ～
 ）
　

Sa
n 

Jo
sé

 C
ha

ca
yá

7
（

'0
80

21
8 

 ～
 ）
　

Sa
n 

Jo
sé

 C
ha

ca
yá

8
（

'0
80

21
8 

 ～
'0

80
53

1 
）
　

Sn
. A

nd
ré

s S
em

et
ab

aj

9
Fr

an
ci

sc
o 

Le
on

el
 M

at
zá

r M
or

al
es

（
'0

80
21

8 
 ～

 ）
　

Sn
. A

nd
ré

s S
em

et
ab

aj

10
（

'0
80

21
8 

 ～
'0

90
13

1 
）
　

Sn
. A

nd
ré

s S
em

et
ab

aj

11
（

'0
90

20
1 

 ～
 ）
　

Sn
. A

nd
ré

s S
em

et
ab

aj

20
06

20
07

20
08

20
09

グ
ア

テ
マ

ラ
側

C
/P

C
al

vi
n 

Te
re

x 
C

or
ox

om

Sa
nt

os
 R

am
ir

o 
Jo

j D
ía

z

ｹ
ﾂ
ｧ
ﾙ
ﾃ
ﾅ
ﾝ
ｺ
ﾞ
県

3市

ｿ
ﾛ
ﾗ
県

3市

O
rl

an
do

 H
or

ac
io

 P
el

ic
ó

D
en

ny
 Iv

an
 U

s O
ch

oa

G
on

za
lo

 A
be

l L
óp

ez

ﾄ
ﾄ
ﾆ
ｶ
ﾊ
ﾟ
ﾝ
県

3市

M
ig

ue
l L

or
en

zo
 Ix

co
te

ya
c 

Im
ul

Lu
is

 P
ér

ez
 C

ol
op

D
an

ie
l E

lía
s S

oc
 C

hi
ro

y

K
ar

la
 V

io
le

ta
 V

ás
qu

ez
 Y

ac

市
役

所
普

及
員

Ju
an

 S
am

 C
hu

c

El
vi

n 
Ro

la
nd

o 
Ya

c

Se
ba

st
iá

n 
C

ac
 P

ú

Ju
lio

 F
ra

nc
is

co
 V

ar
ga

s

Jo
el

 H
er

ná
nd

ez
 P

ér
ez

Za
ca

ría
s A

gu
ila

r C
ab

re
ra

Fa
vi

an
 S

ac
uj

 C
or

ox
om

R
ob

er
to

 S
an

tia
go

 T
un

ay
 C

há
ve

z

W
ui

lli
an

s E
m

m
an

ue
l G

ut
ie

rr
ez

G
ar

cí
a

Ja
iro

 G
am

al
ie

l H
ac

m
on

i
M

al
do

na
do

 A
lv

ar
ez

W
ilf

ar
 E

le
az

ar
 C

ut
z 

C
am

ar
ro

Jo
rg

e 
Lu

is
 X

ita
m

ul
 A

jú

G
us

ta
vo

 A
do

lfo
 C

or
ux

un

Jo
sé

 O
rla

nd
o 

Y
ac

O
sc

ar
 A

m
br

oc
io

Ed
w

in
 Ju

an
 C

ar
lo

s 

Yo
va

ni
 P

er
ez

 Z
ár

at
e

年

担
当

分
野

■

－49－



活
動
実
績

P
R
O
E
T
T
A
P
A
の

計
画
作
成
、
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
、

評
価
を
行
う

● ● ●

1
-
2
パ
イ
ロ
ッ
ト
集

落
を
選
定
す
る

1
-
3
パ
イ
ロ
ッ
ト
集

落
の
農
業
振
興

活
動
を
支
援
す

る

● ● ●

1
-
4
ム
ニ
シ
パ
リ

テ
ィ
の
農
業
普

及
計
画
作
成
を

支
援
す
る

1
-
5
県
の
農
業
普
及

活
動
を
調
整
す

る

2
0
0
8
年
は
、
2
月
下
旬
に
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
播
種
を

始
め

る
地

域
が

あ
っ

た
こ

と
、

及
び

、
市

役
所

普
及

員
研

修
の

開
始

直
後

と
い

う
事

情
の

た
め

、
普

及
活

動
の

端
緒

を
開

く
こ

と
を

主
目

的
に

技
術

支
援

を
行

っ
た

。
2
0
0
8
年

3
月

～
5
月

の
4
4
カ
所
の
展
示
圃
活
動
を
実
施
し
た
。
ま
た
、

周
辺

農
家

を
主

対
象

と
し

た
現

場
技

術
検

討
会

が
、

各
地

で
実

施
さ

れ
た

。
2
0
0
9
年

か
ら

は
、

基
礎

穀
類

に
加

え
て

、
よ

り
多

様
な

作
目

に
つ

い
て

支
援

の
予

定
で

あ
る

。
活
動
の
進
捗
は
、
M
A
G
A
の
C
/
P
が
手
当
て
の
問
題
で

本
格

的
に

現
場

活
動

に
関

与
し

て
お

ら
ず

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
側

の
人

員
不

足
が

原
因

と
な

っ
て

予
定

に
対

し
て

遅
れ

て
い

る
。

こ
の

た
め

、
M
A
G
A
と

協
議

し
て

、
改

め
て

C
/
P
人

員
と

業
務
分
担
程
度
の
確
認
を
行
い
、
新
た
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
予

算
か

ら
3
名

の
技

術
者

を
雇

用
し

て
、

各
県

の
現

場
業

務
を

担
当

さ
せ

る
こ

と
に

な
っ

た
。

(
1
)
 
農
業
振
興
計
画
の
策
定

2
0
0
8
年
及
び
2
0
0
9
年
の
活
動
に
つ
い
て
(
関
係
者

間
で

)
合

意
が

形
成

さ
れ

た
(
こ

の
活

動
に

つ
い

て
は

、
こ

の
部

分
は

、
集

落
の

農
業

振
興

計
画

と
い

う
よ

り
は

、
農

業
振

興
に

関
す

る
優

先
分

野
の

特
定

と
し

た
方

が
実

情
に

適
し

て
い

る
と
思
わ
れ
る
)
。

(
2
)
 
農
業
振
興
活
動
実
施
の
支
援

(
3
)
 
農
業
振
興
活
動
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
評
価

2
0
0
9
年
1
月
～
2
月
に
、
3
県
の
技
術
検
討
会
に
つ
い

て
の

報
告

書
が

提
出

さ
れ

た
。

収
量

等
に

つ
い

て
は

一
部

分
が

提
出

さ
れ

た
。

ま
た

、
市

役
所

普
及

員
か

ら
展

示
圃

に
関

す
る

デ
ー

タ
及

び
報

告
書

が
提

出
さ

れ
た

。

1
-
1

活
動
項
目

実
　

績

C
/
P
に
よ
る
参
加
型
の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
実
施

し
、

P
O
を

作
成

し
た

。
2
0
0
7
年

の
6
月

に
一

部
を

修
正

し
、

2
0
0
7
年

7
月

に
P
O
を

確
定

。
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
報
告
書
(
運
営
総
括
表
）
を
半

期
ご

と
に

、
こ

れ
ま

で
4
回

提
出

し
た

(
西

語
の

報
告

書
の

提
出

は
遅

れ
て

い
る

が
、

2
0
0
8
年

度
活

動
の

報
告

と
2
0
0
9
年

の
活

動
計

画
に

つ
い

て
は

、
合

同
調

整
委

員
会

(
J
C
C
)
に

提
出

済
み
。
ま
た
、
2
0
0
9
年
4
月
よ
り
、
グ
ア
テ
マ
ラ

側
の

予
算

で
3
名

の
技

術
者

が
雇

用
さ

れ
る

こ
と

に
な

り
、

西
語

の
報

告
書

作
成

が
容

易
に

な
る

予
定

）
。

2
0
0
9
年
3
月
に
2
回
目
の
J
C
C
を
開
催
し
、
2
0
0
8
年

活
動

報
告

及
び

2
0
0
9
年

活
動

計
画

が
承

認
さ

れ
た

。

(
1
)
 
選
定
基
準
の
作
成

2
0
0
7
年
9
月
か
ら
1
0
月
に
か
け

て
、

C
/
P
と

の
協

議
に

よ
っ

て
対

象
ム

ニ
シ

パ
リ

テ
ィ

及
び

パ
イ

ロ
ッ

ト
集

落
選

定
基

準
が

作
成

さ
れ

た
。

ム
ニ

シ
パ

リ
テ

ィ
に

つ
い

て
は

①
海

抜
1
,
5
0
0
m
以

上
、

②
市

長
の

農
業

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

へ
の

熱
意
、
③
C
O
U
M
D
E
の
設
置
状
況
、
④
農
業
活
動
に
か

か
わ

る
地

域
組

織
の

有
無

、
集

落
に

つ
い

て
は

①
集

落
に

潜
在

的
な

紛
争

が
な

い
、

②
農

業
が

主
な

経
済

活
動

で
あ

る
こ

と
、

③
C
O
C
O
D
E
が

設
置

さ
れ

て
い

る
、

④
援

助
組

織
が

入
っ

て
い
な
い
こ
と
、
⑤
経
年
で
活
動
が
可
能
（
ア
ク
セ
ス

で
き

る
）

。
連
携
市
役
所
を
選
定
す
る
際
に
は
、
市
長
が
プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
と

協
働

し
て

農
業

普
及

を
実

施
す

る
意

思
を

持
っ

て
い

る
こ

と
が

最
重

要
な

要
件
と

し
て

設
定

さ
れ

た
。

2
0
0
7
年
1
2
月
か
ら
、
9
市
及
び
候
補
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

の
リ

ス
ト

が
作

成
さ

れ
た

。
2
0
0
7
年

の
選

挙
に

よ
っ

て
当

選
し

た
市

長
と

交
渉

し
、

農
業

普
及

事
業

を
協

働
し

て
実

施
す

る
こ

と
に

賛
同

し
た

9
市

が
選

定
さ

れ
た

。
9
市

は
市

予
算

で
2

名
の
農
業
普
及
員
を
雇
用
す
る
こ
と
が
条
件
。

(
2
)
 
パ
イ
ロ
ッ
ト
集
落
の
基
礎
調
査

2
0
0
7
年
1
1
月
に
パ
イ
ロ
ッ
ト
集
落
の
実
態
調
査
が

実
施

さ
れ

た
。

ケ
ツ

ァ
ル

テ
ナ

ン
ゴ

2
0
カ

所
、

ト
ト

ニ
カ

パ
ン

、
ソ

ロ
ラ

は
そ

れ
ぞ

れ
2
1
カ
所

、
合

計
6
1
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
で

農
業

、
組

織
、

市
場

等
の

基
礎

調
査

を
実

施
。

こ
の

結
果

、
農
業
分
野
に
つ
い
て
は
情
報
が
整
理
さ
れ
た
。
一
方

、
組

織
の

情
報

が
未

分
析

と
な

っ
て

い
る

。
担

当
専

門
家

の
病

気
発

症
に

よ
る

業
務

の
遅
延

や
、

社
会

分
野

系
の

C
/
P
が

少
な

い
こ

と
も

原
因

の
ひ

と
つ

。
(
3
)
 
パ
イ
ロ
ッ
ト
集
落
の
選
定

2
0
0
7
年
1
2
月
に
パ
イ
ロ
ッ
ト
集
落
(
合
計
5
4
カ
所

）
が

9
市

、
6
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
か

ら
選

定
さ

れ
た

。
(
4
)
 
ベ
ー
ス
ラ
イ
ン
調
査

2
0
0
9
年
の
3
月
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
及
び
成
果

に
関

す
る

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

調
査

を
実

施
し

た
。

2
0
0
8
年
3
月
～
5
月
の
展
示
圃
設
置
(
4
4
カ
所
)
、

2
0
0
9
年

1
月

～
現

在
、

各
種

活
動

、
2
0
0
8
年

の
基

礎
穀

類
展

示
圃

活
動

を
実

施
す

る
際

に
、
市

役
所

普
及

員
が

農
民

と
打

ち
合

わ
せ

て
、

農
民

グ
ル

ー
プ

編
成

、
栽

培
、

現
場

検
討

会
等

を
計
画
し
た
。
2
0
0
9
年
に
は
市
役
所
、
普
及
員

、
農

民
に

よ
っ

て
農

業
普

及
活

動
計

画
が

立
案

さ
れ

た
。

農
民
グ
ル
ー
プ
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
活
動
を
行

う
際

、
各

地
の

C
O
C
O
D
E
の

承
認

を
得

て
い

る
。

グ
ル

ー
プ

内
で

は
活

動
内

容
に

つ
い

て
の

合
意

が
形

成
さ

れ
て

い
る

。
2
0
0
9
年
の
農
業
普
及
活
動
計
画
案
を
作
成
す
る

際
に

は
、

市
役

所
の

普
及

員
に

よ
っ

て
各

地
の

C
O
C
O
D
E
の

考
え

方
が

反
映

さ
れ

た
。

(
1
）
農
業
普
及
計
画
案
作
成
支
援

2
0
0
9
年

の
1
月

下
旬

に
市

役
所

農
業

普
及

計
画

素
案

が
作

成
さ

れ
た

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

事
前

に
準

備
し

た
書

式
を

使
用

し
て

各
市

が
作

成
し

た
農

業
普

及
計

画
案

を
基

に
、

市
役

所
計

画
部

署
責

任
者

と
農

業
普

及
員

が
集

ま
っ

て
、

2
0
0
9
年
の
1
月
下
旬
に
2
回
の
打
合
せ
を
行
っ
て
作

成
。

今
後

、
M
A
G
A
の

C
/
P
が

支
援

し
て

内
容

を
改

善
す

る
予

定
。

(
2
）
農
業
普
及
計
画
の
機
能
性
の
検
証

（
市
役
所

農
業

普
及

計
画

が
実

際
的

か
否

か
、

活
動

実
施

を
通

じ
て

検
証

す
る

）
2
0
0
9
年
市
役
所
農
業
普
及
活
動
目
標
が
設
定
さ
れ
た

。
市

役
所

農
業

普
及

計
画

案
が

作
成

さ
れ

た
後

、
具

体
的

な
活

動
目

標
に

つ
い

て
各

市
と

打
合

せ
を

行
い

、
活

動
内

容
と

数
を

決
定

し
た

。
活

動
計

画
案

に
つ

い
て

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
が
支
援
し
て
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
・
評
価
を
継
続
的
に

実
施

す
る

予
定

。

(
1
)
 
県
内
農
業
普
及
組
織
及
び
団
体
の
C
O
D
E
P
参

加
促

進
C
O
D
E
P
は
M
A
G
A
の
毎
月
の
定
例
会
議
で
、
2
0
0
1
年

こ
ろ

か
ら

実
施

さ
れ

て
い

る
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

は
2
0
0
8
年

4
月

よ
り

、
正

規
の

メ
ン

バ
ー

と
し
て

認
め

ら
れ

て
出

席
を

行
っ

て
い

る
。

(
2
)
 
県
内
の
普
及
組
織
及
び
団
体
間
の
情
報
共
有
化

促
進

2
0
0
8
年
4
月
か
ら
、
1
0
回
程
度
に
わ
た
り
、
各
県
の

C
O
D
E
P
に

参
加

し
て

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

説
明

を
実

施
し

た
。

他
の

M
A
G
A
関

係
プ

ロ
グ

ラ
ム
も

説
明

を
実

施
し

た
。

市
役

所
、

M
A
G
A
及

び
I
C
T
A
間

の
調

整
を

最
初

に
行

う
必

要
が

あ
っ

た
た
め
、
そ
の
他
関
係
者
と
の
連
携
活
動
ま
で
は
進
め

な
か

っ
た

が
、

今
後

、
各

市
を

主
体

と
し

て
、

農
業

普
及

に
関

係
す

る
団

体
と

の
意

見
交
換

の
場

を
つ

く
り

、
協

力
関

係
構

築
を

め
ざ

す
。

(
3
)
 
C
O
D
E
D
E
,
 
C
O
M
U
D
E
及
び
C
O
C
O
D
E
の
農
業
委
員
会

設
立

支
援

現
在
は
、
経
済
振
興
委
員
会
の
中
で
農
業
を
取
り
扱

っ
て

い
る

所
が

多
い

が
、

農
村

開
発

審
議

会
の

各
レ

ベ
ル

で
農

業
委

員
会

の
設

置
を

進
め
る

。
(
4
)
 
県
内
の
M
A
G
A
プ
ロ
グ
ラ
ム
及
び
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

活
動

の
調

整
、

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

及
び

評
価

C
O
D
E
P
を
通
じ
た
活
動
調
整
は
わ
ず
か
で
は
あ
る

が
行

わ
れ

て
い

る
。

2
0
0
8
年

ま
で

は
、

M
A
G
A
県

事
務

所
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

に
も

積
極

的
に

参
加

で
き

な
い

状
況

で
あ

っ
た

が
、

2
0
0
9
年

に
は

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

と
他

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
調
整
を
行
う
予
定
で
あ
る
。
C
O
D
E
P
は
毎
月
開
催

さ
れ

て
い

る
が

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
計

画
や

活
動

を
調

整
で

き
て

い
な

い
。

M
A
G
A
の

活
動

を
各

市
の

関
係

者
や

団
体

に
広

報
す

る
こ

と
が

主
な

内
容

に
な

っ
て

い
る

。
2
0
0
9
年

は
3
県

の
M
A
G
A

事
務
所
と
相
談
の
う
え
、
各
プ
ロ
グ
ラ
ム
及
び
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
年

間
計

画
と

連
携

方
法

を
探

る
会

議
内

容
を

め
ざ

す
。
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活
動
項
目

実
　

績

1
-
6
県
の
農
業
普
及

計
画
作
成
を
支

援
す
る

2
-
1
研
修
ニ
ー
ズ
把

握
及
び
実
施
機

能
を
強
化
す
る

2
-
2
参
加
型
適
正
農

業
技
術
研
究
開

発
機
能
を
強
化

す
る

2
-
3
参
加
型

適
正
農

業
技
術
検
証
機

能
を
強
化
す
る

(
1
)
 
小
規
模
農
家
の
農
業
経
営
及
び
技
術
改
善
ニ

ー
ズ

把
握

2
0
0
7
年
か
ら
の
研
修
、
2
0
0
7
年
1
1
月
の
基
礎
調
査

、
グ

ア
テ

マ
ラ

農
業

の
現

状
に

関
す

る
M
A
G
A
職

員
か

ら
の

聞
き

取
り

、
市

役
所

農
業

普
及

員
と

の
話

合
い

を
通

じ
て

、
ニ

ー
ズ

を
把

握
し

た
。

(
2
)
 
参
加
型
適
正
農
業
技
術
開
発
活
動
計
画
作
成

2
0
0
7
年
3
月
か
ら
活
動
計
画
を
立
案
し
た
。
C
I
A
L
圃

場
に

お
い

て
、

市
役

所
農

業
普

及
員

及
び

農
民

の
意

見
を

参
考

に
し

つ
つ

、
適

正
技

術
の

開
発

を
実

施
し

た
。

C
I
A
L
技

術
者

は
個

別
分

野
の

研
究

活
動

の
経

験
が

長
く

、
農

民
を

巻
き

込
ん
だ
活
動
の
考
え
方
や
方
法
に
経
験
が
少
な
か
っ

た
た

め
、

活
動

に
遅

れ
が

出
た

。
共

通
の

理
解

を
得

る
た

め
に

、
関

係
者

で
多

く
の

打
合
せ

を
行

っ
た

。
(
3
)
 
農
業
技
術
情
報
収
集

2
0
0
7
年
1
月
か
ら
、
I
C
T
A
及
び
そ
の
他
の
農
業
技

術
情

報
を

収
集

し
た

。
(
4
)
 
参
加
型
適
正
農
業
技
術
開
発
活
動
実
施

2
0
0
7
年
3
月
か
ら
、
I
C
T
A
及
び
一
部
分
農
家
圃
場

で
活

動
を

実
施

し
た

。
市

役
所

農
業

普
及

員
及

び
農

民
の

意
見

を
参

考
に

し
つ

つ
、

C
I
A
L
圃
場

と
農

家
圃

場
に

お
い

て
適

正
技

術
の

開
発

を
実

施
し

た
。

ビ
ニ

ー
ル

ハ
ウ

ス
栽

培
、

ト
ウ

モ
ロ
コ
シ
の
混
作
等
の
未
経
験
の
分
野
で
の
活
動
で

あ
っ

た
た

め
、

慣
れ

る
ま

で
時

間
を

要
し

た
。

専
門

家
が

指
導

を
行

っ
て

、
実

地
経

験
を
積

み
重

ね
た

。
(
5
)
 
参
加
型
適
正
農
業
技
術
開
発
活
動
の
モ
ニ
タ
リ

ン
グ

を
実

施
I
C
T
A
及
び
一
部
分
農
家
圃
場
で
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
が
実

施
さ

れ
た

。
C
I
A
L
圃

場
で

の
活

動
に

つ
い

て
は

、
定

期
的

に
関

係
者

で
検

討
会

を
開

催
し

た
。

農
家

圃
場

に
つ

い
て

は
、

随
時

、
必

要
に

応
じ

て
訪

問
し

て
意

見
交

換
を

行
っ

た
。

(
6
)
 
参
加
型
適
正
農
業
技
術
開
発
活
動
結
果
を
整
理

・
分

析
2
0
0
9
年
1
月
～
3
月
に
関
係
者
で
方
法
及
び
結
果
を

分
析

し
た

。
C
I
A
L
技

術
者

に
よ

っ
て

方
法

及
び

結
果

が
分

析
さ

れ
、

C
I
A
L
圃

場
で

実
施

さ
れ
て

い
る

部
分

に
つ

い
て

は
、

技
術

内
容

に
つ

い
て

修
正

が
加

え
ら

た
。

(
7
)
 
参
加
型
適
正
農
業
技
術
開
発
活
動
の
評
価

2
0
0
8
年
の
活
動
報
告
書
が
作
成
さ
れ
た
。
C
I
A
L
圃
場

に
お

け
る

ビ
ニ

ー
ル

ハ
ウ

ス
、

栽
培

法
に

つ
い

て
は

問
題

は
な

い
。

普
及

員
と

の
現

場
活
動

に
つ

い
て

は
、

普
及

員
の

能
力

不
足

が
顕

著
で

少
々

問
題

あ
り

。
市

役
所

普
及

員
、

訪
問

農
家
た
ち
の
感
想
と
意
見
を
聴
取
し
た
。
2
0
0
8
年
の

I
C
T
A
報

告
会

が
C
I
A
L
で

開
催

さ
れ

、
活

動
結

果
を

報
告

し
た

。
参

加
型

の
評

価
方

法
に

つ
い

て
経

験
が

少
な

い
た

め
、

活
動

が
遅

れ
た

。
2
0
0
9
年

は
、

農
民

の
圃

場
活

動
に

つ
い

て
、

参
加
型
の
評
価
方
法
を
取
り
入
れ
る
。

(
1
)
 
県
農
業
普
及
計
画
案
作
成
促
進

2
0
0
9
年
7
月
末
現
在
未
実
施
。
M
A
G
A
首
脳
部
の
交

代
や

方
針

の
変

更
、

予
算

や
人

員
不

足
等

で
、

プ
ロ

グ
ラ

ム
活

動
に

も
実

質
的

な
参

加
が

で
き

な
い

状
態

で
あ

っ
た

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
責

任
者

で
あ

っ
た

次
官

が
大

臣
に

昇
進

し
、

県
事

務
所
レ
ベ
ル
の
M
A
G
A
・
C
/
P
メ
ン
バ
ー
と
そ
の
責
任

範
囲

が
確

定
し

た
。

2
0
0
9
年

後
半

に
か

け
て

市
役

所
農

業
普

及
計

画
案

を
土

台
に

県
農

業
普

及
計

画
案

の
作

成
を

開
始

す
る

予
定

で
あ

る
。

(
2
)
 
県
農
業
普
及
計
画
広
報
調
整

2
0
0
9
年
7
月
末
現
在
未
実
施
。

(
1
)
 
研
修
の
ニ
ー
ズ
確
認

グ
ア
テ
マ
ラ
農
業
の
現
状
、
M
A
G
A
職
員
か
ら
の
聞
き

取
り

、
市

役
所

農
業

普
及

員
と

の
話

合
い

を
通

じ
て

、
市

役
所

農
業

普
及

員
の

研
修

ニ
ー

ズ
を

把
握

し
た

（
農

業
技

術
、

普
及

方
法

、
農

民
組

織
化

及
び

強
化

、
農

産
物

販
売

)
。

(
2
)
 
研
修
計
画
作
成

研
修
担
当
専
門
家
が
赴
任
し
て
、
担
当
C
/
P
と
決
定

し
た

。
農

業
技

術
及

び
普

及
に

関
す

る
計

画
を

2
0
0
8
年

1
月

か
ら

、
参

加
型

農
村

開
発

は
2
0
0
8
年

5
月

か
ら

作
成

し
、

2
0
0
9
年

3
月

に
完

了
し

た
。

市
役

所
農

業
普

及
員

の
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
を
決
定
す
る
の
に
時
間
を
要
し
た
。
農
業
技
術
分
野

以
外

の
部

分
に

つ
い

て
、

ど
の

程
度

の
範

囲
と

内
容

を
研

修
す

る
か

を
決

定
す

る
の

に
時
間

を
要

し
た

。
(
3
)
 
研
修
教
材
準
備

2
0
0
7
年
及
び
2
0
0
8
年
に
実
施
し
た
研
修
の
教
材
を
作

成
し

た
。

各
研

修
に

必
要

な
教

材
が

作
成

さ
れ

、
そ

れ
ら

を
整

理
し

て
マ

ニ
ュ

ア
ル

を
作
成

し
た

。
(
4
)
 
研
修
実
施

農
業
技
術
2
0
0
7
年
6
回
、
2
0
0
8
年
1
0
回
の
研
修
を
実

施
し

た
（

農
業

知
識

、
栽

培
技

術
、

畜
産

技
術

、
参

加
型

農
村

開
発

、
等

に
関

す
る

研
修

が
実

施
さ

れ
た

)
。

(
5
)
 
研
修
内
容
評
価

各
研
修
に
つ
い
て
報
告
書
が
作
成
さ
れ
た
。
2
0
0
8
年

評
価

報
告

書
あ

り
。

(
1
）
参
加
型
検
証
活
動
計
画
作
成

2
0
0
8
年
1
月
～
3
月
及
び
2
0
0
9
年
1
月
～
3
月
に
計
画
が

作
成

さ
れ

た
。

C
I
A
L
で

開
発

さ
れ

、
農

民
の

圃
場

で
検

証
可

能
な

技
術

が
少

な
か

っ
た

た
め

、
活

動
に

支
障

が
あ

っ
た

。
今

後
は

、
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

初
年

度
か

ら
重

点
的

に
開

発
し

た
ビ
ニ
ー
ル
ハ
ウ
ス
で
の
野
菜
栽
培
を
実
施
す
る
。

(
2
）
参
加
型
検
証
活
動
実
施

2
0
0
8
年
は
展
示
圃
活
動
の
中
で
実
施
さ
れ
、
2
0
0
9
年

に
は

す
べ

て
の

地
域

で
よ

り
多

く
の

作
目

で
実

施
中

。
2
0
0
8
年

の
基

礎
穀

類
の

展
示

圃
で
は

、
ト

ウ
モ

ロ
コ

シ
に

つ
い

て
I
C
T
A
の

栽
培

方
法

と
伝

統
的

方
法

が
比

較
さ

れ
た

。
2
0
0
9
年

は
基
礎
穀
類
、
野
菜
、
混
作
方
法
等
に
つ
い
て
検
証

す
る

。
(
3
）
参
加
型
検
証
活
動
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
実
施

2
0
0
8
年
は
主
に
市
役
所
農
業
普
及
員
及
び
C
I
A
L
技
術

者
の

チ
ー

ム
に

よ
っ

て
実

施
さ

れ
た

が
、

2
0
0
9
年

は
彼

ら
に

加
え

て
M
A
G
A
の

技
術

者
が

加
わ

っ
た

チ
ー

ム
を

編
成

し
て

実
施

中
。

全
体

報
告

書
の

中
に

含
ま

れ
て

い
る

。
(
4
）
参
加
型
検
証
活
動
成
果
整
理
・
分
析

2
0
0
8
年
は
市
役
所
農
業
普
及
員
及
び
C
I
A
L
技
術
者
の

各
チ

ー
ム

に
よ

っ
て

、
内

容
及

び
方

法
に

つ
い

て
実

施
さ

れ
た

。
担

当
C
I
A
L
技

術
者

と
市
役

所
普

及
員

が
現

場
圃

場
を

訪
問

し
た

際
、

担
当

農
家

と
の

話
合

い
を

実
施

。
展

示
圃

活
動

に
つ
い
て
は
、
現
場
で
の
農
民
か
ら
の
聞
き
取
り
に

基
づ

い
て

、
市

役
所

農
業

普
及

員
と

整
理

、
分

析
し

た
。

報
告

書
あ

り
。

(
5
）
参
加
型
検
証
活
動
の
評
価
実
施

2
0
0
8
年
の
活
動
報
告
書
が
作
成
さ
れ
た
。
C
I
A
L
圃
場

に
お

け
る

ビ
ニ

ー
ル

ハ
ウ

ス
、

栽
培

法
に

つ
い

て
は

問
題

は
な

い
。

普
及

員
と

の
現

場
活

動
に

つ
い

て
は

、
普

及
員

の
能

力
不

足
が

顕
著

で
少

々
問

題
あ

り
。

市
役

所
普

及
員

、
訪

問
農
家
た
ち
の
感
想
と
意
見
を
聴
取
し
た
。
2
0
0
8
年

の
I
C
T
A
報

告
会

が
C
I
A
L
で

開
催

さ
れ

、
活

動
結

果
の

報
告

が
行

わ
れ

た
。
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活
動
項
目

実
　

績

2
-
4
参
加
型
適
正
農

業
技
術
移
転
機

能
を
強
化
す
る

3
-
1
普
及
活
動
に
必

要
な
基
本
的
知

識
と
技
術
を
強

化
す
る

3
-
2
普
及
活
動
実
施

に
必
要
な
能
力

を
強
化
す
る

3
-
3
農
民
グ
ル
ー
プ

の
組
織
的
活
動

支
援
に
必
要
な

能
力
を
強
化
す

る

(
1
）
農
民
グ
ル
ー
プ
設
立
を
支
援

2
0
0
8
年
に
は
4
4
カ
所
で
農
民
グ
ル
ー
プ
を
編
成
し

た
。

2
0
0
8
年

の
展

示
圃

活
動

は
、

農
民

グ
ル

ー
プ

を
対

象
に

す
る

と
の

方
針

が
あ

り
、

市
役
所

農
業

普
及

員
は

担
当

地
域

を
回

っ
て

、
参

加
者

を
募

り
、

グ
ル

ー
プ

を
編

成
し

た
。

2
0
0
8

年
の
農
民
グ
ル
ー
プ
を
中
心
に
、
よ
り
複
雑
な
合
意

内
容

を
必

要
と

す
る

組
織

の
設

立
を

支
援

す
る

。
(
2
）
グ
ル
ー
プ
内
規
作
成
を
支
援

2
0
0
8
年
の
活
動
に
つ
い
て
は
、
グ
ル
ー
プ
内
で
責
任

分
担

に
関

す
る

合
意

が
形

成
さ

れ
た

。
2
0
0
8
年

の
展

示
圃

活
動

は
、

基
礎

穀
類

の
栽

培
方

法
が

主
で

あ
っ

た
の

で
、

明
文

化
し

た
内

規
を

つ
く

る
ほ

ど
の

必
要

は
な

く
、

グ
ル

ー
プ

内
の
合
意
で
十
分
で
あ
っ
た
。
2
0
0
9
年
の
活
動
に
は
、

ビ
ニ

ー
ル

ハ
ウ

ス
や

小
規

模
灌

漑
等

が
含

ま
れ

て
お

り
、

こ
れ

ら
に

つ
い

て
は

合
意

書
や

内
規

を
作

成
し

て
対

応
し

て
い

る
。

市
役

所
普

及
員

は
農

民
組

織
に

つ
い

て
の

知
識

が
ほ

と
ん
ど
な
く
、
内
規
の
重
要
性
や
必
要
性
に
つ
い
て
も

理
解

度
が

低
か

っ
た

。
2
0
0
9
年

に
は

、
農

民
組

織
強

化
に

関
す

る
研

修
を

実
施

し
、

内
規
作

成
に

係
る

プ
ロ

セ
ス

を
学

ぶ
。

ま
た

、
希

望
す

る
グ

ル
ー

プ
に

対
し

て
は

法
人

化
支

援
を

行
う
。

(
3
）
グ
ル
ー
プ
運
営
管
理
を
支
援

2
0
0
8
年
に
は
4
4
カ
所
の
展
示
圃
活
動
に
関
し
て
支

援
を

実
施

。
2
0
0
9
年

に
は

特
に

ビ
ニ

ー
ル

ハ
ウ

ス
栽

培
グ

ル
ー

プ
の

支
援

を
重

視
。

2
0
0
8
年
の

活
動

に
つ

い
て

は
、

活
動

自
体

が
大

変
簡

潔
な

内
容

で
あ

っ
た

の
で

、
あ

ま
り

濃
密

な
支

援
は
必
要
と
し
な
か
っ
た
。
2
0
0
9
年

に
つ

い
て

は
、

収
益

が
出

る
活

動
や

市
場

を
探

す
必

要
の

あ
る

活
動

が
あ

り
、

よ
り

濃
密

な
支

援
を

行
う

予
定

。
市

役
所

普
及

員
は

、
グ

ル
ー

プ
の

運
営

管
理

に
関

す
る

知
識

が
ほ

と
ん

ど
な

か
っ

た
。
研
修
を
通
じ
て
農
民
組
織
強
化
や
運
営
管
理

方
法

を
学

ぶ
。

(
4
）
ミ
ニ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
を
支
援

2
0
0
9
年
に
ビ
ニ
ー
ル
ハ
ウ
ス
、
小
規
模
灌
漑
の
ミ
ニ

･
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

実
施

予
定

。
農

民
グ

ル
ー

プ
、

C
O
C
O
D
E
、

市
役

所
の

合
意

を
得

る
こ
と

を
条

件
に

、
ビ

ニ
ー

ル
ハ

ウ
ス

の
建

設
と

そ
れ

を
利

用
し

た
野

菜
栽

培
の

支
援

を
行

っ
て

い
る
。
市
役
所
普
及
員
は
、
ミ
ニ
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

を
実

施
す

る
た

め
に

必
要

な
知

識
、

経
験

を
持

っ
て

い
な

か
っ

た
。

ミ
ニ

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

計
画

や
実

施
方

法
に

つ
い

て
は

研
修

で
学

び
、

現
場

活
動

を
通

じ
て

経
験

を
積

む
。

2
0
0
8
年
に
C
I
A
L
が
実
施
し
た
ほ
と
ん
ど
す
べ
て
の

研
修

は
、

市
役

所
普

及
員

を
対

象
と

し
て

基
礎

的
内

容
を

中
心

と
し

た
も

の
。

(
1
）
普
及
活
動
計
画
を
作
成
す
る

2
0
0
9
年
1
月
～
2
月
に
2
回
活
動
計
画
作
成
方
法
に
つ

い
て

研
修

が
実

施
さ

れ
た

。
計

画
書

式
が

市
役

所
農

業
普

及
員

に
配

布
さ

れ
、

協
力

隊
員

が
派

遣
さ

れ
て

い
る

ト
ト

ニ
カ

パ
ン

及
び

コ
ン

セ
プ

シ
ョ

ン
に

つ
い

て
は

、
こ

れ
ら

の
作

成
が
開
始
さ
れ
た
が
、
実
際
に
書
式
を
使
用
し
て
い
る

普
及

員
は

限
ら

れ
て

い
る

。
今

後
、

市
役

所
計

画
部

署
責

任
者

と
協

力
し

て
、

月
間

及
び
週

間
計

画
書

の
作

成
を

徹
底

す
る

。
(
2
）
普
及
活
動
を
実
施

2
0
0
8
年
に
は
5
0
カ
所
以
上
の
展
示
圃
活
動
を
実
施

し
、

2
0
0
9
年

に
は

約
4
7
0
カ

所
に

及
び

活
動

が
計

画
さ

れ
て

い
る

。
2
0
0
8
年

は
展

示
圃

活
動

が
主

で
あ

っ
た

が
、

2
0
0
9
年

か
ら

は
多

様
な

作
目

に
つ

い
て

活
動

を
実

施
中

。
(
3
）
普
及
活
動
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
評
価

農
民
に
対
す
る
2
週
間
に
1
度
程
度
の
訪
問
と
相
談

を
実

施
し

、
定

型
書

式
に

基
づ

い
た

作
業

日
誌

を
記

帳
し

た
。

展
示

圃
活

動
に

つ
い

て
は

、
圃

場
へ

の
訪

問
と

作
業

記
帳

を
行

っ
た

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
側

の
C
/
P
数

の
不

足
と

市
役

所
側

の
日
程
調
整
の
問
題
等
が
あ
っ
た
。
M
A
G
A
の
C
/
P
に

関
す

る
問

題
が

あ
る

程
度

解
決

し
た

の
で

、
2
0
0
9
年

は
計

画
的

な
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

実
施

の
予

定
。

(
4
）
普
及
活
動
に
関
す
る
報
告
書
作
成

2
0
0
8
年
に
は
活
動
記
録
を
提
出
し
た
。
一
部
の
市
役

所
で

は
、

月
間

の
活

動
記

録
を

提
出

し
て

い
る

。
ま

た
、

バ
イ

ク
の

使
用

状
況

に
つ

い
て

は
、

ロ
グ

ブ
ッ

ク
を

記
帳

し
て

い
る

。
計

画
的

な
業

務
報

告
書

の
作

成
に

つ
い

て
、

計
画

部
署
職
員
や
普
及
員
の
経
験
が
ま
だ
不
足
し
て
い
る
面

が
見

ら
れ

る
。

研
修

で
報

告
書

の
書

き
方

を
指

導
し

、
市

役
所

と
合

意
し

て
、

毎
月

の
活
動

報
告

書
提

出
を

計
画

部
署

及
び

市
長

あ
て

行
う

よ
う

に
す

る
。

(
1
）
農
業
普
及
に
関
す
る
知
識
と
技
術
を
強
化

市
役
所
農
業
普
及
員
及
び
M
A
G
A
技
術
者
に
対
す
る
研

修
が

実
施

さ
れ

た
。

2
0
0
8
年

の
研

修
で

は
、

初
歩

的
な

農
業

普
及

に
つ

い
て

の
講

義
が

行
わ

れ
た

。
2
0
0
9
年

の
研

修
は

、
農

業
普

及
に

重
点

を
置

く
予

定
。

市
役

所
普

及
員

と
し

て
す

ぐ
に
活
動
す
る
た
め
に
は
、
農
業
技
術
の
習
得
が
よ

り
必

要
で

あ
っ

た
こ

と
と

、
農

業
普

及
方

法
に

関
す

る
経

験
の

あ
る

C
/
P
が

少
な

か
っ

た
。

外
部

か
ら

講
師

を
招

聘
し

て
、

農
業

普
及

の
基

礎
的

な
考

え
方

を
研

修
し

た
。

(
2
）
農
業
生
産
技
術
に
関
す
る
知
識
と
技
術
を
強

化
す

る
市
役
所
農
業
普
及
員
及
び
M
A
G
A
技
術
者
に
対
す
る
研

修
が

実
施

さ
れ

た
。

2
0
0
8
年

の
研

修
の

主
要

内
容

は
農

業
知

識
と

技
術

で
あ

っ
た

。
市

役
所

農
業

普
及

員
の

学
歴

や
農

業
に

関
す

る
知

識
と

経
験

に
大

き
な

開
き

が
あ

り
、

研
修

内
容

の
レ
ベ
ル
及
び
研
修
方
法
を
決
定
す
る
の
が
困
難
で

あ
っ

た
。

基
本

的
な

知
識

と
技

術
に

重
点

を
置

き
、

実
習

の
割

合
を

大
き

く
し

た
研

修
と
し

た
。

(
3
）
農
業
経
営
に
関
す
る
知
識
と
技
術
を
強
化
す

る
市
役
所
農
業
普
及
員
及
び
M
A
G
A
技
術
者
に
対
す
る
研

修
が

実
施

さ
れ

た
。

2
0
0
8
年

の
研

修
で

は
、

初
歩

的
な

農
業

経
営

の
考

え
方

と
作

業
記

帳
に

つ
い

て
講

義
が

行
わ

れ
た

。
農

業
経

営
の

最
も

基
本

的
な

事
柄

で
あ

っ
て

も
、

大
部

分
の

市
役
所
普
及
員
の
教
育
レ
ベ
ル
で
は
、
理
解
で
き
な

い
内

容
で

あ
っ

た
。

具
体

的
な

作
業

記
帳

か
ら

開
始

し
、

費
用

や
収

益
に

つ
い

て
の

初
歩
を

研
修

に
含

ん
だ

。
(
4
）
農
村
開
発
に
関
す
る
知
識
と
技
術
を
強
化
す

る
市
役
所
農
業
普
及
員
及
び
M
A
G
A
技
術
者
に
対
す
る
研

修
が

実
施

さ
れ

た
。

2
0
0
8
年

に
は

、
参

加
型

農
村

開
発

に
関

す
る

講
義

及
び

研
修

が
実

施
さ

れ
た

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
が

招
聘

し
た

短
期

専
門

家
の

講
義

内
容

は
、

市
役

所
普

及
員

の
教

育
レ
ベ
ル
の
問
題
が
あ
り
、
理
解
不
能
な
レ
ベ
ル
の

内
容

が
多

か
っ

た
。

2
0
0
9
年

の
研

修
で

は
、

市
役

所
普

及
員

の
プ

ロ
フ

ァ
イ

ル
に

適
合

し
た

内
容

を
準

備
す

る
。

I
C
T
A
は
研
修
担
当
セ
ク
シ
ョ
ン
を
設
置
し
、
C
I
A
L
に

研
修

担
当

を
配

置
し

た
。

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

の
研

修
は

す
べ

て
C
I
A
L
が

主
体

的
に

計
画

し
て
実

施
し

て
お

り
、

専
門

家
に

よ
る

技
術

指
導

及
び

費
用

負
担

が
日

本
側

の
主

な
支

援
内

容
で

あ
る
。

(
1
）
技
術
移
転
ニ
ー
ズ
を
確
認

農
民
、
市
役
所
普
及
員
、
M
A
G
A
及
び
I
C
T
A
技
術
者
に

よ
っ

て
技

術
移

転
ニ

ー
ズ

が
確

認
さ

れ
た

。
(
2
）
参
加
型
適
正
農
業
技
術
移
転
活
動
計
画
を
作

成
活
動
計
画
が
立
案
さ
れ
た
。
技
術
開
発
や
検
証
活
動

の
中

で
、

訪
問

や
現

場
検

討
会

を
通

じ
て

技
術

移
転

を
実

施
す

る
こ

と
を

計
画

し
た

。
2
0
0
8
年

は
時

間
的

な
制

限
も

あ
り

、
基

礎
穀

類
に

関
す

る
活

動
が

主
で

あ
っ

た
。

2
0
0
9
年

は
野

菜
、
畜
産
も
含
め
、
よ
り
多
様
な
技
術
分
野
に
つ
い

て
実

施
の

予
定

。
(
3
）
参
加
型
適
正
農
業
技
術
移
転
活
動
を
実
施

技
術
開
発
及
び
検
証
活
動
の
中
で
実
施
さ
れ
た
。
2
0
0
8
年

の
展

示
圃

活
動

、
2
0
0
9
年

の
普

及
活

動
の

中
で

、
研

修
や

現
場

技
術

検
討

会
を

実
施
し

た
。

(
4
）
参
加
型
適
正
農
業
技
術
移
転
活
動
の
モ
ニ
タ

リ
ン

グ
を

実
施

市
役
所
農
業
普
及
員
、
M
A
G
A
技
術
者
と
協
力
し
て
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
が

実
施

さ
れ

た
。

各
活

動
の

重
要

時
期

に
圃

場
を

訪
問

し
て

、
問

題
点

や
改

善
点

を
観

察
し

た
。

(
5
）
参
加
型
適
正
農
業
技
術
移
転
活
動
の
評
価

2
0
0
8
年
の
活
動
報
告
書
が
作
成
さ
れ
た
。
2
-
2
-
(
7
)
と

同
様

、
2
0
0
8
年

の
I
C
T
A
報

告
会

が
C
I
A
L
で

開
催

さ
れ

、
活

動
結

果
の

報
告

が
行

わ
れ

た
。
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活
動
項
目

実
　

績

3
-
4
農
民
グ
ル
ー
プ

の
生
産
及
び
販

売
活
動
支
援
に

必
要
な
能
力
を

強
化
す
る

4
-
1
組
織
的
活
動
に

必
要
な
能
力
を

強
化
す
る

4
-
2
生
産
活
動
に
必

要
な
能
力
を
強

化
す
る

4
-
3
農
産
物
の
販
売

力
を
向
上
す
る

5
-
1
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

成
果
を
普
及
す

る

5
-
2
国
家
農
業
普
及

計
画
を
提
案
す

る

(
1
）
栽
培
技
術
を
改
善

2
0
0
8
年
に
は
基
礎
穀
類
に
つ
い
て
、
1
0
回
の
研
修

に
参

加
し

た
。

4
5
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
、

5
5
5
名

が
参

加
。

2
0
0
8
年

に
は

展
示

圃
を

利
用

し
た

現
場

技
術

検
討

会
を

多
数

開
催

（
リ

ス
ト

を
提

出
済

み
）

、
周

辺
農

家
を

招
待

し
て

視
察

し
て

も
ら
っ
た
。
地
域
に
よ
っ
て
は
、
市
長
及
び
市
役
所

関
係

者
も

出
席

し
、

運
営

費
用

も
一

部
負

担
し

た
。

市
役

所
普

及
員

の
教

育
レ

ベ
ル

や
農
業

の
経

験
に

関
し

て
大

き
な

開
き

が
あ

っ
た

。
2
0
0
9
年

に
は

、
野

菜
栽

培
を

加
え

た
現

場
技

術
検
討
会
を
実
施
予
定
。

(
2
）
農
業
経
営
法
を
支
援

2
0
0
8
年
に
は
作
業
記
帳
を
開
始
し
た
。
展
示
圃
活
動

を
行

っ
て

い
る

農
民

に
対

し
て

、
農

作
業

記
帳

を
指

導
し

た
。

2
0
0
9
年

に
は

、
農

業
簿

記
の

研
修

を
実

施
予

定
。

(
3
）
市
場
情
報
利
用
を
支
援

未
実
施
。
活
動
の
レ
ベ
ル
が
市
場
情
報
利
用
ま
で
達

し
て

い
な

か
っ

た
。

2
0
0
9
年

か
ら

、
掲

示
板

や
ラ

ジ
オ

放
送

を
利

用
し

た
農

産
物

の
市

場
価

格
情

報
の

提
供

を
予

定
。

(
4
）
販
売
活
動
を
支
援

未
実
施
。
活
動
の
レ
ベ
ル
が
販
売
活
動
支
援
ま
で
達

し
て

い
な

か
っ

た
。

2
0
0
9
年

に
は

、
定

期
的

な
地

域
マ

ー
ケ

ッ
ト

・
フ

ェ
リ

ア
を

開
催

し
て

、
農

産
物

販
売

の
機

会
を

設
定

す
る

。
マ

ー
ケ

ッ
テ

ィ
ン

グ
分

野
に

優
位

性
を

持
つ

N
G
O

と
連
携
し
て
、
農
産
物
販
売
の
拡
大
を
め
ざ
す
。

(
1
）
農
民
グ
ル
ー
プ
を
形
成

2
0
0
8
年
に
は
4
4
カ
所
で
農
民
グ
ル
ー
プ
が
編
成
さ

れ
た

。
2
0
0
9
年

に
は

ミ
ニ

･
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
(
グ

ル
ー

プ
に

よ
る

組
織

的
活

動
、

あ
る

程
度

ま
と

ま
っ

た
金

額
の

資
材

、
M
A
G
A
、

C
I
A
L
、

市
役

所
の

連
携

的
支

援
等

を
必

要
と

す
る

活
動

)
実
施
に
関
し
て
グ
ル
ー
プ
が
結
成
さ
れ
た
。
2
0
0
8
年

の
展

示
圃

活
動

を
実

施
す

る
際

に
、

各
地

域
で

農
民

グ
ル

ー
プ

が
編

成
さ

れ
た

。
展

示
圃

活
動

に
関

す
る

合
意

は
あ

る
が

、
明

文
化

さ
れ

た
内

規
等

は
作

成
し

て
い

な
い

。
プ

ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
活
動
地
域
で
は
、
過
去
の
内
戦
の
影
響
も
あ

り
、

組
織

的
な

活
動

が
活

発
で

は
な

く
、

既
存

の
農

民
グ

ル
ー

プ
が

少
な

か
っ

た
。

組
織
化

や
組

織
的

活
動

を
進

め
る

に
は

段
階

的
な

働
き

か
け

が
必

要
で

あ
っ

た
。

組
織

的
活

動
を

必
要
と
す
る
ミ
ニ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
導
入
し
て
活

性
化

を
図

る
。

(
2
）
グ
ル
ー
プ
内
規
を
整
備

2
0
0
8
年
は
活
動
に
関
す
る
グ
ル
ー
プ
の
内
部
合
意
が

あ
っ

た
。

2
0
0
8
年

の
展

示
圃

活
動

に
つ

い
て

は
整

備
さ

れ
て

い
な

い
。

活
動

2
0
0
9
年

の
普

及
活

動
で

は
、

ビ
ニ

ー
ル

ハ
ウ

ス
、

小
規

模
灌

漑
等

に
つ

い
て

は
、

C
O
C
O
D
E
、

市
役

所
等

と
合
意
書
を
作
成
し
、
各
グ
ル
ー
プ
の
内
規
も
作
成
の

予
定

。
2
0
0
9
年

の
ミ

ニ
･
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

実
施

に
つ

い
て

は
、

明
文

化
さ

れ
た

内
規

が
作

成
さ

れ
た

。
(
3
）
グ
ル
ー
プ
活
動
の
運
営
管
理
法
を
強
化

2
0
0
8
年

は
4
4
カ

所
で

農
民

グ
ル

ー
プ

に
よ

る
展

示
圃

活
動

が
実

施
さ

れ
た

。
2
0
0
8
年

は
グ

ル
ー

プ
内

の
合

意
の

み
で

活
動

が
実

施
さ

れ
た

が
、

2
0
0
9
年

の
ミ

ニ
・

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
は

組
織

的
な

運
営

方
法

の
採

用
が

必
要

と
な

る
。

2
0
0
9
年
は
1
0
0
カ
所
以
上
の
活
動
が
グ
ル
ー
プ
で

行
わ

れ
る

予
定

。
(
4
)
 
ミ
ニ
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
実
施

未
実
施
。
2
0
0
9
年
か
ら
実
施
予
定
。
2
0
0
8
年
は
ミ
ニ

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
は

未
実

施
、

2
0
0
9
年

は
当

初
1
8
棟

の
ビ

ニ
ー

ル
ハ

ウ
ス

を
設

置
し

て
、
野

菜
栽

培
に

関
す

る
研

修
を

実
施

予
定

し
、

そ
の

後
、

順
調

に
推

移
す

れ
ば

年
末

ま
で

に
5
0

棟
程
度
に
な
る
予
定
。
ビ
ニ
ー
ル
ハ
ウ
ス
及
び
小
規

模
灌

漑
の

ミ
ニ

・
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
を

実
施

す
る

。

(
1
）
栽
培
技
術
を
改
善

2
0
0
8
年
は
基
礎
穀
類
の
展
示
圃
及
び
現
場
技
術
検
討

会
を

実
施

し
た

。
2
0
0
9
年

は
野

菜
を

加
え

て
、

ビ
ニ

ー
ル

ハ
ウ

ス
や

小
規

模
灌

漑
等

の
さ

ま
ざ

ま
な

栽
培

法
を

習
得

す
る

。
2
0
0
8
年

は
基

礎
穀

類
展

示
圃

を
設

置
し

、
現

場
技

術
検

討
会
を
開
催
し
た
。
2
0
0
9
年
は
野
菜
栽
培
、
家
畜
飼
育

等
を

含
め

よ
り

幅
広

い
作

目
に

つ
い

て
活

動
す

る
。

野
菜

栽
培

、
家

畜
飼

育
を

含
む

多
様

な
活

動
を

実
施

す
る

。
(
2
）
農
業
経
営
法
を
改
善

2
0
0
8
年
は
作
業
記
帳
を
開
始
し
た
。
2
0
0
8
年
4
月

ご
ろ

か
ら

、
1
8
名

の
市

役
所

普
及

員
が

担
当

し
て

行
っ

た
が

、
結

果
に

つ
い

て
は

取
り

ま
と

め
中

。
2
0
0
9
年

は
簡

単
な

農
業

簿
記

の
記

帳
を

開
始

す
る

。
農

業
簿

記
の

重
要

性
や

方
法

に
つ
い
て
、
現
場
技
術
検
討
会
等
の
機
会
を
通
じ
て
学

ぶ
。

(
1
）
農
産
物
市
場
情
報
収
集
活
動
を
強
化

未
実
施
。
活
動
の
レ
ベ
ル
が
市
場
情
報
利
用
ま
で
達

し
て

い
な

か
っ

た
。

2
0
0
8
年

は
基

礎
穀

類
の

展
示

圃
活

動
が

主
で

あ
り

、
市

場
情

活
動

は
含

む
こ

と
が

で
き

な
か

っ
た

。
2
0
0
9
年

に
は

、
掲

示
板

や
ラ

ジ
オ

放
送

で
市

場
価

格
情

報
を

収
集
し
、
利
用
法
を
学
ぶ
予
定
。

(
2
）
生
産
物
の
商
品
化
を
強
化

未
実
施
。
活
動
レ
ベ
ル
が
商
品
化
ま
で
達
し
て
い
な

か
っ

た
。

2
0
0
8
年

は
生

産
物

の
商

品
化

は
含

む
こ

と
が

で
き

な
か

っ
た

。
2
0
0
9
年

に
は

、
商

品
化

を
実

際
に

行
っ

て
い

る
農

民
組

織
の

活
動

を
視

察
す

る
こ

と
か

ら
実

施
す

る
予

定
。

(
3
）
販
売
活
動
を
強
化

未
実
施
。
活
動
レ
ベ
ル
が
販
売
強
化
ま
で
達
し
て
い

な
か

っ
た

。
定

期
的

な
地

域
マ

ー
ケ

ッ
ト

・
フ

ェ
リ

ア
に

参
加

し
て

、
農

産
物

販
売

の
経

験
を

得
る

。
マ

ー
ケ

ッ
テ

ィ
ン

グ
分

野
に

優
位

性
を

持
つ

N
G
O
と

連
携

し
て

、
農

産
物

販
売

の
拡
大
を
め
ざ
す
。

(
1
）
3
県
の
普
及
関
係
者
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
成
果
を

普
及

2
0
0
8
年
に
は
展
示
圃
で
現
場
検
討
会
を
実
施
し
て
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

の
広

報
を

行
っ

た
。

ま
た

、
C
O
D
E
P
及

び
C
O
M
U
D
E
で

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
つ

い
て

説
明

し
た

。
展

示
圃

の
現

場
技

術
検

討
会

に
は

、
そ

の
地

域
の

農
民

、
M
A
G
A
関

係
者
、
市
役
所
関
係
者
が
参
加
し
た
。
数
カ
所
の
C
O
M
U
D
E
及

び
3
県

の
C
O
D
E
P
で

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

に
つ

い
て

プ
レ

ゼ
ン

を
実

施
し

た
。

(
2
）
そ
の
他
中
部
高
原
県
の
普
及
関
係
者
に
プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

成
果

を
普

及
農
村
開
発
に
関
す
る
研
修
を
2
2
県
の
M
A
G
A
県
事
務

所
職

員
に

対
し

て
実

施
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
コ

ン
セ

プ
ト

を
発

表
し

た
。

2
0
0
8
年

に
2
2
県

の
M
A
G
A
事

務
所

の
組

織
担

当
技

術
者

を
対

象
と

し
て

、
短

期
専

門
家

に
よ

る
参

加
型

農
村

開
発

の
研
修
を
実
施
し
た
。
2
0
0
9
年
の
3
月
に
農
業
普

及
セ

ミ
ナ

ー
を

開
催

し
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
コ

ン
セ

プ
ト

を
発

表
し

た
。

(
3
）
そ
の
他
地
域
の
普
及
関
係
者
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
成

果
を

波
及

農
業
普
及
セ
ミ
ナ
ー
を
主
催
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・

コ
ン

セ
プ

ト
を

発
表

し
た

。
2
0
0
8
年

に
2
2
県

の
M
A
G
A
事

務
所

の
組

織
担

当
技

術
者

を
対

象
と

し
て

、
短

期
専

門
家

に
よ

る
参

加
型

農
村

開
発

の
研

修
を

実
施

し
た

。
2
0
0
9
年

の
3
月

に
農
業
普
及
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・

コ
ン

セ
プ

ト
を

発
表

し
た

。

(
1
）
国
家
農
業
普
及
計
画
案
を
作
成

国
家
農
業
普
及
プ
ロ
グ
ラ
ム
委
員
会
に
当
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

か
ら

現
場

責
任

者
と

チ
ー

フ
ア

ド
バ

イ
サ

ー
が

参
画

し
て

（
2
0
0
8
年

5
月

以
来

、
平

均
す

る
と

約
週

1
回

）
、

農
業

普
及

政
策

素
案

、
国

家
農

業
普

及
シ

ス
テ

ム
素

案
の

作
成

に
協

力
し
た
。
な
お
、
国
家
農
業
普
及
シ
ス
テ
ム
素
案
は

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

文
書

、
農

業
普

及
政

策
、

国
家

農
業

普
及

シ
ス

テ
ム

等
の

素
案

が
で

き
て
お

り
、

2
0
0
9
年

の
予

算
素

案
が

作
成

さ
れ

て
い

る
。

(
2
）
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
開
催
し
て
計
画
案
を
検

証
未
実
施
。
計
画
時
期
外

(
3
）
国
家
農
業
普
及
計
画
案
を
提
出

未
実
施
。
計
画
時
期
外
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高原地域先住民等小農生活改善に向けた農業技術普及体制構築計画（PROETTAPA）

プロジェクト・コンセプト 
 
1. プロジェクトの背景 

1997 年、構造調整政策（SAP）に基づき公的農業普及システムが消滅した。そのため、小規模農民

は、生産性及び収益性の向上に裨益する適正な農業情報及び技術へのアクセスが不可能となり、貧困

からの脱却を困難なものとする要因の一つとなっている。 
グアテマラ政府は、かかる状況を打開して、小規模農民の生活改善が可能となる自立発展的農村開発

を進めるためには農業普及体制を再構築することが喫緊の課題であると考慮し、この課題に対処する

ために日本政府に対し技術協力を要請するに至った。 
このような背景を受けて 2006 年 10 月、農牧食糧省（MAGA）及び農業科学技術庁（ICTA）を国内

C/P 機関、国際協力機構（JICA）を国際 C/P 機関とした技術協力プロジェクト「高原地域先住民等

小農生活改善に向けた農業技術普及体制構築計画（PROETTAPA）」が開始された。本プロジェクト

は、トトニカパン県、ソロラ県及びケツァルテナンゴ県をパイロット地域として実施されている。 
 
2. 目的 

農業普及事業に関係する様々な機関及び組織の連携及び協働を通じて、小規模農民の農業生産性の向

上及び生活改善を目的とした、農業技術及び組織化能力強化のための全国農業普及体制のモデルとな

る農業普及体制を構築する。 
 
3. 期待される成果： 

次の成果は、PROETTAPA により提案される農業普及体制が、プロジェクト対象地域において定着

することにより現れると期待されるものである： 
 プロジェクトのパイロット地域において、市役所、開発審議会制度及び農業開発に従事する諸

機関が、農業委員会及び連絡協議会の設立を通じて連携し、公的農業普及メカニズムが確立さ

れる。同メカニズムは、全国農業普及体制のもと、他の地域においても適用することができる。 
 市開発審議会（COMUDE）及び MAGA 県事務所の支援・協力のもと、市役所計画部（OMP）

により市農業普及計画が策定される。更に、市開発審議会（COMUDE）、県開発審議会

（CODEDE）及び農林水産公共セクター調整計画審議会（CODEP）の協力のもと、MAGA 県

事務所により県農業普及計画が策定される。 
 農業科学技術庁（ICTA）高原地域研究センター（CIAL）において市役所普及員及び MAGA 普

及担当員に対する研修システムが確立される。更に、参加型による適正農業技術の開発、検証

及び移転手法が確立される。 
 農業技術、技術支援及び組織強化に関する知識及び技術を有する普及担当者により全国農業普

及体制が推進される。 
 プロジェクトのパイロット地域において、生産プロジェクト実施のための組織・生産活動遂行

能力を備えた農家グループが形成される。 
 農家グループにより提案された生産プロジェクトに対する資金支払いを承認する農業委員会

が、開発審議会制度内に設立される。  
 
4. 農業普及体制 

PROETTAPA における農業普及体制は、基本的に構成機関及び組織のメカニズム及び役割の特定か

らなる。農業普及体制における主要メカニズムは、コミュニティーにおける農業生産活動の促進を目

的として、地域行政システムと開発審議会制度の機能の連携を図ることにあり、これは適正農業技術

の移転事業及び技術支援のみならず、農家グループ組織強化を通じて成し遂げられる 。 
 
 
 
 
 
 

７．プロジェクトの実施体制コンセプト
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4.1 農業普及体制のメカニズム 
4.1.1 構成機関及び組織 

農業普及体制のメカニズムは次の機関及び組織により構成される： 
1) 農牧食糧省（MAGA）（県事務所） 
2) 農業科学技術庁（ICTA）高原地域研究センター（CIAL） 
3) 市役所 
4) コミュニティー開発審議会（COCODEs）、市開発審議会（COMUDEs）、県開発審議会

（CODEDEs）等の開発審議会制度 
5) 農家グループ 
6) その他、地域に存在し農業普及活動と関連する教育機関、NGOs 及び市民社会グループ 

 
4.1.2 構成機関及び組織の役割 

(1) 農牧食糧省（MAGA） 
MAGA 県事務所は、各パイロット地域の COCODE 及び COMUDE 内における農業委員会の設立

を促進し、市役所に対しては市農業普及計画の策定を支援する。また、CODEDE 内に農業委員会

を設立し、関連機関との協力のもと県農業普及計画を策定する。更に、県内農業セクター責任官

庁として、県農業普及計画の実施、フォローアップ及び評価に際して、農業普及体制の構成機関

及び組織を調整する。 
MAGA 普及員は、管轄市内における農業普及活動の計画、実施、フォローアップ及び評価プロセ

スについて市役所に対し技術指導を行う。 
また、農村事業局は、PROETTAPA により提案される農業普及体制モデルの定着を目指して、農

業普及活動の全国展開を推進するとともに、パイロット地域内の MAGA 県事務所に対する指導監

督を行う。 
 

(2) 農業科学技術庁（ICTA） 
ICTA は、農家グループに対する技術移転、技術支援及び組織強化を通じた農村農業開発のファシ

リテーション及び推進を目的として、農業普及体制構成機関及び組織の能力強化のための研修シ

ステムを構築する。更に、ICTA/CIAL は、食糧安全保障強化及び小規模農民の現金収入増大のた

めの基礎穀類、野菜の栽培、及び家畜の飼育における生産性及び収益性向上を目指した、参加型

による適正農業技術の開発、検証及び移転手法を、農業普及員及び農家グループとともに確立す

る。 
 

(3) 市役所 
生産プロジェクトの促進を通じて市内における農業活動の再活性化を図るために、COCODE 及び

COMUDE の中に農業委員会を設立する。更に、市役所は、MAGA 県事務所からの助言及び技術

支援のもと市役所計画部（OMP）及び市役所普及員の強化を図りつつ、COMUDE と協力して市

農業普及計画を策定、実施する。OMP は、市農業普及計画に沿って、各コミュニティーの市役所

代表、COCODEs、農家グループ及び市役所普及員とともに農業普及活動の調整を担う。市役所

普及員は、ICTA 及び MAGA 普及員からの技術支援を受けるとともに、OMP の指示のもと、技術

移転、技術支援及び農家グループの組織強化に向けた活動を行う。 
 

(4) 都市・農村開発審議会制度 
CODEDE、COMUDE 及び COCODE は、それぞれ農業委員会を設立し、MAGA 県事務所及び市

役所と協力して管轄区域における生産プロジェクトの促進を通じた農業開発の活性化を図る。

COCODE は、 当該コミュニティーにおける農牧セクターのプライオリティーを設定し、生産プ

ロジェクトを形成し、COMUDE に申請する。COMUDE は生産プロジェクトのプライオリティー

を設定し、CIDEDE に対し承認申請を行う。CODEDE は、生産プロジェクトを選定し、実施のた

めの資金支払いを行う。COMUDE 及び CODEDE は、それぞれ市役所及び MAGA 県事務所によ

る市及び県農業普及計画の策定及び実施を支援する。 
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(5) 対象農家グループ 
農家グループは、COCODE と連携して当該コミュニティーにおける農牧開発ニーズの特定及びプ

ライオリティー設定作業を行い、市農業普及計画に反映されるよう努める。農家グループは、市

役所普及員の技術支援を受けつつ、生産プロジェクトを形成する。更に、農家グループは、生産・

組織能力の強化を図るべく、展示圃やミニ・プロジェクトにおいて、MAGA 及び ICTA による技

術指導を受けた市役所普及員と共同して活動を行う。 
 
  (6) NGO、教育機関及び市民社会グループ 

PROETTAPA により提案される農業普及体制における主な構成機関及び組織を除く、プロジェク

トのパイロット地域において農業開発活動に従事するその他の組織は、開発審議会制度、農林水

産公共セクター調整計画審議会（CODEP）及び技術委員会の機能連携を支援すべく、それぞれの

活動対象地域における農業普及活動に協調参加する。 
 
4.2 農業普及体制の役割 

PROETTAPA により提案される農業普及体制においては、関係機関及び組織の機能の連携・調整を

図る連絡協議の場を一つのメカニズムとして構築する。更に、開発審議会制度のもとに、生産プロ

ジェクトに対する支援及び強化を通じて農業開発の再活性化を担う農業委員会が設立される。 
 
4.2.1 MAGA・ICTA 合同技術委員会 

MAGA及び ICTAは、各県における両機関の農業普及活動の調整役を担う技術委員会を設立する。

技術委員会の主目的は、物資、資金及び技術者の配置事項を含む行動、フォローアップ及び評価

計画の策定において必要となる連絡協議の場を設けることである。技術委員会は、国家農村開発

プログラム（第一フェーズ、西部地域）、果樹栽培農産加工業開発プロジェクト（PROFRUTA）
等の MAGA の取り組むプログラム及びプロジェクトのみならず、県内で農業開発に焦点をおいた

活動を行う他省庁のプログラム及びプロジェクトも対象に含める。 
 
4.2.2 MAGA・ICTA・市役所合同技術委員会 

MAGA、ICTA 及び市役所は、技術委員会を設立し、市内における農業普及活動のを担う。技術委

員会の主目的は、物資、資金及び技術者の配置事項を含む行動、フォローアップ及び評価計画の

策定において必要となる連絡協議の場を設けることである。技術委員会は、市内において農業普

及活動を行う政府及び NGOs のプログラム及びプロジェクトも対象に含める。 
 
4.2.3 農業委員会 

コミュニティーにおける農牧業推進能力の強化を目的として開発審議会の各レベルに農業委員会

を設立する。COCODE 内の農業委員会は、市役所普及員の支援のもと農牧分野におけるプライオ

リティーを設定する。COMUDE 内の農業委員会は、市役所計画部（OMP）による市農業普及計

画の策定に協力する。CODEDE 内の農業委員会は、MAGA 県事務所による県農業普及計画の策

定に協力する。 
 
4.2.4 農林水産公共セクター調整計画審議会（CODEP） 

農業セクター政策における県別戦略計画の策定、調和化、モニタリング及び評価を担う農林水産

公共セクター調整計画審議会（CODEP）は、MAGA 県事務所による県農業普及計画の策定に協

力し、助言を与える。  
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5. プロジェクト戦略 
5.1 全体戦略 

プロジェクトは、農業普及プロセスに参加する関係機関及び組織による活動を通じて形成されるコ

ンセンサスに基づいて、参加型で遂行することを目指している。更に、その活動においてはジェン

ダーの視点を取り入れる。対象となるコミュニティーが持続可能な開発を実現するために、地元の

リソースを有効に活用した農民の実情に則した技術を取り入れる。また、国内の他の地域に対して

も PROETTAPA のメカニズム・モデルの導入に努め、これら地域の全国農業普及計画への参画を

促す。 
 
5.2 活動戦略 
5.2.1 プロジェクト対象地域各市長との合意の形成 

プロジェクトのパイロット・フェーズを開始するに際しては、市農業普及計画を実施するために

市長及び市議会との合意を形成する。市役所の最初の合意事項は、2 名の市役所普及員を市の独

自の予算で雇用することであり、同 2 名の市役所普及員は、市役所計画部（OMP）に配置される。

市役所普及員は、当初はそれぞれ 3 コミュニティーにおける普及活動を受け持つこととなる。  
他方、PROETTAPA の最初の合意事項は、ICTA/CIAL 及び日本人専門家の参加のもと市役所普及

員の能力強化を行うことである。 本プロジェクトが、その終了時において在るべきと想定する普

及担当者像は、適正農業生産技術及び農家グループの組織化プロセスの強化を支援するためのフ

ァシリテーション技術に関する知識及び実践能力を備えた人材である。 
 
5.2.2 プロジェクト・ベースラインの設定 

各パイロット・コミュニティーにおけるプロジェクト活動の導入に先立っては、それぞれの農民

が様々な問題に対処する際にどの様にリソースまたは技術へアクセスするのか、また、農業生産

関連サービス及び技術支援を提供する地元当局、機関及び組織とどの様に関係を強化していくの

かについて認識及び特定化を図る。 
これらの調査は参加型手法を用いて実施されるところ、得られた情報はプロジェクト・ベースラ

インの設定に活用される。また、このベースラインはプロジェクト実施計画の策定において指針

となる。 
 
5.2.3 農業普及体制を構成する各機関及び組織の能力強化 

プロジェクトを通じて設立された連絡協議会（調整役としての技術委員会）並びに既存の組織及

び機関が持続性を有し、農家グループの様々な組織及び機関との連携関係の構築を支援し、更に、

組織及び機関の提供するサービス及びリソースが、プロジェクト対象地域コミュニティーにおけ

る真の開発のための原動力として生かされるよう、これら組織及び機関に対して適切なキャパシ

ティ・ビルディングを実施し、それぞれの組織及び機関が本プロジェクトにおいて果たすべき役

割を全うできるよう支援することが必要である。 
PROETTAPA は、MAGA、ICTA 及び短期・長期日本人専門家のキャパシティを有効活用して、様々

な機関及び組織の能力強化に優先的に取り組み、必要なリソースを提供する。  
 
5.2.4 各種委員会の農業普及メカニズム内における位置付け 

農家グループが抱える様々なニーズ及び問題の解決のための支援要請が、関係機関及び組織によ

り認識・対処されるよう、本プロジェクトは相談調整役としての各種委員会の設立に優先的に取

り組む。 
PROETTAPA の推進するメカニズム・モデルにおいては、CODEDE、COMUDE 及び COCODE
内に農業委員会を設立することにより開発新議会制度の強化を図る。 
更に、農林水産公共セクター調整計画審議会（CODEP）の活動強化に努める。 
MAGA、ICTA 及び市役所間の調整役としての技術委員会を設立し、市政との連携及び協働を図る。 
更に、MAGA、ICTA 間の調整役としての技術委員会を設立し、農牧開発に向けられる国のサービ

ス及びリソースが組織化され、効果・効率的に提供されるよう、両機関の連携及び協働を図る。 
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5.2.5 対象農家グループの能力強化 

農業普及メカニズムが持続可能なものとなるよう、農家グループは、他の関係機関及び組織と密

接な連携関係を構築することが求められる。また、グアテマラ高原地域農村住民の置かれている

実態及び歴史的背景を踏まえて、様々な分野における能力強化が不可欠である。まず最初に、開

発の基本前提としてその土地の知識及びリソースについて理解を深め尊重することから始まる。

更に、開発審議会制度へ参加するための基本的な要素として、連絡協議という民主的プロセスを

定着させる。 
農業普及メカニズムは、食糧安全保障に寄与する基礎穀類及び小家畜の生産性向上に裨益する農

民の能力強化のための技術的知識の提供を可能とする。更に、家庭における日常の食事の多様化

及び現金収入の獲得につながる野菜栽培に関する知識を更に深めることとなる。PROETTAPA が

実施しているメカニズムを通じてアクセスが可能となる地元及び外部リソースの管理能力は、農

民がこれらリソースを効率・効果的に活用するうえで重要となる。  
 
5.2.6 プロジェクトのフォローアップ及び評価 

グアテマラ政府の関係諸機関及び日本政府代表としての JICA より構成される合同委員会により、

プロジェクト実施前、実施中及び終了時に成果の検証が行われる。 
PROETTAPA 合同調整委員会（CCC）は、年間活動計画を評価し、プロジェクト進捗の常時モニ

タリングを実施する。 
他方、各関係機関及び組織は、各々の活動のフォローアップ及び評価を行う。  

 
5.2.7 提言の策定 

全国農業普及体制のメカニズム及び機能の更なる充実化のため活用できる提言を策定すべく、プ

ロジェクトのパイロット地域における農業普及体制の定着プロセスにおいて得られた成果及び経

験が総括される。 
提言は、農業普及分野に従事する機関及び組織の協力のもと内容を精錬したうえで、MAGA 本省

に提出される。 
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